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１．地域の健康づくり、医療・福祉へのサポート１．地域の健康づくり、医療・福祉へのサポート１．地域の健康づくり、医療・福祉へのサポート１．地域の健康づくり、医療・福祉へのサポート Ｐ．　１～Ｐ．２２（１）健康づくり、保健事業へのサポート (P. 1 )（２）地域医療へのサポート (P. 3 )（３）地域福祉へのサポート (P. 6 )（４）障害者福祉へのサポート (P. 8 )（５）高齢者福祉へのサポート (P. 10 )（６）医療保険へのサポート (P. 14 )（７）子育てへのサポート (P. 16 )２．地域でくらすためのサポート２．地域でくらすためのサポート２．地域でくらすためのサポート２．地域でくらすためのサポート Ｐ．２３～Ｐ．３５（１）地域の安全・安心を守るためのサポート (P. 23 )（２）地域の環境・景観の保全と創造、人権を守るためのサポート (P. 31 )３．地域の商工業・消費・雇用へのサポート３．地域の商工業・消費・雇用へのサポート３．地域の商工業・消費・雇用へのサポート３．地域の商工業・消費・雇用へのサポート Ｐ．３６～Ｐ．４０４．地域をつくるための教育と学校へのサポート４．地域をつくるための教育と学校へのサポート４．地域をつくるための教育と学校へのサポート４．地域をつくるための教育と学校へのサポート Ｐ．４１～Ｐ．４４５．地域の農林業へのサポート５．地域の農林業へのサポート５．地域の農林業へのサポート５．地域の農林業へのサポート Ｐ．４５～Ｐ．５３（１）地域の農業へのサポート (P. 45 )（２）地域の林業へのサポート (P. 49 )（３）鳥獣害対策等へのサポート (P. 53 )
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６．地域の観光・文化へのサポート６．地域の観光・文化へのサポート６．地域の観光・文化へのサポート６．地域の観光・文化へのサポート Ｐ．５４～Ｐ．６２（１）地域の魅力づくりへのサポート (P. 54 )（２）地域の文化芸術活動を推進するためのサポート (P. 58 )（３）地域の国際化に向けたサポート (P. 61 )７．地域の基盤づくりのためのサポート７．地域の基盤づくりのためのサポート７．地域の基盤づくりのためのサポート７．地域の基盤づくりのためのサポート Ｐ．６３～Ｐ．７２（１）地域の道路・河川整備へのサポート (P. 63 )（２）上・下水道整備へのサポート (P. 65 )（３）公共工事の技術管理等へのサポート (P. 67 )（４）地域の住まいづくりのためのサポート (P. 68 )（５）地域のまちづくりへのサポート (P. 70 )８．南部地域・東部地域のサポート８．南部地域・東部地域のサポート８．南部地域・東部地域のサポート８．南部地域・東部地域のサポート Ｐ．７３～Ｐ．７６（１）地域づくり・観光交流の促進のためのサポート (P. 73 )（２）生活環境の維持・向上のためのサポート (P. 76 )９．市町村の行財政運営等のサポート９．市町村の行財政運営等のサポート９．市町村の行財政運営等のサポート９．市町村の行財政運営等のサポート Ｐ．７７～Ｐ．８３（１）地域のＮＰＯ・自治会等との協働に向けたサポート (P. 77 )（２）市町村の行財政問題の解決に向けたサポート (P. 79 )
市町村相談窓口一覧（R６年度）市町村相談窓口一覧（R６年度）市町村相談窓口一覧（R６年度）市町村相談窓口一覧（R６年度） Ｐ．８４～Ｐ．９１



一覧表の見方について

○  「区分」欄は次の６つの区分に分類しています。

☆ 県から市町村、団体等（ＮＰＯ・自治会等）に対する支援

① 県から市町村に対する直接助成

② 県から地域づくり団体に対する直接助成

③ 県庁力によるサポート（人的支援等）

☆ 国、公的団体から市町村・団体等（ＮＰＯ・自治会等）に対する支援

④ 国からの助成

⑤ 公的団体からの助成

☆ その他の支援

⑥ 国、県、公的団体から市町村への「アドバイス、相談」窓口の設置等

○　また、一覧表は、関連するサポート施策がまとまるように並べています。
　　各事業の詳細については、県窓口担当の各課（室）までお問い合わせくださ
　い。

○　さらに、巻末に市町村サポートを担当する各課（室）の所掌を掲載していま
　すのでご参照ください。



１．地域の健康づくり、医療・福祉へのサポート１．地域の健康づくり、医療・福祉へのサポート１．地域の健康づくり、医療・福祉へのサポート１．地域の健康づくり、医療・福祉へのサポート

（１）健康づくり、保健事業へのサポート（１）健康づくり、保健事業へのサポート（１）健康づくり、保健事業へのサポート（１）健康づくり、保健事業へのサポート区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当①県から市町村に対する直接助成 国民健康保険特定健康診査・特定保健指導負担事業 高齢者の医療の確保に関する法律に基づく、市町村国保が実施する特定健康診査等に対する負担金　スキーム：国1/3　県1/3　市町村（国保）1/3　助成対象：市町村（国保）　県予算額：146,000千円 市町村 奈良県 医療・介護保険局医療保険課健康増進普及推進事業 健康増進法に基づく、市町村が実施する保健事業に対する助成　スキーム：国1/3　県1/3　市町村1/3（一部国10/10）　助成対象：市町村　県予算額：47,389千円 市町村 奈良県 医療政策局健康推進課
健康ステーション市町村連携協働事業 市町村営の健康ステーション立ち上げを支援するため、「おでかけ健康法」の普及、おでかけ健康モニターの継続支援のための健康サポーターの配置経費、活動量計の購入経費を助成　スキーム：県1/2　市町村1/2　助成対象：健康ステーションを設置する市町村  助成期間：開設年度より３年間　県予算額：3,950千円 市町村 奈良県 医療政策局健康推進課
自殺対策強化事業（自殺対策強化補助金） 自殺対策に自主的に取り組む市町村等の活動を支援　スキーム：国10/10  助成対象：市町村　県予算額：45,000千円 市町村 奈良県 医療政策局疾病対策課③県庁力によるサポート 総合型地域スポーツクラブ育成・充実事業 地域住民が主体的に運営する総合型地域スポーツクラブの充実・発展に向けた活動支援を実施　支援内容：クラブ創設の支援　　　　　　指導者、クラブマネジャー等の人材育成　　　　　　クラブアドバイザーの設置（巡回訪問指導等）　　　　　　クラブ相互間の交流イベントの実施　　　　　　クラブ普及のための広報　ほか　県予算額：3,785千円 市町村、地域団体等 奈良県 地域創造部スポーツ振興課
新　市町村健康づくり実践支援事業 市町村における「地域環境づくり」を支援するため、地域のデータ分析、健康課題の共有、効果的な事業展開を支援　　県予算額：1,062千円 市町村 奈良県 医療政策局健康推進課
なら健康長寿基本計画にかかる健康指標調査分析事業 調査分析結果等の市町村別データを活用し、各市町村での保健事業のＰＤＣＡサイクルを推進するよう保健所が支援　支援内容：保健所による管内市町村支援、市町村担当者会議等　支援対象：市町村　県予算額：6,453千円 市町村 奈良県 医療政策局健康推進課
歯科口腔保健推進事業 市町村が、住民の歯科口腔保健推進に資する施策を実施できるよう支援　支援内容：奈良県口腔保健支援センターの運営、市町村別関係デ　　　　　　ータの調査及び公表、保健所による管内市町村支援等　支援対象：市町村　　県予算額：6,458千円 市町村 奈良県 医療政策局健康推進課食育推進計画強化事業 市町村食育推進計画を効果的に推進するための指導・支援　支援内容：市町村食育推進会議への出席等　支援対象：市町村　　県予算額：3,411千円 市町村 奈良県 医療政策局健康推進課

1 地地地地域域域域のののの健健健健康康康康づづづづくくくくりりりり、、、、医医医医療療療療・・・・福福福福祉祉祉祉へへへへののののササササポポポポーーーートトトト



区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当③県庁力によるサポート がん検診推進事業 がん検診の精度管理及び医師・担当者の資質向上を図るため、がん検診に関する知識・技能を習得するための研修会を実施　支援内容：がん検診従事者研修会（年４回）　支援対象：市町村　県予算額：659千円 市町村 奈良県 医療政策局疾病対策課④国からの助成 学校施設環境改善交付金（スポーツ施設（社会体育施設）整備事業） スポーツ施設（社会体育施設）の整備を促進し、スポーツの円滑な実施及び振興に寄与するため、地域水泳プール新改築等に対し交付金を交付　スキーム：国1/3　市町村2/3　ほか 市町村 文部科学省 地域創造部スポーツ振興課新たなステージに入ったがん検診の総合支援事業 市町村が実施する子宮頸がん及び乳がん検診において、40才～69才の者（子宮頸がんは20才～69才）にクーポン券を配付するとともに、５つのがんすべてについて対象年齢の者と要精密検査と判断された者に対して個別の受診勧奨・再勧奨を実施する事業に要する費用の一部を助成　スキーム：国1/2　市町村1/2 市町村 厚生労働省 医療政策局疾病対策課緊急風しん抗体検査等事業 市町村が行う成人男性（昭和37年４月２日～昭和54年４月１日生まれ）に対する風しん抗体検査等に対する助成　スキーム：国1/2　市町村1/2 市町村 厚生労働省 医療政策局疾病対策課母子保健医療対策総合支援事業 市町村が行う妊娠出産包括支援事業及び産婦健康診査事業に対する助成　スキーム：国1/2　市町村1/2　ほか 市町村 厚生労働省 医療政策局健康推進課⑤公的団体からの助成 健康づくり推進事業 健やかで充実した生活を営むことができる豊かな社会を構築することを目的とした健康づくり推進事業（健康ネットワーク活動事業、健康づくり食生活普及事業、健康運動医学推進事業、介護予防推進事業等）に対する助成　助成金額：3,000千円（上限）　助成割合：10/10以内 市町村 （公財）地域社会振興財団 知事公室市町村振興課
スポーツ振興くじ助成金 スポーツ振興くじ（ｔｏｔｏ）の収益をもとに、地方公共団体及びスポーツ団体が行う、スポーツの振興を目的とした一定事業に対し助成　助成区分：地域スポーツ施設整備　　　　　　総合型地域スポーツクラブ活動　　　　　　地方公共団体スポーツ活動　　　　　　スポーツ団体スポーツ活動助成　ほか　助成割合：4/5　ほか 市町村等 （独）日本スポーツ振興センター 地域創造部スポーツ振興課
宝くじスポーツフェア開催事業 宝くじの社会貢献広報の一環である「宝くじスポーツフェア」の開催経費に対する助成　助成内容：はつらつママさんバレーボール、ドリームベースボー　　　　　　ル、ドリームサッカーの開催経費　助成割合：10/10 市町村 （一財）自治総合センター 地域創造部スポーツ振興課

2 地地地地域域域域のののの健健健健康康康康づづづづくくくくりりりり、、、、医医医医療療療療・・・・福福福福祉祉祉祉へへへへののののササササポポポポーーーートトトト



１．地域の健康づくり、医療・福祉へのサポート１．地域の健康づくり、医療・福祉へのサポート１．地域の健康づくり、医療・福祉へのサポート１．地域の健康づくり、医療・福祉へのサポート

（２）地域医療へのサポート（２）地域医療へのサポート（２）地域医療へのサポート（２）地域医療へのサポート区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当①県から市町村に対する直接助成 国民健康保険保健施設整備費助成事業 国保直営診療所の施設・設備整備事業に対する助成　スキーム：国1/2　市町村（国保）1/2　助成対象：山添村、御杖村、黒滝村、下北山村、上北山村、            川上村（国保）　県予算額：44,023円 市町村 奈良県 医療・介護保険局医療保険課救急救命士病院実習受入促進事業 救急救命士の病院実習受入医療機関に対する助成　スキーム：国1/2　県1/2　助成内容：人件費　助成対象：奈良市　県予算額：5,649千円 市町村、公的・民間医療機関 奈良県 医療政策局地域医療連携課広域小児初期救急支援事業 小児一次救急医療を広域的に担う橿原休日夜間応急診療所に対する助成　スキーム：県10/10　助成内容：運営経費　4,000千円（定額）　助成対象：橿原市　県予算額：4,000千円 市町村 奈良県 医療政策局地域医療連携課小児救急輪番制参加病院運営費補助事業 小児救急輪番制参加病院の運営費に対する助成　スキーム：国2/3　県1/3　助成内容：人件費　助成対象：小児救急輪番制参加病院　　　　　　（奈良市、大和高田市、生駒市）　県予算額：52,644千円 市町村、公的・民間医療機関 奈良県 医療政策局地域医療連携課産科医療体制支援事業 分娩手当を支給する医療機関に対する助成　スキーム：国2/9　県1/9　市町村2/3　助成内容：手当支給額　補助基準額＝１分娩あたり10,000円　助成対象：県内分娩取扱医療機関（奈良市、大和高田市）　県予算額：15,275千円 市町村、公的・民間医療機関 奈良県 医療政策局地域医療連携課産婦人科病院群輪番制運営事業 休日夜間において産婦人科一次救急患者に対応する医療機関に対する助成　スキーム：県1/2　市町村1/2　助成内容：人件費　助成対象：産婦人科輪番制参加病院（奈良市）　県予算額：16,075千円 市町村、公的・民間医療機関 奈良県 医療政策局地域医療連携課
へき地診療所医師確保支援事業 へき地診療所に勤務する医師人件費に対する助成　スキーム：県1/2　市町村1/2　助成内容：補助基準額＝対象額－控除額（13,000千円）  　        補助限度額　2,400千円　助成対象：山添村、御杖村、十津川村、川上村　県予算額：5,665千円 市町村（へき地） 奈良県 医療政策局医師・看護師確保対策室
へき地医療拠点病院運営費補助事業 へき地診療所への代診医等の派遣、へき地医療従事者への研修等を行う拠点病院に対する助成　スキーム：国1/2　県1/2　助成内容：人件費、旅費、需用費　助成対象：県内拠点病院　　　　　　（奈良市、宇陀市、南和広域医療企業団）　県予算額：15,518千円 市町村、一部事務組合 奈良県 医療政策局医師・看護師確保対策室
へき地診療所運営費補助事業 へき地診療所の運営に必要な経費に対する助成　スキーム：国2/3　市町村1/3　助成内容：補助基準額＝運営経費－診療収入　助成対象：五條市　県予算額：9,912千円 市町村（へき地） 奈良県 医療政策局医師・看護師確保対策室

3 地地地地域域域域のののの健健健健康康康康づづづづくくくくりりりり、、、、医医医医療療療療・・・・福福福福祉祉祉祉へへへへののののササササポポポポーーーートトトト



区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当①県から市町村に対する直接助成 へき地歯科医療施設整備事業 へき地村立歯科診療所の医療施設・設備整備に対する助成　スキーム：国1/2　県1/4　市町村1/4　助成内容：設備整備費　助成対象：野迫川村　県予算額：589千円 市町村（へき地） 奈良県 医療政策局医師・看護師確保対策室新　へき地診療所オンライン診療推進事業 へき地診療所の診療支援（オンライン診療）に必要な設備整備に対する助成　スキーム：国1/2　県1/2　助成内容：設備整備費　助成対象：下北山村、上北山村　県予算額：5,360千円 市町村（へき地） 奈良県 医療政策局医師・看護師確保対策室へき地医療拠点病院施設整備事業 へき地医療拠点病院の施設整備に対する助成　スキーム：国1/2　県1/2　助成内容：施設整備費　助成対象：県内拠点病院（南和広域医療企業団）　県予算額：60,797千円 一部事務組合 奈良県 医療政策局医師・看護師確保対策室新　へき地医療拠点病院設備整備事業 へき地医療拠点病院の設備整備に対する助成　スキーム：国1/2　県1/2　助成内容：設備整備費　助成対象：県内拠点病院（南和広域医療企業団）　県予算額：55,000千円 一部事務組合 奈良県 医療政策局医師・看護師確保対策室
看護職員資質向上支援事業 認定看護師教育課程や指定研修機関が実施する特定行為研修の受講経費に対する助成　スキーム：国1/3　県1/6　市町村1/2　助成内容：学費　　　　　　補助基準額　特定行為研修、認定A・専門（在宅関　　　　　　　　　　　　連）１人あたり700千円（上限）　　　　　　　　　　　　認定B　１人あたり1,000千円（上限）　助成対象：県内医療機関　県予算額：9,000千円 市町村、公的・民間病院 奈良県 医療政策局医師・看護師確保対策室
新人看護職員卒後研修事業 新人看護職員研修ガイドラインに沿って新人看護職員への研修を実施する病院等に対する助成　スキーム：国1/3　県1/6　市町村1/2　助成内容：研修の実施に要する経費　助成対象：県内医療機関　県予算額：8,200千円 市町村、公的・民間病院等 奈良県 医療政策局医師・看護師確保対策室病院内保育所運営費補助事業 院内保育施設を運営する病院に対する助成　スキーム：県1/3　市町村2/3　助成内容：人件費、保育加算額等　助成対象：県内医療機関　県予算額：7,127千円 市町村、公的病院 奈良県 医療政策局医師・看護師確保対策室骨髄バンクドナー助成事業 骨髄等を提供した者へ支援を実施した市町村に対する助成　スキーム：県1/2　市町村1/2　助成対象：市町村　県予算額：1,400千円 市町村 奈良県 医療政策局健康推進課新　新興感染症対応力強化事業 医療措置協定締結医療機関の設備整備等に対する助成　スキーム：国1/2　県1/2　ほか　助成内容：簡易陰圧装置、検査機器（ＰＣＲ検査装置）、　　　　　　個人防護具保管庫の整備等に対する経費等　助成対象：県内医療機関　県予算額：32,000千円[５年度２月補正］ 市町村、公的・民間医療機関 奈良県 医療政策局疾病対策課感染症予防対策事業（医療施設等運営費等補助金・第二種指定） 第二種感染症指定医療機関の運営に対する助成　スキーム：国1/2　県1/2　助成対象：第二種感染症指定医療機関（奈良市外４医療機関）　県予算額：12,562千円 市町村、公的・民間病院 奈良県 医療政策局疾病対策課4 地地地地域域域域のののの健健健健康康康康づづづづくくくくりりりり、、、、医医医医療療療療・・・・福福福福祉祉祉祉へへへへののののササササポポポポーーーートトトト



区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当①県から市町村に対する直接助成 予防接種後健康被害対策事業（予防接種事故対策費負担（補助）金） 市町村が負担する健康被害調査委員会の開催費用及び医療手当・障害年金等に対する助成　スキーム：国1/2　県1/4  市町村1/4　助成対象：市町村　県予算額：31,249千円 市町村 奈良県 医療政策局疾病対策課
がん診療連携推進事業 がん診療連携拠点病院の相談支援や医師の研修等に対する助成　スキーム：国1/2　県1/2　助成内容：人件費、旅費、需用費等　助成対象：地域がん診療連携拠点病院等（奈良市外５医療機関）　県予算額：72,274千円 市町村、公的・民間病院 奈良県 医療政策局疾病対策課がんとの共生に向けたアピアランスケア支援事業 がん治療による外見の変化に伴う補正具等購入費用に対する助成　スキーム：県1/4　市町村1/4  本人負担1/2　助成対象：市町村　県予算額：2,400千円 市町村 奈良県 医療政策局疾病対策課③県庁力によるサポート 一次救急体制整備事業 一次救急医療体制確立のため、具体的な対応策の検討を支援　参加予定：市町村、医師会、消防機関、県　支援対象：市町村　県予算額：92千円 市町村 奈良県 医療政策局地域医療連携課へき地勤務医療従事者確保推進事業 へき地に勤務する医療従事者を確保するため、医学生・看護学生を対象にへき地診療所での体験実習を実施　支援内容：へき地診療所体験実習の実施　支援対象：へき地市町村　県予算額：970千円 市町村（へき地） 奈良県 医療政策局医師・看護師確保対策室医師配置システムの運営 県立医科大学と連携し、修学資金の貸与を受けた医師に対する継続的なキャリア形成支援と県内の公立・公的医療機関等への適切な配置　支援内容：県内の公立・公的医療機関等への医師配置　支援対象：県内の公立・公的医療機関等設置市町村  県予算額：33,318千円 市町村 奈良県 医療政策局医師・看護師確保対策室自治医科大学運営費負担金 へき地診療所等への自治医大卒業医師の派遣　公立診療所等への派遣人員数　９人　在学生　14人　　卒業生　102人（現在46期生まで） 　県予算額：128,400千円 市町村（へき地） 奈良県 医療政策局医師・看護師確保対策室④国からの助成 臨床研修費等補助金 県内臨床研修病院が行う臨床研修事業に対する助成　スキーム：定額（臨床研修費等補助金交付要綱に基づく） 病院等 厚生労働省 医療政策局医師・看護師確保対策室⑤公的団体からの助成 医療対策事業 地域社会における住民の健康及び福祉の向上を図り、健やかな地域社会づくりを推進するための医療対策事業（地域医療従事医師及び看護師確保対策・養成事業、休日・夜間当番医の運営事業、救急医療機関活動事業、地域歯科医療確保対策事業、地域保健対策事業、地域医療技術向上推進事業、地域医療支援事業、オンライン診療普及推進事業等）への助成　助成金額：3,000千円（上限）　助成割合：10/10以内 市町村 （公財）地域社会振興財団 知事公室市町村振興課

5 地地地地域域域域のののの健健健健康康康康づづづづくくくくりりりり、、、、医医医医療療療療・・・・福福福福祉祉祉祉へへへへののののササササポポポポーーーートトトト



１．地域の健康づくり、医療・福祉へのサポート１．地域の健康づくり、医療・福祉へのサポート１．地域の健康づくり、医療・福祉へのサポート１．地域の健康づくり、医療・福祉へのサポート（３）地域福祉へのサポート（３）地域福祉へのサポート（３）地域福祉へのサポート（３）地域福祉へのサポート区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当①県から市町村に対する直接助成 民生児童委員活動費 民生委員活動費負担金、児童委員活動費負担金、地区民児協活動推進費負担金、民生委員推薦会負担金民生児童委員及び民生委員関係機関の活動等に対する負担金　スキーム：県10/10  助成内容：民生委員活動費、児童委員活動費、　　　　　　地区民児協活動費、民生委員推薦会経費  助成対象：38市町村（奈良市を除く全市町村） 　県予算額：163,050千円 市町村（奈良市除く） 奈良県 福祉医療部地域福祉課
市町村における包括的な支援体制整備実践支援事業補助金 地域の実情に応じた包括的な支援体制の整備を推進する市町村に対する助成　スキーム：県1/2　市町村1/2　助成対象：包括的な支援体制の整備に取り組む市町村　県予算額：2,000千円 市町村 奈良県 福祉医療部地域福祉課
重層的支援体制整備事業交付金 包括的な支援体制を整備するため、対象者の属性を問わない相談支援、多様な参加支援、地域づくりに向けた支援を一体的に行う重層的支援体制整備事業を実施する市町村に対する助成　スキーム：国1/2　県1/4　市町村1/4　助成対象：市町村 　県予算額：53,990千円 市町村 奈良県 福祉医療部地域福祉課
新　地域共生社会推進全国サミット開催支援事業 生駒市で開催される「第６回地域共生社会推進全国サミットinいこま」の開催にかかる経費に対する助成　スキーム：県10/10　助成対象：生駒市 　県予算額：500千円 市町村 奈良県 福祉医療部地域福祉課小児慢性特定疾病対策事業（小児慢性特定疾病児日常生活用具給付事業） 小児慢性特定疾病児の居宅生活を支援するための日常生活用具を給付する市町村に対する助成　スキーム：市　部　国1/2　市1/2　　　    　町村部　国1/2　県1/4　町村1/4  助成対象：38市町村（奈良市を除く全市町村）  県予算額：486千円 市町村（奈良市除く） 奈良県 医療政策局健康推進課④国からの助成 生活困窮者自立相談支援事業費等負担金（自立相談支援事業） 生活困窮者からの相談に応じ、生活困窮者が抱える課題の評価・分析、自立に向けたプランの作成、生活全般にわたる包括的な支援を行うための関係機関との連絡調整等の支援を行う事業に対する国庫負担金　スキーム：国3/4　市・村1/4  助成対象：福祉事務所を有する市、村 市、村 厚生労働省 福祉医療部地域福祉課生活困窮者自立相談支援事業費等負担金（住居確保給付金） 離職等により住宅を失った又はそのおそれの高い生活困窮者に対し、安定的に就職活動を行うことができるよう、有期で家賃相当額を支給する事業に対する国庫負担金　スキーム：国3/4　市・村1/4  助成対象：福祉事務所を有する市、村 市、村 厚生労働省 福祉医療部地域福祉課生活困窮者自立相談支援事業費等負担金（被保護者就労支援事業） 生活保護受給者の就労の支援に関する問題について、被保護者からの相談に応じるとともに、履歴書の書き方や面接の受け方の指導等の就労に向けた支援や、個別求人開拓、就労後における職場定着に向けた支援を行う事業に対する国庫負担金　スキーム：国3/4　市・村1/4  助成対象：福祉事務所を有する市、村 市、村 厚生労働省 福祉医療部地域福祉課生活困窮者就労準備支援事業費等補助金（生活困窮者就労準備支援等事業） 生活に困窮している方を支援するための就労準備支援、家計改善支援、一時生活支援、家計相談支援、子どもの学習支援等の事業に対する助成　スキーム：国2/3　市・村1/3、国1/2　市・村1/2  助成対象：福祉事務所を有する市、村 市、村 厚生労働省 福祉医療部地域福祉課生活困窮者就労準備支援事業費等補助金（中国残留邦人等地域生活支援事業） 中国残留邦人等が地域で安心して生活できる環境づくりを推進するため、地域における多様なネットワークを活用し、地域の中での理解や見守り・支え合いなど社会的自立を促進するための事業に対する助成　スキーム：国10/10 市町村 厚生労働省 福祉医療部地域福祉課6 地地地地域域域域のののの健健健健康康康康づづづづくくくくりりりり、、、、医医医医療療療療・・・・福福福福祉祉祉祉へへへへののののササササポポポポーーーートトトト



区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当④国からの助成 生活困窮者就労準備支援事業費等補助金（生活保護適正実施推進事業） 生活保護の適正な運営を確保するため、診療報酬明細書の点検強化等による医療扶助の適正化、収入資産調査の充実強化等による認定事務の適正化、生活保護関係職員の資質向上のための研修の実施等、各種適正化の取組を推進する事業に対する助成　スキーム：国3/4　市・村1/4、国1/2　市・村1/2  助成対象：福祉事務所を有する市、村 市、村 厚生労働省 福祉医療部地域福祉課生活困窮者就労準備支援事業費等補助金（生活困窮者支援等のための地域づくり事業） 身近な地域において住民による共助の取組を活性化させるため、課題を抱える者の早期発見、気軽に安心して通える居場所の確保、課題を複合化・複雑化させないための予防的対処、地域資源を最大限活用した連携の仕組みづくりを行う事業に対する助成　スキーム：国1/2　市町村1/2 市町村 厚生労働省 福祉医療部地域福祉課生活困窮者就労準備支援事業費等補助金（重層的支援体制整備事業への移行準備事業） 重層的支援体制整備事業の実施を希望する市町村において、重層的支援体制整備事業に円滑に移行するための準備に必要な取組を行う事業に対する助成　スキーム：国3/4　市町村1/4 市町村 厚生労働省 福祉医療部地域福祉課⑤公的団体からの助成 コミュニティ助成事業（共生の地域づくり助成事業） 地域の創意工夫により、地域の実情に応じて、子ども、女性、高齢者、障がい者など全ての住民にやさしいまちづくりを進めるための先導的な設備等（建築物、消耗品は除く）の整備及びソフト事業に対する助成　助成金額：10,000千円（上限）           （ソフト事業は5,000千円）  助成割合：10/10 市町村 （一財）自治総合センター 知事公室市町村振興課福祉対策事業 在宅福祉対策事業、認知症高齢者等対策事業、在宅介護支援事業、福祉情報ネットワーク整備事業等に対する助成　助成金額：3,000千円（上限）　助成割合：10/10以内 市町村 （公財）地域社会振興財団 知事公室市町村振興課共同募金会共同募金配分 社会福祉団体の実施する事業に対する募金の配分　市町村社会福祉協議会、児童福祉施設連盟、里親会等に対する助　成 団体等 （社福）奈良県共同募金会 福祉医療部地域福祉課⑥アドバイス・相談 青少年社会的自立支援事業 地域におけるひきこもり対策を推進するため、市町村のひきこもり支援体制及び県と市町村の連携を強化　支援内容：県・市町村ネットワーク会議の開催　　　　　　市町村の要請に応じ、ひきこもり相談窓口の相談員を            派遣 － 奈良県 こども・女性局教育振興課市町村恩給援護事務担当者会議 旧軍人軍属の恩給、戦傷病者及び戦没者遺族への援護事務に関する市町村担当者への説明会を実施 － 奈良県 福祉医療部地域福祉課

7 地地地地域域域域のののの健健健健康康康康づづづづくくくくりりりり、、、、医医医医療療療療・・・・福福福福祉祉祉祉へへへへののののササササポポポポーーーートトトト



１．地域の健康づくり、医療・福祉へのサポート１．地域の健康づくり、医療・福祉へのサポート１．地域の健康づくり、医療・福祉へのサポート１．地域の健康づくり、医療・福祉へのサポート

（４）障害者福祉へのサポート（４）障害者福祉へのサポート（４）障害者福祉へのサポート（４）障害者福祉へのサポート区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当①県から市町村に対する直接助成 自立支援給付事業 障害者自立支援のための給付費負担金　居宅介護・生活介護・就労移行支援、共同生活援助、補装具等　スキーム：国1/2（直接助成）　県1/4　市町村1/4  助成対象：市町村  県予算額：8,858,582千円 市町村 奈良県 福祉医療部障害福祉課障害者医療給付事業 身体障害者の障害の軽減、改善を目的とする障害者医療費負担金　スキーム：国1/2（直接助成）　県1/4　市町村1/4　助成対象：市町村　県予算額：472,502千円 市町村 奈良県 福祉医療部障害福祉課障害児通所給付事業 児童福祉法に基づく障害児通所施設に係る障害児通所給付費負担金　スキーム：国1/2（直接助成）　県1/4　市町村1/4　助成対象：市町村　県予算額：2,675,744千円 市町村 奈良県 福祉医療部障害福祉課新　市町村地域障害児支援体制強化事業 障害児やその家族に対し、身近な地域で「気になる段階」から支援を行うための体制強化に取り組む市町村に対する助成　スキーム：国1/2（直接助成）　県1/4　市町村1/4  助成対象：市町村  県予算額：10,980千円 市町村 奈良県 福祉医療部障害福祉課
市町村地域生活支援事業 障害者のニーズに応じた事業を実施する市町村に対する助成　相談支援事業、意思疎通支援事業、日常生活用具給付等事業、　移動支援事業（恒常的に通院を必要とする者への通院支援を　含む）、地域活動支援センター機能強化事業等　スキーム：国1/2（直接助成）　県1/4　市町村1/4　助成対象：市町村　県予算額：260,000千円 市町村 奈良県 福祉医療部障害福祉課
育成医療給付事業 身体障害児の障害の軽減、除去するための医療費を給付する市町村に対する助成　スキーム：国1/2（直接助成）　県1/4　市町村1/4　助成対象：市町村　県予算額：7,288千円 市町村 奈良県 医療政策局健康推進課障害者自立支援制度施行事業（精神障害者医療費助成事業） 精神障害者の医療費のうち、自己負担分に対し補助を行う市町村に対する助成　スキーム：県1/2　市町村1/2　助成対象：市町村　県予算額：497,200千円 市町村 奈良県 医療政策局疾病対策課③県庁力によるサポート 障害者スポーツ器具整備事業 市町村が行う地域の障害者スポーツ活動を支援　支援内容：障害者スポーツ器具の貸出  県予算額：216千円 市町村 奈良県 福祉医療部障害福祉課スポーツボランティア人材バンク運営事業 市町村が行う地域の障害者スポーツ活動を支援　支援内容：障害者スポーツボランティアの派遣  県予算額：214千円 市町村 奈良県 福祉医療部障害福祉課精神保健福祉センター運営事業（教育・研修・啓発・普及・市町村等支援） 精神保健福祉法や障害者総合支援法に基づく精神障害者への支援を実施するための知識及び能力の向上を図るための研修会を実施　支援内容：精神保健専門研修等　支援対象：市町村　県予算額：92千円 市町村 奈良県 医療政策局疾病対策課

8 地地地地域域域域のののの健健健健康康康康づづづづくくくくりりりり、、、、医医医医療療療療・・・・福福福福祉祉祉祉へへへへののののササササポポポポーーーートトトト



区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当③県庁力によるサポート 自殺対策強化事業（奈良県自殺対策支援センター整備費） 市町村の自殺対策計画の進捗・評価を行うとともに、市町村等の対応困難事例に対する助言指導を実施　県予算額：2,932千円 市町村 奈良県 医療政策局疾病対策課新　精神保健福祉推進事業 市町村における精神保健に関する相談支援及び普及啓発推進体制の構築に向けて、市町村職員を対象とした研修会を実施　支援内容：精神障害、精神保健における知識及び　　　　　　相談援助技術を習得するための研修会の開催　　　　　　心のサポーター指導者養成研修会の開催　県予算額：1,665千円 市町村 奈良県 医療政策局疾病対策課障害者権利擁護事業 各圏域に弁護士を配置し、障害者の権利擁護に係る法律的知識や支援を必要とする事案について支援　県予算額：827千円 市町村 奈良県 福祉医療部障害福祉課⑤公的団体からの助成 障害者生きがい支援事業 市町村が行う障害者の生きがい支援に関する事業に対する助成　助成金額：3,000千円（上限）　助成割合：10/10以内 市町村 （公財）地域社会振興財団 知事公室市町村振興課

9 地地地地域域域域のののの健健健健康康康康づづづづくくくくりりりり、、、、医医医医療療療療・・・・福福福福祉祉祉祉へへへへののののササササポポポポーーーートトトト



１．地域の健康づくり、医療・福祉へのサポート１．地域の健康づくり、医療・福祉へのサポート１．地域の健康づくり、医療・福祉へのサポート１．地域の健康づくり、医療・福祉へのサポート

（５）高齢者福祉へのサポート（５）高齢者福祉へのサポート（５）高齢者福祉へのサポート（５）高齢者福祉へのサポート区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当①県から市町村に対する直接助成 市町村老人クラブ活動支援事業 市町村の各地区の老人クラブが行う活動に対する助成　助成内容：補助基準額　適正クラブ　 2,700円/月  　       　　　　　　 小規模適正　 1,350円/月                        会員１名あたり　55円　スキーム：国1/3　県1/3　市町村1/3　助成対象：38市町村（奈良市を除く全市町村）　県予算額：22,545千円 市町村（奈良市除く） 奈良県 医療・介護保険局地域包括支援課
介護人材確保対策推進補助事業 介護従事者の確保を図るため、①参入促進、②資質の向上、③労働環境・処遇の改善を目的とする事業に対する助成　スキーム：県10/10　助成対象：市町村又は民間団体　県予算額：21,000千円 市町村又は民間団体 奈良県 医療・介護保険局地域包括支援課介護職員初任者研修支援補助事業 介護職員等の介護職員初任者研修受講に要する経費に対する助成　スキーム：県10/10（上限 50千円/人）　助成対象：市町村又は民間団体　県予算額：12,000千円 市町村又は民間団体 奈良県 医療・介護保険局地域包括支援課
介護給付費負担金 介護給付に要する経費を負担  スキーム：施設給付費　　　　　　　国20%　県17.5%　市町村12.5%　保険料50%　　　　　　居宅給付費　　　　　　　国25%　県12.5%　市町村12.5%　保険料50%  助成対象：市町村  県予算額：17,841,267千円 市町村 奈良県 医療・介護保険局介護保険課
低所得利用者負担額減免措置事業 社会福祉法人を利用する低所得の利用者負担額を軽減  スキーム：国1/2　県1/4　市町村1/4  助成対象：市町村  県予算額：3,135千円 市町村 奈良県 医療・介護保険局介護保険課低所得者介護保険料軽減負担金 低所得者の介護保険料軽減に対する経費を負担  スキーム：国1/2　県1/4　市町村1/4  助成対象：市町村  県予算額：495,010千円 市町村 奈良県 医療・介護保険局介護保険課地域密着型サービス施設等整備促進事業 地域密着型施設等の整備及び開設準備経費を助成　スキーム：施設種別ごとに定額　助成対象：市町村　県予算額：1,200,000千円 市町村 奈良県 医療・介護保険局介護保険課
地域支援事業交付金 地域支援事業に要する経費を負担する市町村に対する助成  スキーム：介護予防・日常生活支援総合事業　　　　　　　国25%　県12.5%　市町村12.5%　保険料50%　　　　　　包括的支援事業、任意事業　　　　　　　国38.5%　県19.25%　市町村19.25%　保険料23%  助成対象：市町村  県予算額：1,058,000千円 市町村 奈良県 医療・介護保険局地域包括支援課③県庁力によるサポート 発達障害地域支援ネットワーク事業 発達障害に関する相談を身近な地域で行えるよう、市町村を支援　市町村担当職員に対する研修実施　困難事例への連携支援　県予算額：11,000千円 市町村 奈良県 福祉医療部障害福祉課

10 地地地地域域域域のののの健健健健康康康康づづづづくくくくりりりり、、、、医医医医療療療療・・・・福福福福祉祉祉祉へへへへののののササササポポポポーーーートトトト



区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当③県庁力によるサポート 高齢者虐待防止支援事業 高齢者虐待防止に携わる市町村職員等を対象とした研修を開催　支援内容：高齢者虐待対応現任者標準研修の開催  支援対象：市町村、地域包括支援センター、在宅介護支援センタ　　　　　　ー等で高齢者虐待防止に携わる職員　県予算額：653千円 市町村等 奈良県 医療・介護保険局地域包括支援課認定調査員等研修事業 認定調査員（一部市町村職員）等に関する研修を実施し、公平・公正かつ適切な要介護認定等を推進  支援内容：認定調査員研修の開催　　　　　　介護認定審査会運営適正化研修の開催  支援対象：市町村  県予算額：1,449千円 市町村 奈良県 医療・介護保険局介護保険課新　介護給付費適正化市町村支援事業 市町村の介護給付適正化の取組に対する支援等  ケアプラン点検研修の実施  介護保険給付の状況データの公表　困難事例に対するスーパーバイザーの派遣  県予算額：2,000千円 市町村 奈良県 医療・介護保険局介護保険課介護保険事業支援計画推進事業 「奈良県 高齢者福祉計画・第９期介護保険事業支援計画・認知症施策推進計画」の推進　地域差データ分析による支援及び認定調査員研修　地域密着型サービスセミナーの開催　県予算額：5,600千円 市町村 奈良県 医療・介護保険局介護保険課新　認知症の人や家族が安心して暮らせる地域づくり推進事業 認知症の人や家族が安心して暮らせる地域づくりを推進  支援内容：県民誰もが認知症の理解を深める普及啓発を実施　　　　　　職域における認知症への知識・理解の促進　　　　　　認知症の人への対応のあり方を学び実践する店舗等を            拡大　　　　　　認知症の早期対応のための体制整備をモデル実施　支援対象：市町村  県予算額：8,300千円 市町村 奈良県 医療・介護保険局地域包括支援課
高齢者権利擁護推進事業 成年後見制度を活用した高齢者の権利擁護を推進　①支援内容：専門員（コーディネーター）の配置　　　　　　　相談窓口の設置　　　　　　　成年後見に関する普及・啓発活動　　　　　　　法人後見人・市民後見人養成研修　　支援対象：市町村　②支援内容：中核機関の広域的な整備に向けた検討会の開催　　　　　　　実態把握、課題検討、先行事例の研究等の広域整備　　　　　　　モデルの検討　　支援対象：モデル市町村（広域）　　県予算額：4,099千円 市町村 奈良県 医療・介護保険局地域包括支援課
生活支援コーディネーター活動充実事業 県内市町村の生活支援体制の整備を推進する市町村の取組を支援　支援内容：生活支援コーディネーターの活動充実に向けた伴走            支援や研修会の開催を実施  支援対象：市町村　県予算額：6,179千円 市町村 奈良県 医療・介護保険局地域包括支援課
若年性認知症サポートセンター運営事業

若年性認知症の人が就労の継続や社会参加をしながら、生きがいを持って住み慣れた地域で暮らし続けられるよう、若年性認知症サポートセンターを設置し、支援体制を強化  支援内容：若年性認知症サポートセンター設置・運営　　　　　　若年性認知症にかかる普及啓発　　　　　　関係機関とのネットワークの構築　　　　　　若年性認知症支援者向け研修会　　　　　　若年性認知症ピアサポート体制の仕組みづくり　　　　　　ピアサポーターによる相談の実施　　　　　　就労支援やアウトリーチ等の支援体制の強化  支援対象：市町村  県予算額：9,340千円 市町村 奈良県 医療・介護保険局地域包括支援課
11 地地地地域域域域のののの健健健健康康康康づづづづくくくくりりりり、、、、医医医医療療療療・・・・福福福福祉祉祉祉へへへへののののササササポポポポーーーートトトト



区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当③県庁力によるサポート 地域包括ケアモデルプロジェクト推進事業 地域包括ケアシステムの構築を促進するため、モデルプロジェクトを推進　支援内容：地域包括ケア推進支援チーム（地域包括支援課・保健　　　　　　所）による助言等　　　　　　南和地域における広域相談支援体制構築のモデル　　　　　　実施  支援対象：市町村  県予算額：2,098千円 市町村 奈良県 医療・介護保険局地域包括支援課
地域ケア会議充実支援事業 多様な専門職が参画する地域ケア会議の機能充実に向けた取組を支援　支援内容：アドバイザー（リハビリ等専門職）の派遣による地域            ケア会議への助言等　　　　　　地域ケア会議推進研修会等の開催　　　　　　地域包括支援センターの機能強化に向けた研修等の実            施　支援対象：市町村　県予算額：3,114千円 市町村 厚生労働省、奈良県 医療・介護保険局地域包括支援課
認知症初期集中支援等強化事業 認知症総合支援事業の定着と促進を目的に市町村の取組を支援　支援内容：認知症初期集中支援チーム員フォローアップ研修　　　　　　認知症地域支援推進員フォローアップ研修　支援対象：市町村、認知症地域支援推進員、認知症初期集中支援　　　　　　チーム員　県予算額：488千円 市町村等 奈良県 医療・介護保険局地域包括支援課
総合事業充実支援事業 市町村の地域マネジメント力の向上を支援　支援内容：市町村の地域マネジメント力向上に向けた伴走支援を            実施　支援対象：市町村総合事業の充実に必須の地域づくりによる介護予防を推進し、生活支援の充実にも資する住民運営の通いの場の普及拡大を支援　支援内容：個別相談、現地支援、研修会の開催　支援対象：市町村　県予算額：3,268千円 市町村 奈良県 医療・介護保険局地域包括支援課
ＩＣＴを活用した地域リハビリテーション推進事業 南和地域の市町村の自立支援・重度化防止の取組に資するため、ＩＣＴを活用することで専門職から助言を受けられる仕組みづくりを推進する市町村を支援　支援内容：タブレット端末の貸出等によるＩＣＴ利活用の支援　　　　　　ＩＣＴを活用した地域リハビリテーションの推進方策　　　　　　に関する市町村・関係機関への調整等　支援対象：市町村　県予算額：1,700千円 市町村 奈良県 医療・介護保険局地域包括支援課③県庁力によるサポート 在宅医療・介護連携推進事業 各市町村における在宅医療・介護連携に関する協議の場の立ち上げ及び効果的な運用に向けた支援　支援内容：在宅医療・介護連携の推進に必要なデータ分析・活用            支援　　　　　　市町村・関係者向け研修の実施　支援対象：市町村  県予算額：6,000千円 市町村 奈良県 医療・介護保険局地域包括支援課④国からの助成 地域介護・福祉空間整備交付金（スプリンクラー整備・防災改修等分） 既存高齢者施設等のスプリンクラーの整備、防災改修等に対する助成　スキーム：市町村　直接助成　定額　　　　　　法人等　間接助成　定額既存高齢者施設等の給水設備整備、ブロック塀改修等に対する助成　スキーム：市町村　直接助成　国1/2　市町村1/2　　　　　　法人等　間接助成　国1/2　市町村1/4  法人等1/4 市町村 厚生労働省 医療・介護保険局介護保険課

12 地地地地域域域域のののの健健健健康康康康づづづづくくくくりりりり、、、、医医医医療療療療・・・・福福福福祉祉祉祉へへへへののののササササポポポポーーーートトトト



区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当⑤公的団体からの助成 介護保険制度等充実支援事業 市町村が行う介護保険制度等の充実支援に関する事業（地域包括ケアシステムの深化・推進事業、高齢者介護サービスの充実支援事業、医療と介護の連携推進事業、介護と仕事の両立支援事業等）に対する助成　助成金額：3,000千円（上限）　助成割合：10/10以内 市町村 （公財）地域社会振興財団 知事公室市町村振興課市場活性化・研究開発推進のための事業 市町村が行う市場活性化・研究開発推進のための事業（高齢者の健康確保研究開発事業、高齢者の生活と活動を支える研究開発事業）に対する助成　助成金額：3,000千円（上限）　助成割合：10/10以内 市町村 （公財）地域社会振興財団 知事公室市町村振興課ニッセイ財団生き生きシニア活動顕彰 高齢者が主体となって行う地域貢献に対する助成　助成金額：１団体50千円  助成割合：定額 団体等 （公財）ニッセイ財団 医療・介護保険局地域包括支援課⑥アドバイス・相談 市町村介護保険初任者研修会 人事異動等に伴い、新たに介護保険を担当することになった市町村職員を対象に、介護保険制度等に関する仕組みや内容等について研修を実施 － 奈良県 医療・介護保険局介護保険課

13 地地地地域域域域のののの健健健健康康康康づづづづくくくくりりりり、、、、医医医医療療療療・・・・福福福福祉祉祉祉へへへへののののササササポポポポーーーートトトト



１．地域の健康づくり、医療・福祉へのサポート１．地域の健康づくり、医療・福祉へのサポート１．地域の健康づくり、医療・福祉へのサポート１．地域の健康づくり、医療・福祉へのサポート

（６）医療保険へのサポート（６）医療保険へのサポート（６）医療保険へのサポート（６）医療保険へのサポート区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当①県から市町村に対する直接助成 国民健康保険基盤安定化事業
国民健康保険基盤安定化事業　低所得者の保険料（税）軽減相当額を公費で補填　　スキーム：県3/4  市町村1/4 　 助成対象：市町村（国保）国民健康保険保険者支援事業　低所得者数に応じて保険料（税）の一定割合を公費で補填　　スキーム：国1/2（直接助成）　県1/4  市町村1/4 　 助成対象：市町村（国保）国民健康保険未就学児均等割保険料負担事業　未就学児に係る均等割保険料（税）軽減相当額を公費で補填　　スキーム：国1/2（直接助成）　県1/4　市町村1/4　　助成対象：市町村（国保）国民健康保険産前産後保険料負担事業　出産を予定する被保険者等に係る産前産後期間相当分の保険料　（税）免除相当額を公費で補填　　スキーム：国1/2（直接助成）　県1/4　市町村1/4　　助成対象：市町村（国保）　　県予算額：4,894,000千円

市町村 奈良県 医療・介護保険局医療保険課
保険給付費等交付金（特別会計） 保険給付及びその他国民健康保険事業の実施のため、市町村の国保特会において負担する療養の給付等に要する費用その他国民健康保険事業に要する費用を交付　県予算額：96,666,528千円 市町村 奈良県 医療・介護保険局医療保険課
後期高齢者医療給付事業

後期高齢者の医療給付費定率負担　後期高齢者の医療給付費のうち自己負担を除く費用の一部を公費　負担　　助成内容：対象者　75歳以上（65歳以上で一定の障害があると              認定を受けた者を含む）　　スキーム：国1/3（直接助成）　県1/12　市町村1/12　　　　　　　支援金等2/5　保険料1/10後期高齢者の高額医療費公費負担　高齢者の高額な医療費のうち、保険料負担分の一部を公費負担　　助成内容：月80万円超の医療費に対して負担　　スキーム：国1/4（直接助成）　県1/4　広域連合1/2　　助成対象：奈良県後期高齢者医療広域連合　　県予算額：18,203,000千円
奈良県後期高齢者医療広域連合 奈良県 医療・介護保険局医療保険課

後期高齢者医療保険基盤安定化事業 低所得者等に対する保険料の軽減分を公費で補填　スキーム：県3/4　市町村1/4　助成対象：市町村　県予算額：3,441,000千円 市町村、奈良県後期高齢者医療広域連合 奈良県 医療・介護保険局医療保険課後期高齢者医療広域連合データヘルス計画推進支援事業 第３期奈良県医療費適正化計画の達成に向け、奈良県後期高齢者医療広域連合が策定したデータヘルス計画に基づく取組に対し助成　スキーム：県1/6　広域連合5/6　助成対象：奈良県後期高齢者医療広域連合　県予算額：7,493千円 奈良県後期高齢者医療広域連合 奈良県 医療・介護保険局医療保険課子ども医療費助成事業 子どもに対する医療費の一部を助成　助成内容：対象者　０歳～18歳到達後最初の３月31日までの児童　スキーム：県1/2　市町村1/2　助成対象：市町村　県予算額：1,478,000千円 市町村 奈良県 医療・介護保険局医療保険課
心身障害者医療費助成事業 心身障害者に対する医療費の一部を助成　助成内容：対象者　身障手帳１・２級又は療育手帳Ａ１・Ａ２所　　　　　　　　　　持者（重度心身障害老人等医療費助成対象者　　　　　　　　　　を除く）　スキーム：県1/2　市町村1/2　助成対象：市町村　県予算額：599,000千円 市町村 奈良県 医療・介護保険局医療保険課

14 地地地地域域域域のののの健健健健康康康康づづづづくくくくりりりり、、、、医医医医療療療療・・・・福福福福祉祉祉祉へへへへののののササササポポポポーーーートトトト



区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当①県から市町村に対する直接助成 重度心身障害老人等医療費助成事業 重度心身障害老人等に対する医療費の一部を助成　助成内容：対象者　後期高齢者医療制度の適用を受けている重度　　　　　　　　　　心身障害老人等　スキーム：県1/2　市町村1/2　助成対象：市町村　県予算額：433,000千円 市町村 奈良県 医療・介護保険局医療保険課
ひとり親家庭等医療費助成事業 ひとり親家庭の親子等に対する医療費の一部を助成　助成内容：対象者　ひとり親家庭の親等と18歳到達後最初の３月　　　　　　　　　　31日までの児童　スキーム：県1/2　市町村1/2　助成対象：市町村　県予算額：262,000千円 市町村 奈良県 医療・介護保険局医療保険課福祉医療費事務費補助金 子ども、心身障害者及びひとり親家庭等医療費助成事業の事務費に対する助成　助成内容：集計手数料及び審査支払手数料　助成対象：市町村　県予算額：80,505千円 市町村 奈良県 医療・介護保険局医療保険課
新　子どもに係る福祉医療費助成充実支援事業

医療費助成について、令和６年８月からの現物給付方式の対象拡大に伴い必要となるシステム改修経費に対し補助  市町村福祉医療システム改修補助　　スキーム　県1/2　市町村1/2（補助上限　1,000千円/市町村）　　助成対象　市町村　奈良県国民健康保険団体連合会福祉医療システム改修補助　　スキーム  県1/2　市町村1/2　　助成対象　市町村　　県予算額：34,000千円 市町村 奈良県 医療・介護保険局医療保険課
福祉医療費資金貸付事業 福祉医療制度の対象者が医療機関の窓口で支払う一時的な資金需要に対応するため市町村が創設する貸付金制度への無利子貸付　助成対象：市町村　県予算額：10,000千円 市町村 奈良県 医療・介護保険局医療保険課④国からの助成 国民健康保険基盤安定化事業 国民健康保険保険者支援事業  低所得者数に応じて保険料（税）の一定割合を公費で補填    助成割合：1/2国民健康保険未就学児均等割保険料負担事業　未就学児にかかる均等割保険料（税）軽減相当額を公費で補填　　助成割合：1/2国民健康保険産前産後保険料負担事業　出産を予定する被保険者等に係る産前産後期間相当分の保険料　（税）免除相当額を公費で補填　　助成割合：1/2 市町村（国保） 厚生労働省 医療・介護保険局医療保険課
後期高齢者医療財政調整交付金 後期高齢者医療制度の財政調整を図るため、広域連合ごとの被保険者の所得格差による財政の不均衡を調整する「普通調整交付金」と、災害時などの特別な事情により財政が圧迫されたときなどに交付される「特別調整交付金」を交付　普通調整交付金：調整交付金総額の9/10　特別調整交付金：調整交付金総額の1/10　助成割合：10/10 奈良県後期高齢者医療広域連合 厚生労働省 医療・介護保険局医療保険課
後期高齢者医療給付事業 後期高齢者の医療給付費定率負担  後期高齢者の医療給付費のうち自己負担を除く費用の一部を公費　負担　　助成内容：対象者　75歳以上（65歳以上で一定の障害があると　　　　　　　認定を受けた者を含む）　　助成割合：1/4後期高齢者の高額医療費公費負担　高齢者の高額な医療費のうち、保険料負担分の一部を公費負担　　助成内容：月80万円超の医療費に対して負担　　助成割合：1/4 奈良県後期高齢者医療広域連合 厚生労働省 医療・介護保険局医療保険課

15 地地地地域域域域のののの健健健健康康康康づづづづくくくくりりりり、、、、医医医医療療療療・・・・福福福福祉祉祉祉へへへへののののササササポポポポーーーートトトト



１．地域の健康づくり、医療・福祉へのサポート１．地域の健康づくり、医療・福祉へのサポート１．地域の健康づくり、医療・福祉へのサポート１．地域の健康づくり、医療・福祉へのサポート

（７）子育てへのサポート（７）子育てへのサポート（７）子育てへのサポート（７）子育てへのサポート区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当①県から市町村に対する直接助成 地域少子化対策重点推進交付金市町村事業費補助 結婚に対する取組や、結婚、妊娠・出産、乳児期を中心とする子育てに温かい社会づくり・気運の醸成の取組を行う市町村の事業に対する助成　スキーム：国3/4　市町村1/4　国2/3　市町村1/3、　　　　　　国1/2　市町村1/2  県予算額：44,231千円 市町村 奈良県 こども・女性局こども・女性課地域子ども・子育て支援事業（利用者支援事業） 子ども及び保護者に身近な相談窓口対応の実施に要する経費の一部を助成　スキーム：国2/3（直接助成）　県1/6　市町村1/6　　県予算額：147,725千円 市町村 奈良県 こども・女性局こども・女性課地域子ども・子育て支援事業（地域子育て支援拠点事業） 乳幼児及びその保護者が相互の交流等を行う場所の運営に要する経費の一部を助成　スキーム：国1/3（直接助成）　県1/3　市町村1/3　　県予算額：163,804千円 市町村 奈良県 こども・女性局こども・女性課地域子ども・子育て支援事業（ファミリー・サポート・センター事業） 子育ての相互援助活動を実施するファミリー・サポート・センター事業の運営に要する経費の一部を助成　スキーム：国1/3（直接助成）　県1/3　市町村1/3　　県予算額：13,021千円 市町村 奈良県 こども・女性局こども・女性課出産・子育て応援交付金市町村補助金 妊娠届出や出産届出を行った妊婦等に対し、出産育児関連用品の購入費助成や子育て支援サービスの利用負担軽減を図る経済的支援を実施する市町村への助成　スキーム：国2/3　県1/6　市町村1/6、国1/2　県1/4　市町村1/4　県予算額：156,894千円 市町村 奈良県 こども・女性局こども・女性課地域子ども・子育て支援事業（多様な事業者の参入促進・能力活用事業） 私立認定こども園における特別な支援が必要な子どもの受入体制を構築する経費に対する助成地域における小学校就学前の子どもを対象とした多様な集団活動事業の利用支援に対する助成　スキーム：国1/3（直接助成）　県1/3　市町村1/3  県予算額：5,474千円 市町村 奈良県 こども・女性局こども保育課地域子ども・子育て支援事業（病児・病後児保育事業費補助） 病児・病後児・体調不良児の保育に対する助成　スキーム：国1/3（直接助成）　県1/3　市町村1/3　　県予算額：102,788千円 市町村 奈良県 こども・女性局こども保育課地域子ども・子育て支援事業（延長保育事業費補助） 就労形態の多様化等に伴う延長保育の需要に対応するため、民間保育所の開設時間を超えた保育を行う保育所に対し助成　スキーム：国1/3（直接助成）　県1/3　市町村1/3　県予算額：59,388千円 市町村 奈良県 こども・女性局こども保育課地域子ども・子育て支援事業（一時預かり事業） 乳幼児の一時預かりの実施に要する経費の一部を助成　スキーム：国1/3（直接助成）　県1/3　市町村1/3　　県予算額：170,460千円 市町村 奈良県 こども・女性局こども保育課地域子ども・子育て支援事業（実費徴収補足給付事業） 保護者が支払うべき日用品等の教育・保育に必要な物品の購入等に要する経費の一部を助成　スキーム：国1/3（直接助成）　県1/3　市町村1/3　　県予算額：48千円 市町村 奈良県 こども・女性局こども保育課
16 地地地地域域域域のののの健健健健康康康康づづづづくくくくりりりり、、、、医医医医療療療療・・・・福福福福祉祉祉祉へへへへののののササササポポポポーーーートトトト



区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当①県から市町村に対する直接助成 要支援児保育促進事業費補助（障害児保育質向上事業費補助） ４名（民間については２名）以上の障害児を受け入れ、かつ、障害児：保育士＝２：１の基準以上の保育士加配をしている保育所に対する助成  スキーム：県10/10  助成内容：加配保育士１人につき1,050～2,100千円　県予算額：209,731千円 市町村 奈良県 こども・女性局こども保育課要支援児保育促進事業費補助（家庭支援推進保育事業費補助） 家庭環境に対する配慮などが必要な児童が多数入所している保育所の保育士加配に対する助成　スキーム：県10/10　助成内容：１保育所　650～721千円　県予算額：24,742千円 市町村 奈良県 こども・女性局こども保育課放課後児童健全育成事業費補助 放課後児童クラブ運営費に対する助成  スキーム：国1/3（直接助成）　県1/3　市町村1/3 　県予算額：940,516千円 市町村 奈良県 こども・女性局こども保育課放課後児童クラブ施設整備費補助事業 放課後児童クラブの施設整備に対する助成　スキーム：国1/3（直接助成）　県1/3　市町村1/3　　　　　　放課後児童クラブ等で待機児童が発生している場合等　　　　　　国2/3（直接助成）　県1/6　市町村1/6　県予算額：59,258千円 市町村 奈良県 こども・女性局こども保育課
児童手当県負担金 児童手当の給付に伴う県負担金　スキーム：３歳未満被用者　国16/45（直接助成） 県4/45　　　　　　　　　　　　　　市町村4/45　事業者21/45    　　　　その他　国2/3（直接助成）　県1/6　市町村1/6(R6.10月分～３歳未満被用者　支援納付金3/5　事業者2/5　　　　　　３歳未満非被用者　支援納付金3/5　国4/15　　　　　　　　　　　　　　（直接助成）　県1/15　市町村1/15　　　　　　その他　支援納付金1/3　国4/9（直接助成）　県1/9　　　　　　　　　　市町村1/9県予算額：2,573,417千円 市町村 奈良県 こども・女性局こども保育課
保育対策総合支援事業（保育体制強化事業） 保育に係る周辺業務に多様な人材を活用し、保育士の業務負担軽減を図るために要する経費に対する助成　スキーム：国1/2  県1/4　市町村1/4　　県予算額：29,713千円 市町村 奈良県 こども・女性局こども保育課保育対策総合支援事業（保育補助者雇上強化事業） 保育士資格を持たない短時間勤務の保育補助者を配置する経費に対する助成　スキーム：国3/4  県1/8　市町村1/8　　県予算額：46,479千円 市町村 奈良県 こども・女性局こども保育課保育対策総合支援事業（医療的ケア児保育支援事業） 市町村において看護師を雇い上げ、医療的ケア児の受入れを行う保育所等に必要に応じて派遣する経費の一部を助成  スキーム：国2/3　県1/6　市町村1/6 　県予算額：24,851千円 市町村 奈良県 こども・女性局こども保育課保育対策総合支援事業（都市部における保育所等への賃借料支援事業） 賃貸物件において保育所等の運営を行う場合、都市部など賃借料の実勢価格と公定価格の賃借料加算の収入額が乖離している地域の保育所等について、その乖離分を助成　スキーム：国1/2　市町村1/4　事業者1/4　県予算額：19,234千円 市町村 奈良県 こども・女性局こども保育課

17 地地地地域域域域のののの健健健健康康康康づづづづくくくくりりりり、、、、医医医医療療療療・・・・福福福福祉祉祉祉へへへへののののササササポポポポーーーートトトト



区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当①県から市町村に対する直接助成 認定こども園等施設型給付費負担金・補助金 民間保育所、認定こども園、地域型保育の利用に要する経費の一部を助成  スキーム：(教育・保育に要する費用－利用者負担額)×負担割合  負担割合：３歳以上　国1/2（直接助成）　県1/4　市町村1/4　　　　　　３歳未満　国58.23/100（直接助成）                      県20.885/100　　　　　　　　　　　市町村20.885/100　県予算額：4,388,507千円 市町村 奈良県 こども・女性局こども保育課
奈良県保育士処遇改善事業 民間保育所等における常勤保育士等の処遇改善実施に要する経費に対する助成　スキーム：県1/2　市町村1/2　県予算額：325,800千円 市町村 奈良県 こども・女性局こども保育課私立幼稚園施設型給付費交付金・補助金 子ども・子育て支援新制度へ移行した私立幼稚園の利用に要する経費の一部を助成  スキーム：(教育・保育に要する費用－利用者負担額)×負担割合  負担割合：交付金　国1/2（直接助成）　県1/4　市町村1/4　　　　　　補助金　県1/2　市町村1/2　県予算額：163,831千円 市町村 奈良県 こども・女性局教育振興課幼児教育無償化事業 私立幼稚園（旧制度）の利用に要する経費の一部を助成  スキーム：国1/2（直接助成）　県1/4　市町村1/4　ほか　県予算額：211,688千円 市町村 奈良県 こども・女性局教育振興課母子生活支援・助産施設措置費 母子生活支援施設、助産施設への入所に要する経費の一部を助成  スキーム：（支弁額－徴収金）×負担割合　負担割合：国1/2（直接助成）　県1/4　市町村1/4　県予算額：26,804千円 市町村 奈良県 こども・女性局こども家庭課地域子ども・子育て支援事業（乳児全戸訪問事業等） 乳児家庭全戸訪問又は養育支援訪問、子育て短期支援、ネットワークの機能強化、子育て世帯訪問支援、児童育成支援拠点、親子関係形成支援に対する助成　スキーム：国1/3（直接助成）  県1/3　市町村1/3　県予算額：59,583千円 市町村 奈良県 こども・女性局こども家庭課こどもの生活・学習支援事業 市村において実施するこどもの生活・学習支援事業に対する助成　スキーム：国1/2  県1/4　市及び福祉事務所設置村1/4　県予算額：33,975千円 市、福祉事務所設置村 奈良県 こども・女性局こども家庭課母子保健・児童福祉一体的相談支援機関整備事業 母子保健と児童福祉の一元的なマネジメント体制の構築を行う市町村に対する助成　スキーム：国9/10（基金）　市町村1/10　県予算額：75,788千円 市町村 奈良県 こども・女性局こども・女性課養育医療補助金 未熟児の入院医療費を給付する市町村に対する助成　スキーム：国1/2（直接助成）　県1/4　市町村1/4　助成対象：市町村　県予算額：21,841千円 市町村 奈良県 医療政策局健康推進課②県から地域づくり団体に対する直接助成 「こども食堂」はぐくみ活動支援事業 調理や遊びを通じた子どものはぐくみ活動を促進するため、こども食堂の食事を一定期間無料化する取組に対する助成　県予算額：8,000千円 団体等 奈良県 こども・女性局こども家庭課

18 地地地地域域域域のののの健健健健康康康康づづづづくくくくりりりり、、、、医医医医療療療療・・・・福福福福祉祉祉祉へへへへののののササササポポポポーーーートトトト



区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当②県から地域づくり団体に対する直接助成 こども食堂認証制度事業 親子が安心して利用できる安心・安全なこども食堂を普及させるため、認証を取得するこども食堂に対する助成　　県予算額：400千円 団体等 奈良県 こども・女性局こども家庭課③県庁力によるサポート ヤングケアラー支援事業 ヤングケアラーを早期に発見し必要な支援につなげる取組に対する支援　支援内容：支援者連携研修会の開催　　県予算額：230千円 市町村 奈良県 こども・女性局こども家庭課妊産婦・子育て世代包括支援事業（アウトリーチ型子育て支援プログラム普及事業） 子育て応援家庭訪問プログラムに沿った養育支援訪問の普及及び家庭訪問員の育成のための研修会を開催　支援内容：研修会の開催　支援対象：市町村職員、民生・児童委員、保健師等　県予算額：322千円 市町村等 奈良県 こども・女性局こども家庭課こども食堂等による地域づくり推進事業 こども食堂を核とした県や市町村、社会福祉協議会等の地域の多様な主体が意見交換等をする「こども支援地域ネットワーク」の活動費を支援　県予算額：140千円 市町村 奈良県 こども・女性局こども家庭課新　市町村こども家庭センター設置支援事業 こども家庭センターの設置を図る市町村を支援　支援内容：研修や個別相談会を開催　支援対象：市町村　県予算額：749千円 市町村 奈良県 こども・女性局こども・女性課新　なら結婚支援コンシェルジュ配置事業 結婚支援コンシェルジュを配置し、市町村へのアドバイス等を行うことにより市町村が実施する結婚支援事業を支援　県予算額：6,033千円 市町村 奈良県 こども・女性局こども・女性課新　こども・子育てＤＸ推進事業 こども・子育て分野のデジタル化を推進するため、市町村の子育て関連手続の業務フローを様式化し、業務プロセスの見直し（ＢＰＲ）を支援　県予算額：5,613千円 市町村 奈良県 こども・女性局こども・女性課妊娠出産包括支援推進 子育て世代包括支援センター事業である産後ケア事業を行う市町村を支援　支援内容：妊娠出産包括支援推進会議　　　　　　母子保健コーディネータースキルアップ研修会  　　　　　市町村への聞き取り及び事業促進指導　支援対象：市町村　県予算額：1,065千円 市町村 奈良県 医療政策局健康推進課④国からの助成 地域子ども・子育て支援事業（利用者支援事業） 子ども及び保護者に身近な相談窓口において行う支援に要する経費の一部を助成　スキーム：国2/3　県1/6　市町村1/6 市町村 こども家庭庁 こども・女性局こども・女性課地域子ども・子育て支援事業（地域子育て支援拠点事業） 乳幼児及びその保護者が相互の交流等を行う場所の運営に要する経費の一部を助成　スキーム：国1/3　県1/3　市町村1/3 市町村 こども家庭庁 こども・女性局こども・女性課地域子ども・子育て支援事業（ファミリー・サポート・センター事業） 子育ての相互援助活動を実施するファミリー・サポート・センター事業の運営に要する経費の一部を助成　スキーム：国1/3　県1/3　市町村1/3 市町村 こども家庭庁 こども・女性局こども・女性課
19 地地地地域域域域のののの健健健健康康康康づづづづくくくくりりりり、、、、医医医医療療療療・・・・福福福福祉祉祉祉へへへへののののササササポポポポーーーートトトト



区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当④国からの助成 新　自治体こども計画策定支援事業 自治体こども計画を策定する市町村への助成　スキーム：国1/2　市町村1/2 市町村 こども家庭庁 こども・女性局こども・女性課地域子ども・子育て支援事業（多様な事業者の参入促進・能力活用事業） 私立認定こども園における特別な支援が必要な子どもの受入体制を構築する経費に対する助成地域における小学校就学前の子どもを対象とした多様な集団活動事業の利用支援に対する助成　スキーム：国1/3　県1/3　市町村1/3 市町村 こども家庭庁 こども・女性局こども保育課地域子ども・子育て支援事業（病児・病後児保育事業費補助） 病児・病後児・体調不良児の保育に対する助成　スキーム：国1/3　県1/3　市町村1/3 市町村 こども家庭庁 こども・女性局こども保育課地域子ども・子育て支援事業（延長保育事業費補助） 就労形態の多様化等に伴う延長保育の需要に対応するため、民間保育所の開設時間を超えた保育を行う保育所に対し助成　スキーム：国1/3　県1/3　市町村1/3 市町村 こども家庭庁 こども・女性局こども保育課地域子ども・子育て支援事業（一時預かり事業） 乳幼児の一時預かりの実施に要する経費の一部を助成　スキーム：国1/3　県1/3　市町村1/3 市町村 こども家庭庁 こども・女性局こども保育課地域子ども・子育て支援事業（実費徴収補足給付事業） 保護者が支払うべき日用品等の教育・保育に必要な物品の購入等に要する経費の一部を助成　スキーム：国1/3　県1/3　市町村1/3 市町村 こども家庭庁 こども・女性局こども保育課地域こども・子育て支援事業（乳児全戸訪問事業等） 乳児家庭全戸訪問又は養育支援訪問、子育て短期支援、ネットワークの機能強化、子育て世帯訪問支援、児童育成支援拠点、親子関係形成支援に対する助成　スキーム：国1/3　県1/3　市町村1/3 市町村 内閣府 こども・女性局こども家庭課放課後児童健全育成事業 放課後児童クラブの運営費に対する助成  スキーム：国1/3　県1/3　市町村1/3 市町村 こども家庭庁 こども・女性局こども保育課放課後児童クラブ施設整備費補助事業 放課後児童クラブの施設整備に対する助成　スキーム：国1/3　県1/3　市町村1/3　　　　　　放課後児童クラブ等で待機児童が発生している場合等　　　　　　国2/3　県1/6　市町村1/6 市町村 こども家庭庁 こども・女性局こども保育課児童扶養手当給付費国庫負担金 児童扶養手当の支給機関に対する国庫負担金　スキーム：国1/3  支給機関2/3 市、福祉事務所設置村 こども家庭庁 こども・女性局こども保育課特別児童扶養手当事務取扱交付金 特別児童扶養手当に関する経費の一部を助成  スキーム：国10/10 市町村 厚生労働省 こども・女性局こども保育課児童手当交付金 児童手当の給付に伴う交付金　スキーム：３歳未満被用者　国16/45　県4/45　市町村4/45　　　　　　                事業者21/45            その他　　　　  国2/3　県1/6　市町村1/6(R6.10月分～３歳未満被用者　支援納付金3/5　事業者2/5　　　　　　３歳未満非被用者　支援納付金3/5　国4/15　　　　　　　　　　　　　　（直接助成）県1/15　市町村1/15　　　　　　その他　支援納付金1/3　国4/9（直接助成）　県1/9　　　　　　　　　　市町村1/9） 市町村 こども家庭庁 こども・女性局こども保育課
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区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当④国からの助成 保育所等整備交付金 保育所等の施設整備に対する助成　スキーム：国1/2　市町村1/4　 事業者1/4    　　  　国2/3　市町村1/12　事業者1/4　　　　　　　　　　　　　　 （定数純増条件等を満たす場合） 市町村 こども家庭庁 こども・女性局こども保育課認定こども園等施設型給付費負担金・補助金 民間保育所、認定こども園、地域型保育の利用に要する経費の一部を助成  スキーム：(教育・保育に要する費用－利用者負担額)×負担割合  負担割合：３歳以上　国1/2　県1/4　市町村1/4　　　　　　３歳未満　国58.23/100　県20.885/100　　　　　　　　　　　市町村20.885/100 市町村 こども家庭庁 こども・女性局こども保育課私立幼稚園施設型給付費交付金・補助金 子ども・子育て支援新制度へ移行した私立幼稚園の利用に要する経費の一部を助成  スキーム：(教育・保育に要する費用－利用者負担額)×負担割合  負担割合：交付金　国1/2　県1/4　市町村1/4　　　　　　補助金　県1/2　市町村1/2 市町村 こども家庭庁 こども・女性局教育振興課幼児教育無償化事業 私立幼稚園（旧制度）の利用に要する経費の一部を助成  スキーム：国1/2　県1/4　市町村1/4　ほか 市町村 こども家庭庁 こども・女性局教育振興課自立支援教育訓練給付金 母子家庭の母等が、就業に有利な教育訓練を受講する場合に入学料及び受講料の一部を給付　スキーム：国3/4　支給機関1/4 市、福祉事務所設置村 こども家庭庁 こども・女性局こども家庭課高等職業訓練促進給付金・修了支援給付金 母子家庭の母等が、対象資格の取得を目指して修業する場合、受講期間の一定期間について訓練促進給付金を、また養成機関の修了後に修了支援給付金を支給　スキーム：国3/4　支給機関1/4 市、福祉事務所設置村 こども家庭庁 こども・女性局こども家庭課高等学校卒業程度認定試験合格支援事業 母子家庭の母等が、高卒認定試験合格のための講座を受講した場合に受講費用の一部を給付　スキーム：国3/4　支給機関1/4 市、福祉事務所設置村 こども家庭庁 こども・女性局こども家庭課離婚前後親支援モデル事業 母子家庭の母等を対象に、親支援講座の実施、養育費及び親子交流の履行確保等に資する事業を実施する場合等　スキーム：国1/2　実施・支給機関1/2 市、福祉事務所設置村 こども家庭庁 こども・女性局こども家庭課婦人相談員活動強化事業 婦人保護事業の効果的推進を図るため、 要保護女子等の早期発見や相談、指導等の業務を行う婦人相談員の配置　スキーム：国1/2　婦人相談員を配置する市1/2 市 厚生労働省 こども・女性局こども家庭課自立支援プログラム策定事業 児童扶養手当受給者の自立・就労を促進するため、個々の状況に応じた自立支援プログラムの策定に対する支援　スキーム：国10/10 市、福祉事務所設置村 こども家庭庁 こども・女性局こども家庭課④国からの助成 子供の未来応援地域形成ネットワーク支援事業 経済的に厳しい状況に置かれたひとり親家庭等の子どもの発達・成長段階に応じて、切れ目なく、教育と福祉を「つなぎ」、関係行政機関、地域の企業、ＮＰＯ、自治会などを「つなぐ」地域ネットワークの形成を支援　支援内容：支援体制整備計画の策定、支援体制整備、先行モデル　　　　　　事業等　スキーム：支援体制整備計画の策定　国3/4　市町村1/4　　　　　　その他　国1/2　市町村1/2 市町村 内閣府 こども・女性局こども家庭課児童虐待防止等対策総合支援事業 地域における児童虐待防止対策の実施、社会的養育支援等の一層の普及促進を図る市町村に対する助成　支援内容：児童虐待防止対策事業等　スキーム：国1/2　市町村1/2 市町村 内閣府 こども・女性局こども家庭課21 地地地地域域域域のののの健健健健康康康康づづづづくくくくりりりり、、、、医医医医療療療療・・・・福福福福祉祉祉祉へへへへののののササササポポポポーーーートトトト



区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当⑤公的団体からの助成 少子化対策事業 市町村が行う少子化対策事業（結婚支援プラットフォーム整備事業、妊娠・出産サポート事業、子ども・子育て支援事業、子育てと仕事の両立支援事業等）に対する助成　助成金額：3,000千円（上限）　助成割合：10/10以内 市町村 （公財）地域社会振興財団 知事公室市町村振興課ニッセイ財団児童・少年の健全育成助成 地域活動の一環として定期的・継続的に実施している子どもたちが行う自然体験・生活体験活動、仲間づくりや文化の伝承活動、地域の子育て支援活動等の活動に取り組んでいる団体に対し物品購入費用を助成　助成金額：１団体300～600千円　助成割合：10/10 団体等 （公財）ニッセイ財団 こども・女性局こども・女性課⑥アドバイス・相談 児童手当、児童扶養手当及び特別児童扶養手当事務担当初任者研修会 児童３手当の事務担当者を対象に制度の内容について研修を実施 － 奈良県 こども・女性局こども保育課ひとり親家庭等の自立支援関係者合同会議 ひとり親家庭等に対する自立支援の一層の充実を図るため、母子・父子自立支援員、市町村母子福祉担当職員等を対象に業務遂行に必要な研修等を実施 － 奈良県 こども・女性局こども家庭課
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２．地域でくらすためのサポート２．地域でくらすためのサポート２．地域でくらすためのサポート２．地域でくらすためのサポート

（１）地域の安全・安心を守るためのサポート（１）地域の安全・安心を守るためのサポート（１）地域の安全・安心を守るためのサポート（１）地域の安全・安心を守るためのサポート区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当①県から市町村に対する直接助成 消防力強化支援事業 市町村の消防力強化のため、国庫補助を補完し、市町村の消防設備の整備に対する助成　助成内容：補助率　一般1/3　過疎5.5/10　助成対象：整備実施市町村　県予算額：14,400千円 市町村 奈良県 知事公室消防救急課
広域消防通信システム補助事業 災害に強い奈良県の基盤構築のため、市町村が広域的に整備する消防救急無線施設及び消防指令センターの一元化整備に対する助成　助成内容：市町村等が発行した地方債の償還のうち交付税措置を　　　　　　除いた市町村の実負担額の1/2　助成対象：消防広域化団体　県予算額：69,044千円 市町村、一部事務組合 奈良県 知事公室消防救急課
通学通園路等安全確保支援事業 通学通園路の安全確保に必要な設備整備を行う地域防犯団体や市町村に対する助成　スキーム：県1/2　市町村1/2　助成限度額：300千円／地区　県予算額：3,000千円 市町村 奈良県 地域創造部県民くらし課市町村消費者行政活性化助成事業 市町村が行う消費者行政活性化の取組に要する経費に対する助成　スキーム：推進事業　国10/10　　　　　　強化事業　国1/2  市町村1/2 ほか　県予算額：70,431千円 市町村 奈良県 地域創造部県民くらし課
ＥＶ・ＬＰガス発電等を活用した避難所への電力供給事業

地域の公民館等の小規模な避難所における災害時に必要な電力等を自給するための設備導入に対する助成　スキーム：県1/2　市町村1/2　対象設備：①Ｖ２Ｈ（電気自動車に蓄えられた電力を施設に供給　　　　　　　するシステム）　　　　　　②Ｖ２Ｌ（電気自動車に蓄えられた電力を非常用照明　　　　　　　機器等に供給する可搬型給電器）及び非常用照明機　　　　　　　器　　　　　　③ＬＰガス発電設備及び非常用照明機器            ④可搬式蓄電池等及び非常用照明機器　　　　　　⑤太陽光パネル及び蓄電池　助成対象：市町村　県予算額：1,400千円
市町村 奈良県 環境森林部脱炭素・水素社会推進課

公共交通基本計画推進支援事業
地域住民や観光等の移動ニーズにきめ細かく対応する交通サービスの提供に向けた取組を支援　地域公共交通計画等に関する調査検討への支援    スキーム：県10/10（上限3,000千円）　  助成対象：市町村、協議会　実証運行への支援　　スキーム：県1/3（上限4,000千円）　実施主体等2/3　　助成対象：市町村、協議会  利用環境整備への支援　　スキーム：車両購入・改造　　　　　　　　県1/3　実施主体等2/3　　　　　　　車両購入・改造以外　　　　　　　　県1/2　実施主体等1/2　　助成対象：市町村、協議会　県予算額：63,000千円

市町村、協議会 奈良県 県土マネジメント部リニア・地域交通課
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区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当①県から市町村に対する直接助成 奈良県基幹公共交通ネットワーク確保事業
利用目的に応じた交通サービスを確保するため、幹線系統に接続するフィーダー系統等のバス等の運行に対する助成　補助上限：収支差の1/2　スキーム：県3/10　実施主体等7/10　助成対象：市町村、協議会市町村連携による路線バスの広域コミュニティバス等による代替運行に対する助成　補助上限：収支差の1/2　スキーム：県3/10　実施主体等7/10　助成対象：協議会、市町村　県予算額：48,055千円 市町村、協議会 奈良県 県土マネジメント部リニア・地域交通課

新　土砂災害緊急安全確保対策促進事業 土砂災害特別警戒区域内の避難所等について、当該区域外への移転等を実施する市町村に対する助成  スキーム：県95/100　市町村5/100、県9/10　市町村1/10  助成対象：起債対象経費　　　　      避難所等の移転経費にかかる市町村公債費のうち、　　　　　　　地方交付税算入額を差し引いた額　　　　　　起債対象外経費　　　　　　　避難所等の移転経費にかかる市町村負担額　　県予算額：50,000千円 市町村 奈良県 県土マネジメント部砂防・災害対策課

まちづくり推進局建築安全課住宅・建築物耐震対策補助事業

住宅・建築物の耐震診断・耐震改修に対する補助事業を実施する市町村を支援　既存木造住宅耐震診断支援事業　　木造住宅の耐震診断に要する経費の一部を助成　　　対象市町村：財政力指数（過去３年間の平均値）が0.7未満の　　　　　　　　　市町村等　　　スキーム：国1/2（直接助成）　県1/4　市町村1/4  　　助成対象：昭和56年の新耐震基準以前に建てられた木造住宅                50千円/戸　特殊建築物等耐震診断支援事業　　市町村が実施する精密耐震診断費用補助に対する助成　　　対象市町村：財政力指数（過去３年間の平均値）が0.7未満の　　　　　　　　　市町村等　　　スキーム：国1/3（直接助成）　県1/6　市町村1/6　　　　　　　　所有者1/3　　　助成対象：建築物　上限2,000千円/棟　　　　　　　　住宅  　上限  136千円/棟　既存木造住宅耐震改修支援事業　　市町村が実施する既存木造住宅耐震改修費用補助に対する助成　　　対象市町村：財政力指数（過去３年間の平均値）が0.7未満の　　　　　　　　　市町村等　　　スキーム：①国11.5%（直接助成）　県5.75%　市町村5.75%　　　　　　　　　所有者77%　　　　　　　　②国1/2（直接助成）　県1/4　市町村1/4　　　助成対象：昭和56年の新耐震基準以前に建てられた木造住宅　　　　　　　　①工事費に応じて200千円～500千円              　②上限1,000千円/戸、耐震改修工事費の８　　　　　　　　　割を限度　耐震診断義務化建築物耐震改修支援事業　　市町村が実施する耐震診断義務化建築物耐震改修費用補助に対　　する助成　　　対象市町村：建築物所有者等と避難所として利用する協定を　　　　　　　　　結んでいる市町村　　　スキーム：国33.3%（直接助成）　県5.75%　市町村5.75%                所有者55.2%　　　助成対象：市町村との協定により、避難所として位置づけら　　　　　　　　れた耐震診断義務化建築物土砂災害特別警戒区域内の既存不適格建築物の土砂災害対策改修に対する補助事業を実施する市町村に対する助成　スキーム：国11.5%（直接助成）　県5.75%　市町村5.75%　　　　　　所有者77%　　県予算額：4,700千円

市町村 奈良県
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区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当①県から市町村に対する直接助成 市町村が実施する第２次スクリーニング補助事業 大規模盛土造成地にかかる地質調査等の安全性把握調査（第２次スクリーニング）を実施する市町村に対する助成負担区分　国1/3・県1/3・市町村1/3  県予算額：31,000千円 市町村（奈良市除く） 奈良県 まちづくり推進局建築安全課②県から地域づくり団体に対する直接助成 交通安全団体活動推進事業 交通弱者などの県民の交通事故の絶無を目指して奈良県交通安全母の会連合会が行う啓発事業、指導者育成事業に対する助成　　県予算額：830千円 奈良県交通安全母の会連合会 奈良県 地域創造部県民くらし課地域エネルギー資源活用支援事業 地域のエネルギー資源を活用した地域コミュニティの活性化につながる事業化可能性調査及び設備導入経費に対する助成　補 助 率：補助対象経費の1/2　補助上限：500千円　県予算額：1,000千円 民間団体 奈良県 環境森林部脱炭素・水素社会推進課③県庁力によるサポート 市町村連携対策支援事業 市町村の災害対応能力向上及び住民避難対策を支援　支援内容：市町村職員を対象に、避難情報発令に関する訓練等を　　　　　　実施　支援対象：市町村　　県予算額：525千円 市町村 奈良県 知事公室防災統括室業務継続計画策定支援事業 市町村業務継続計画策定のフォローアップを実施市町村ＢＣＰ研修会の開催等　県予算額：130千円 市町村 奈良県 知事公室防災統括室自主防災訓練支援事業 防災に関する知恵・知識を習得することはもとより、体験により「実践的で行動につながる力を自分たちで身につける」ことを目的に、市町村と連携して、地域住民や自主防災組織が主体となって行う訓練を支援　支援対象：年間３地区　県予算額：294千円 地域団体 奈良県 知事公室防災統括室地域防災支援担当者制度 平常時から県職員や県職ＯＢが地域の一員として活動し、市町村や関係組織と連携して自主防災組織を結成・活性化する取組を促進　県予算額：450千円 地域団体 奈良県 知事公室防災統括室
自主防犯・防災リーダー研修事業 地域における自主防犯・防災の担い手を養成する研修会（日本防災士機構の防災士の受験資格取得）を開催　支援内容：地域のリーダー等を養成する研修会を開催（無料） 　　　　　 実施回数　年２回（４日間） 　　　　　 募集人員　200名（予定）  支援対象：地域の防犯・防災リーダーおよびリーダーになる意志　　　　　　のある者　　県予算額：1,299千円 市町村、地域団体 奈良県 知事公室防災統括室
安全・安心まちづくりアドバイザー派遣事業 自治会や自主防犯団体、自主防災組織等が開催する自主防犯・防災に関する講演会・研修会等にアドバイザーを派遣（アドバイザーの謝金、旅費は県負担）　県予算額：319千円 地域団体等 奈良県 知事公室防災統括室安全・安心まちづくり普及啓発事業ほか 自主防災・防犯啓発にかかる、テキスト作成・配布やＤＶＤ貸出等を実施　支援内容：自主防災・防犯啓発テキスト等の提供　　　　　　自主防災・防犯啓発ＤＶＤの貸出　　　　　　ホームページ（随時）やＷｅｂ通信（年２回）の発信　　県予算額：77千円 市町村・地域団体 奈良県 知事公室防災統括室

25 地地地地域域域域ででででくくくくららららすすすすたたたためめめめののののササササポポポポーーーートトトト



区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当③県庁力によるサポート 交通安全啓発推進事業 交通安全啓発ＤＶＤの整備、貸出等　支援内容：交通安全啓発ＤＶＤの貸出　県予算額：142千円 市町村・地域団体 奈良県 地域創造部県民くらし課市町村災害ボランティアセンター相互支援体制運用事業 県内での大規模災害に備え、市町村が相互支援できる体制を整備　支援内容：市町村災害関連連絡調整会議の開催　　　　　　災害ボランティアセンターの設置・運営訓練の実施　　　　　　専任コーディネーターの配置  支援対象：市町村、市町村社会福祉協議会　県予算額：3,101千円 市町村、市町村社会福祉協議会 奈良県 地域創造部県民くらし課ＩＣＴ活用による災害対応力強化事業 ＩＣＴを活用し、災害ボランティアセンターの情報共有と発信力を強化　支援内容：平時及び災害時の情報共有の仕組みづくり  支援対象：市町村、市町村社会福祉協議会　県予算額：893千円 市町村、市町村社会福祉協議会 奈良県 地域創造部県民くらし課
消費生活相談事業 市町村の消費生活相談窓口の充実に対する支援　支援内容：消費生活相談員、苦情処理専門相談員（弁護士）が市　　　　　　町村からの相談に対応　　　　　　苦情処理事例研究会の開催（12回）            消費生活相談に係る有資格者を人材登録し、市町村に　　　　　　情報提供　支援対象：市町村　県予算額：12,270千円 市町村 奈良県 地域創造部県民くらし課
奈良県地域交通改善協議会 利用目的に応じた交通サービスを確保するため、知事と市町村長、交通事業者等で組織する「奈良県地域交通改善協議会」で協議等を実施  県予算額：822千円 市町村、交通事業者等 奈良県 県土マネジメント部リニア・地域交通課住宅・建築物耐震化促進事業（既存木造住宅耐震改修事業者支援事業） 耐震改修事業者の技術力向上を図る講習会を実施し、市町村が実施する木造住宅耐震改修補助事業を支援　支援内容：耐震改修事業者向け講習会　県予算額：215千円 市町村 奈良県 まちづくり推進局建築安全課住宅・建築物耐震化促進事業（耐震化知識普及事業） 耐震に関する意識啓発を県民に実施し、震災被害の軽減を支援　支援内容：耐震フォーラムや民間セミナーへ講師として技術者を            派遣　７人  県予算額：506千円 市町村、自治会、地域団体 奈良県 まちづくり推進局建築安全課住宅・建築物耐震化促進事業（既存木造住宅耐震診断技術者支援事業） 耐震診断に派遣する技術者を養成・登録し、市町村が実施する木造住宅耐震診断事業を支援　支援内容：養成講習会兼登録講習会　200名　県予算額：136千円 市町村 奈良県 まちづくり推進局建築安全課被災建築物応急危険度判定制度推進事業 震災時の被災建築物の危険度を応急的に判定する技術者を養成・登録し、発災時に市町村が行う被災建築物応急危険度判定を支援　支援内容：技術者養成講習会　100名程度　県予算額：797千円 市町村 奈良県 まちづくり推進局建築安全課災害時緊急応援体制整備事業 災害発生時における被害情報の収集や支援ニーズ把握のため、県職員を災害時緊急連絡員（リエゾン）に任命し、県内被災市町村に派遣する体制を整備　県予算額：2,084千円 市町村 奈良県 知事公室防災統括室

26 地地地地域域域域ででででくくくくららららすすすすたたたためめめめののののササササポポポポーーーートトトト



区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当④国からの助成 消防防災施設等整備費補助金 地域の消防防災体制の確立、特に消防力の重点的整備及び各市町村における消防力水準の均衡的向上を図るため、市町村の消防施設の計画的整備を促進　助成割合：一般1/3　　　　　　財政上の特別措置等によるもの1/2～5.5/10　助成対象：消防防災施設 市町村、一部事務組合等 消防庁 知事公室消防救急課緊急消防援助隊設備整備費補助金 消防組織法第45条第1項に定める緊急消防援助隊の設備の整備を促進　助成割合：1/2　助成対象：緊急消防援助隊設備 市町村、一部事務組合等 消防庁 知事公室消防救急課
消防団設備整備費補助金

消防団の災害対応能力の向上を図るため、消防団の救助用資機材等の整備に対する助成　助成割合：1/3　対象資機材等：    ①救急救助用資機材　　　（自動体外式除細動機（ＡＥＤ）、エンジンカッター、　　　　チェーンソー、油圧切断機、油圧ジャッキ）　　②火災鎮圧用器具（災害対応用多機能型ノズル、可搬消防　　　ポンプ）　　③発電機　  ④水災用器具又は水難救助用器具    　（排水ポンプ、ボート、浮環、フローティングロープ）　　⑤安全装備品　　　（耐切創性手袋、救命胴衣、切創防止用保護衣、　　　　高性能防火衣、防火帽・防火長靴、高視認性活動服、　　　　高視認性防寒衣）　　⑥携帯用無線機（トランシーバー）　　⑦ドローン
市町村、一部事務組合等 消防庁 知事公室消防救急課

民放ラジオ難聴解消支援事業 国民生活に密着した情報や災害時における生命・財産の確保に必要な情報の提供を確保するため、ラジオの難聴解消のための中継局整備費用の一部を助成　助成割合：地理的・地形的難聴、外国波混信2/3　　　　　　都市型難聴1/2 民間ラジオ放送事業者、市町村等 総務省 総務部デジタル戦略課放送ネットワーク整備支援事業（地上基幹放送ネットワーク整備事業） 被災情報や避難情報など、国民の生命・財産の確保に不可欠な情報を確実に提供するため、ラジオ等の新規整備に係る予備放送所設備、災害対策補完送信所及び緊急地震速報設備等の整備費用の一部を助成　助成内容：放送局の予備送信設備、災害対策補完送信所、緊急地　　　　　　震速報設備等の整備費用　助成割合：市町村1/2            第三セクター・地上基幹放送事業者等1/3 市町村、民間放送事業者等 総務省 総務部デジタル戦略課放送ネットワーク整備支援事業（地域ケーブルテレビネットワーク等整備事業） 災害時の情報伝達手段を確保する観点から、ケーブルテレビ網の２ルート化や監視制御機能の強化、条件不利地域における既存幹線の更新等の費用の一部を助成　助成割合：市町村1/2、第三セクター1/3 市町村、第三セクター 総務省 総務部デジタル戦略課高度無線環境整備推進事業 市町村、第三セクター等が行う条件不利地域における無線局エントランスまでの光ファイバー整備費用に対する助成　助成割合：①市町村　1/2　　　　　　　（財政力指数が0.5以上の市町村1/3）　　　　　　②第三セクター・民間1/3 市町村・第三セクター・民間事業者 総務省 総務部デジタル戦略課地上基幹放送等に関する耐災害性強化支援事業 地上基幹放送塔の放送局等の耐災害性強化に係る対策について経費の一部を助成　助成割合：市町村1/2、地上基幹放送事業者等1/3 市町村・地上基幹放送事業者等 総務省 総務部デジタル戦略課地域公共交通確保維持改善事業（地域間幹線系統確保維持費国庫補助金） 都道府県協議会等が定めた生活交通確保維持改善計画に掲載された運行系統の運行に対する助成　助成割合：収支差額の1/2　助成対象：乗合バス事業者、協議会 乗合バス事業者、地域公共交通の活性化及び再生に関する法律に定める協議会 国土交通省 県土マネジメント部リニア・地域交通課
27 地地地地域域域域ででででくくくくららららすすすすたたたためめめめののののササササポポポポーーーートトトト



区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当④国からの助成 地域公共交通確保維持改善事業（地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金） 市町村協議会等が定めた生活交通確保維持改善計画に確保又は維持が必要として掲載された補助対象系統の運行に対する助成　助成割合：収支差額の1/2（当該市町村の人口等を基準として国土　　　　　　交通大臣が算定する額を上限）　助成対象：乗合バス事業者、自家用有償旅客運送者、協議会
乗合バス事業者、自家用有償旅客運送者、地域公共交通の活性化及び再生に関する法律に定める協議会 国土交通省 県土マネジメント部リニア・地域交通課

地域公共交通確保維持改善事業（車両減価償却費等国庫補助金） 都道府県協議会又は市町村協議会等が定めた生活交通確保維持改善計画に取得が必要として掲載された補助対象車両の取得に対する助成　助成割合：減価償却費等の1/2　助成対象：乗合バス事業者、自家用有償旅客運送者、協議会
乗合バス事業者、自家用有償旅客運送者、地域公共交通の活性化及び再生に関する法律に定める協議会 国土交通省 県土マネジメント部リニア・地域交通課

地域公共交通確保維持改善事業（地域公共交通調査事業） 生活交通確保維持改善計画及び地域公共交通計画等の策定調査に係る事業等に対する助成  助成割合：計画策定事業1/2（上限額5,000千円）　　　　　　計画推進事業1/2　助成対象：協議会、協議会の構成員である市町村 地域公共交通の活性化及び再生に関する法律に定める協議会、市町村 国土交通省 県土マネジメント部リニア・地域交通課地域公共交通確保維持改善事業（地域公共交通利便増進事業） 地域公共交通利便増進実施計画の策定調査に要する経費等に対する助成  助成割合：利便増進計画策定事業1/2（上限額10,000千円）　　　　　　利便増進計画推進事業1/2　助成対象：協議会、協議会の構成員である市町村 地域公共交通の活性化及び再生に関する法律に定める協議会、市町村 国土交通省 県土マネジメント部リニア・地域交通課防災・安全交付金（住宅・建築物安全ストック形成事業（住宅・建築物耐震改修事業））・地域防災拠点建築物整備緊急促進事業補助金（建築物耐震対策緊急促進事業）
市町村が行う住宅・建築物の耐震化の計画策定、誘導等のための事業に対する助成　助成割合：1/2、1/3市町村が自ら行う建築物の耐震診断、改修等に対する助成　助成割合：（緊急輸送道路沿道建築物等）診断1/2、改修等1/3            （避難所等）診断1/3、改修等1/3　　　　　　（要緊急安全確認大規模建築物）改修等1/3　　　　　　（その他の建築物）診断1/3、改修等11.5%　　　　　　　　　　　　　　（いずれも上限額あり） 市町村 国土交通省 まちづくり推進局建築安全課防災・安全交付金（住宅建築物安全ストック形成事業（住宅・建築物のアスベスト改修事業）） アスベスト除去等を促進するため、アスベストの分析・調査費用に対する助成  助成割合：10/10（上限額原則250千円） 市町村 国土交通省 まちづくり推進局建築安全課社会資本整備総合交付金（狭あい道路整備等促進事業） 狭あい道路（有効幅員４ｍ未満）の解消による安全な住宅市街地の形成を図るため、狭あい道路の拡幅整備に係る用地費、舗装費等を助成  助成割合：1/2 市町村 国土交通省 まちづくり推進局建築安全課

28 地地地地域域域域ででででくくくくららららすすすすたたたためめめめののののササササポポポポーーーートトトト



区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当④国からの助成
地域脱炭素移行・再エネ推進交付金

意欲的な脱炭素の取組を行う地方公共団体等に対し、複数年にわたり継続的かつ包括的に交付金により支援　①脱炭素先行地域づくり事業への支援　　（交付要件）　　　脱炭素先行地域に選定されていること等　　（対象事業）　　　再エネ設備の導入に加え、再エネ利用最大化のための基盤イ　　　ンフラ設備（蓄電池、自営線等）や省ＣＯ２等設備の導入、　　　これらと一体となってその効果を高めるために実施するソフ　　　ト事業　②重点対策加速化事業への支援　　（交付要件）　　　屋根置きなど自家消費型の太陽光発電や住宅の省エネ性能の　　　向上等の重点対策を複合実施等　助成割合：①2/3　ほか　　　　　　②2/3～1/3　ほか
市町村等 環境省 環境森林部脱炭素・水素社会推進課

地域脱炭素実現に向けた再エネの最大限導入のための計画づくり支援事業 地域再エネ導入を計画的・意欲的に進める計画策定支援　①地域の再エネ目標と意欲的な脱炭素の取組の検討による計画策　　定支援　②再エネ促進区域の設定等に向けたゾーニング支援　③公共施設等への太陽光発電設備等の導入調査支援　④官民連携で行う地域再エネ事業の実施・運営体制構築支援　助成割合：①1/2～3/4　②③3/4　④1/3～2/3 市町村、民間事業者・団体等 環境省 環境森林部脱炭素・水素社会推進課
地域レジリエンス・脱炭素化を同時実現する公共施設への自立・分散型エネルギー設備等導入推進事業

平時の脱炭素化に加え、災害時にもエネルギー供給等の機能発揮を可能とするため、公共施設への再生可能エネルギー設備等の導入を支援　①防災・減災に資する再生可能エネルギー設備、未利用エネルギ　　ー活用設備、コジェネレーションシステム（ＣＧＳ）等及び省　　ＣＯ２型設備（高機能換気設備、省エネ型浄化槽含む）等を導　　入する経費に対する助成　②再生可能エネルギー設備等の導入に係る調査・計画策定に係る　　経費に対する助成　助成割合：①1/2または2/3　②1/2 市町村、民間事業者・団体等 環境省 環境森林部脱炭素・水素社会推進課
建築物等の脱炭素化・レジリエンス強化促進事業

建築物等におけるＺＥＢ化等、レジリエンス強化等の促進及び多様な業務用施設等の省ＣＯ２改修を促進するための支援（１）新築建築物のＺＥＢ化を支援　　①レジリエンス強化型の新築建築物ＺＥＢ化実証事業　　②新築建築物のＺＥＢ実現に向けた先進的省エネルギー建築物　　　実証事業　　③新築建築物等の脱炭素化・ＺＥＢ化を推進するための調査・　　　検討事業（２）既存建築物のＺＥＢ化を支援　　①レジリエンス強化型の既存建築物ＺＥＢ実証事業　　②既存建築物のＺＥＢ実現に向けた先進的省エネルギー建築物　　　実証事業（３）既存建築物における省ＣＯ２改修支援事業（４）国立公園利用施設の脱炭素化推進支援事業（５）上下水道・ダム施設の省ＣＯ２改修支援事業（６）自立型ゼロエネルギー倉庫モデル促進事業　　助成割合：1/3～2/3
市町村、民間事業者・団体等 環境省（経済産業省、国土交通省、厚生労働省連携） 環境森林部脱炭素・水素社会推進課

災害時に備えた社会的重要インフラへの自衛的な燃料備蓄の推進事業費補助金 分散型エネルギーであるＬＰガス・石油製品を利用した、ＬＰガスタンク、石油タンク、自家発電設備等の設置を支援　助成割合：中小企業2/3、その他1/2　ほか 民間事業者等 資源エネルギー庁 環境森林部脱炭素・水素社会推進課⑤公的団体からの助成 消防団員公務災害防止活動援助事業 消防団員の安全確保の促進を支援するため、活動に係る安全装備品の整備、健康診断の実施に対する助成　助成内容：安全装備品、無線機器、照明器具、健康診断等　助成割合：10/10 市町村 消防団員等公務災害補償等共済基金 知事公室消防救急課
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区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当⑤公的団体からの助成
コミュニティ助成事業（地域防災組織育成助成事業）

地域防災のリーダーである消防団の装備の拡充を図るとともに、消防団の活動に対し地域住民から積極的な協力を得るために必要となる設備の整備に対する助成　助成内容：活動用資器材等　助成金額：1,000千円（上限）　　　　　　（事業費が500千円以上であること）　助成割合：10/10女性防火クラブ等が行う主に家庭における初期消火活動、救出救護活動及び防災思想の高揚等に必要となる資器材等の整備に対する助成　助成内容：防火防災用訓練資器材（上限600千円） 　　　　　 防火広報用視聴覚資器材（上限1,000千円）　助成割合：10/10幼年消防クラブの育成及び防火思想の普及啓発に必要となる資器材等の整備に対する助成　助成内容：幼年消防用活動資器材（上限400千円）　助成割合：10/10女性消防隊及び少年消防クラブの育成強化を図るため、活動に必要な資器材の整備に対する助成　助成内容：女性消防隊の初期消火活動及び、予防活動又は応急救　　　　　　護普及活動に必要な資器材の整備　　　　　　少年消防クラブの消防防災実践活動に必要な資器材の　　　　　　整備　助成金額：1,000千円（上限）　助成割合：10/10
市町村、一部事務組合等 （一財）自治総合センター 知事公室消防救急課

コミュニティ助成事業（自主防災組織育成助成） 宝くじの社会貢献広報事業として、自主防災組織の防災活動に必要な資機材等の整備に対する助成　助成金額：300千円～2,000千円　助成割合：10/10 自主防災組織 （一財）自治総合センター 知事公室防災統括室住宅・生活環境事業 高齢者の住宅・生活環境について安全をサポートする事業（高齢者交通安全対策事業、高齢者の保護（バリアフリー）体制づくり事業）に対する助成　助成金額：3,000千円（上限）　助成割合：10/10以内 市町村 （公財）地域社会振興財団 知事公室市町村振興課
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２．地域でくらすためのサポート２．地域でくらすためのサポート２．地域でくらすためのサポート２．地域でくらすためのサポート

（２）地域の環境・景観の保全と創造、人権を守るためのサポート（２）地域の環境・景観の保全と創造、人権を守るためのサポート（２）地域の環境・景観の保全と創造、人権を守るためのサポート（２）地域の環境・景観の保全と創造、人権を守るためのサポート区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当①県から市町村に対する直接助成 隣保館運営等事業費補助事業 市町村の隣保館運営等各種の事業に要する経費に対する助成  スキーム：国1/2　県1/4  市町村1/4　  県予算額：210,149千円 市町村 奈良県 地域創造部人権施策課隣保館整備事業 隣保館の大規模修繕を実施する市町村に対する助成  スキーム：国1/2　県1/4  市町村1/4　  県予算額：73,857千円 市町村 奈良県 地域創造部人権施策課人権施策推進事業費補助（隣保館職員研修事業等補助金） 隣保館の機能充実を図るため奈良県隣保館協議会が実施する隣保館職員研修事業等に対する助成　スキーム：県1/2　奈良県隣保館協議会1/2  県予算額：301千円 奈良県隣保館協議会 奈良県 地域創造部人権施策課人権啓発推進事業（インターネット差別書込対策事業補助） インターネット上の掲示板への差別書込に対する情報収集・啓発活動等に対する助成  スキーム：県1/2　市町村人権・同和問題啓発活動推進本部連絡　　　　　　協議会（市町村啓発連協）1/2　　県予算額：619千円 市町村啓発連協 奈良県 地域創造部人権施策課人権啓発推進事業（差別事象調査研究指導費） 県内で発生した差別事象に関する調査分析と報告書の作成を、全市町村で構成する「市町村人権・同和問題啓発活動推進本部連絡協議会」（市町村啓発連協）に委託　スキーム：県10/10　県予算額：592千円 市町村啓発連協 奈良県 地域創造部人権施策課市町村人権問題啓発活動充実強化事業 「市町村人権・同和問題啓発活動推進本部連絡協議会」（市町村啓発連協）が実施する事業のうち県が認めた事業に対する助成  スキーム：県1/2　市町村啓発連協1/2  県予算額：1,870千円 市町村啓発連協 奈良県 地域創造部人権施策課市町村人権問題啓発活動充実強化事業（人権啓発活動地方委託事業） 人権思想の普及高揚を図り、地域住民に人権問題に対する正しい認識を広めるための人権啓発活動を市町村等に委託  スキーム：国10/10  県予算額：20,300千円 市町村、市町村啓発連協 奈良県 地域創造部人権施策課
浄化槽設置整備補助事業 大和川のきれい化を推進するため、市町村が実施する合併処理浄化槽設置者への補助事業に対する助成　スキーム：国1/3（直接助成）　県1/3　市町村1/3　　　　　　国1/2（直接助成）　県1/4  市町村1/4　助成対象：23市町村　県予算額：29,630千円 市町村 奈良県 環境森林部水・大気環境課
ごみ処理広域化奈良モデル推進事業

複数市町村が連携して実施するごみ処理施設整備に対する助成　スキーム：計画・調査等              国負担分を除き県1/2　市町村1/2　　　　　　施設整備　　　　　　　国負担分を除き県1/4　市町村3/4　助成内容：計画・調査等　　　　　　　国交付金対象事業で、計画・調査等に要する市町村　　　　　　　負担額　　　　　　施設整備　　　　　　　国交付金対象事業にかかる市町村公債費のうち、地　　　　　　　方交付税算入額を差し引いた額  県予算額：325,622千円 市町村 奈良県 環境森林部廃棄物対策課
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区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当①県から市町村に対する直接助成 「なら四季彩の庭」づくり推進補助金 植栽計画のエリア内における植栽景観の向上にかかる整備を実施する市町村及び地元団体等に対する助成　スキーム：（市町村）　県1/2　市町村1/2　　　　　　（地元団体等）　県1/3　市町村1/3　地元1/3                        　　県1/2　地元1/2　　　　　　　※地元1/2は、県有地等で実施する整備が対象　県予算額：9,363千円 市町村、地元団体等 奈良県 環境森林部水・大気環境課
地域環境対策事業 市町村（奈良市を除く）が実施する処分場周辺の環境整備や不法投棄防止対策に対する助成  スキーム：県1/2　市町村1/2、県1/3　市町村2/3  助成内容：産業廃棄物最終処分場周辺環境調査、環境整備、産業            廃棄物不法投棄防止対策及び環境学習等地域活動支援            に係る経費　助成対象：市町村（奈良市を除く）　県予算額：49,751千円 市町村（奈良市除く） 奈良県 環境森林部廃棄物対策課
産業廃棄物監視支援事業 奈良市が実施する産業廃棄物処理施設等からの採取物や放流水等の調査分析、不法投棄防止対策事業に対する助成  スキーム：県1/2　市1/2  助成内容：産業廃棄物不適正処理監視等事業に係る経費  助成対象：奈良市　県予算額：1,500千円 市町村 奈良県 環境森林部廃棄物対策課特定産業廃棄物処理対策事業 特定産業廃棄物の処理に対する助成  スキーム：県1/2　市町村1/2  助成内容：特定産業廃棄物の処理経費　23,000円/トン  助成対象：御所市外３市町　県予算額：5,547千円 市町村 奈良県 環境森林部廃棄物対策課奈良らしい沿道景観づくり事業（広域幹線沿道等集中適正化事業） 広域幹線沿道における指導対象者が不明の屋外広告物に対して、市町村が行う略式代執行及び行政代執行に要する費用を助成　スキーム：県10/10　県予算額：700千円 市町村 奈良県 環境森林部景観・自然環境課国定公園等施設整備事業 自然環境整備計画に基づいた国定公園及び長距離自然歩道の公園利用施設の整備に対する助成　スキーム：国9/20　市町村11/20　　県予算額：85,955千円 市町村 奈良県 環境森林部景観・自然環境課②県から地域づくり団体に対する直接助成 人権啓発推進事業（なら・ヒューマンフェスティバル開催事業） 法務局、県、市町村が連携し、実行委員会形式により、県民が楽しみながら様々な人権問題に身近に触れる機会を提供する県内最大のイベントを開催　スキーム：国1/3　県1/3　市町村1/3　助成対象：なら・ヒューマンフェスティバル実行委員会　県予算額：3,600千円 実行委員会 奈良県 地域創造部人権施策課
植栽協働管理推進事業 植栽計画のエリア内における植栽整備後の維持管理について、地元団体等との協働による取組を定着させるため、県整備箇所の維持管理を行う地元団体等を支援　県予算額：261千円 地元団体等 奈良県 環境森林部水・大気環境課「不法投棄ゼロ作戦」推進事業（「不法投棄ゼロ作戦」県民啓発事業） 市長会、町村会等と県とが実行委員会形式で行う「不法投棄ゼロ作戦」推進キャンペーン実施に対する助成  スキーム：県10/10  助成内容：不法投棄撲滅に向けた啓発事業  助成対象：奈良県不法投棄ゼロ作戦推進キャンペーン実行委員会  県予算額：1,300千円 実行委員会 奈良県 環境森林部廃棄物対策課
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区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当③県庁力によるサポート 人権相談支援事業（人権相談ネットワーク推進事業） 年々複雑多様化する人権に関わる相談内容にきめ細かくスピーディに対応すべく、なら人権相談ネットワーク構成機関相談員等を対象とした相談力の向上を図る交流会を開催（2講座）　支援対象：市町村、ＮＰＯ等　県予算額：422千円 市町村、ＮＰＯ等 奈良県 地域創造部人権施策課犯罪被害者等支援体制の整備充実事業 犯罪被害者等への支援を一層充実させるため、総合的相談窓口の充実・強化への支援　支援内容：市町村職員を対象に研修を実施し、相談対応の資質向　　　　　　上を支援　支援対象：市町村　県予算額：40千円 市町村 奈良県 地域創造部人権施策課性的マイノリティ理解増進庁内啓発事業 行政（県・市町村）職員が県民に対して性的マイノリティへの理解を促す啓発活動の展開等を促すため、性的マイノリティに関する行政職員向け説明会を実施　県予算額：235千円 市町村 奈良県 地域創造部人権施策課
人権啓発推進事業（これからの時代のための総合人権講座開催事業） 「人権のまちづくり」に向け、家庭や地域、職域など身近な日常生活上の差別事象に対応するための人材養成講座等を開催  支援内容：人権問題に関する指導者養成講座の開催　　　　　  人権問題に関する指導者の人権パートナーバンクへの　　　　　　登録・活用　　　　　　行政職員や企業の従業員等を対象とした研修会の開催  支援対象：市町村、ＮＰＯ等  県予算額：2,270千円 市町村、ＮＰＯ等 奈良県 地域創造部人権施策課
市町村児童虐待対応力・体制強化支援事業（市町村における子育て支援体制強化推進事業） 児童虐待の関係機関（者）の意識改革・意識向上、対応スキルの向上、児童虐待防止ネットワークの推進のための支援を実施　意識改革・スキル向上のための研修　スーパーアドバイスチーム派遣支援　　支援内容：専門研修及び法的助言等専門的アドバイスを実施　　支援対象：市町村、関係機関等　県予算額：788千円 市町村等 奈良県 こども・女性局こども家庭課ＤＶ相談支援事業（相談研修事業） 市町村等のＤＶ相談窓口機能強化のための相談員研修会の開催　支援内容：専門研修の実施　支援対象：市町村職員、関係機関の職員等　　県予算額：101千円 市町村等 奈良県 こども・女性局こども家庭課子ども家庭福祉人材法定研修事業 要保護児童対策地域協議会調整機関に配置する専門職職員の専門性向上のための義務研修の開催　支援内容：研修会の開催　支援対象：市町村要対協調整機関専門職職員　県予算額：2,437千円 市町村 奈良県 こども・女性局こども家庭課「なら四季彩の庭」づくりアドバイザー派遣事業 植栽の整備・維持管理を行う団体・市町村等に植栽の専門的知識を有する者を派遣し、技術的に支援　県予算額：164千円 市町村、地域団体、県民等 奈良県 環境森林部水・大気環境課親切・美化県民運動事業（クリーンアップならキャンペーン事業） 毎年９月の「クリーンアップならキャンペーン月間」における市町村の美化啓発・実践活動を支援　支援内容：活動に使用するゴミ袋を配布　支援対象：市町村等　県予算額：370千円 市町村等 奈良県 環境森林部水・大気環境課

33 地地地地域域域域ででででくくくくららららすすすすたたたためめめめののののササササポポポポーーーートトトト



区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当③県庁力によるサポート 吉野川マナーアップキャンペーン事業 吉野川流域の各市町村毎に、県職員、市町村職員、ボランティア団体等により、ごみの持ち帰りの呼びかけ等を実施　支援内容：広報、消耗品（ゴミ袋、軍手）等の提供　支援対象：流域市町村、ボランティア団体等　県予算額：447千円 市町村、ボランティア団体等 奈良県 環境森林部水・大気環境課災害廃棄物処理対策推進事業 奈良県廃棄物処理計画に掲げる災害廃棄物処理対策の推進等重点施策について、県・市町村の連携・協働による施策推進を実施　支援対象：市町村等　県予算額：5,174千円 市町村等 奈良県 環境森林部廃棄物対策課循環型社会推進事業 県内廃棄物の発生抑制、循環資源の利用促進を図り、循環型社会形成を推進するため、県と市町村との連携・協働による対策の検討・実施　支援対象：市町村等　県予算額：759千円 市町村等 奈良県 環境森林部廃棄物対策課屋外広告物指導取締事業（良好な広告景観づくり推進事業） 屋外広告業の登録権者である県と屋外広告物の許可権者である市町村が連携し、違反是正活動や啓発活動を展開　支援内容：キャンペーン（９月）等　支援対象：市町村　県予算額：609千円 市町村 奈良県 環境森林部景観・自然環境課景観づくり推進事業 奈良県景観計画・条例の効果的運用を行うとともに市町村による景観法の活用（景観計画策定等）を支援  支援内容：連絡会議の開催等　支援対象：市町村　県予算額：319千円 市町村 奈良県 環境森林部景観・自然環境課外来種防除事業 市町村等が捕獲した特定外来生物アライグマ・ヌートリアの安楽死措置を実施　支援対象：市町村　  県予算額：300千円 市町村 奈良県 環境森林部景観・自然環境課奈良らしい沿道景観づくり事業（奈良モデルによる沿道景観づくり事業） 広域幹線のうち中和幹線沿道における、広告景観の向上を促進するため、屋外広告物の改修等費用を助成　支援内容：屋外広告物の所有者又は管理者への補助金交付　県予算額：2,800千円 屋外広告物の所有者又は管理者 奈良県 環境森林部景観・自然環境課④国からの助成 地方改善事業 生活環境等の安定向上を図る必要のある地域の住民の生活環境の改善を図るため、市町村が設置する共同施設の整備に対する助成　助成割合：1/2以内 市町村 厚生労働省 地域創造部人権施策課性暴力・配偶者暴力被害者等支援交付金（性犯罪・性暴力被害者支援事業） 性犯罪・性暴力被害者のためのワンストップ支援センターの運営の安定化及び被害者支援機能の強化のため、都道府県等による支援センターの整備等に係る取組を支援　助成割合：1/2（「被害者の医療費等」は1/3、「AV出演被害防　止・救済に関する法的支援に要する経費」は全額） 中核市（奈良市） 内閣府 こども・女性局こども・女性課循環型社会形成推進交付金 市町村等が循環型社会形成の推進に必要な廃棄物処理施設の整備を実施するために行う、循環型社会形成推進地域計画に基づく事業に対し交付金を交付　助成割合：1/2、1/3 市町村等 環境省 環境森林部廃棄物対策課二酸化炭素排出抑制対策事業費交付金 廃棄物処理施設におけるエネルギー起源二酸化炭素の排出抑制を目的として、市町村等が廃棄物処理施設の整備を実施するために、循環型社会形成推進地域計画に基づく事業に対し交付金を交付　助成割合：1/2、1/3 市町村等 環境省 環境森林部廃棄物対策課34 地地地地域域域域ででででくくくくららららすすすすたたたためめめめののののササササポポポポーーーートトトト



区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当④国からの助成 生物多様性保全推進支援事業 地域における先行的・効率的な活動を支援し、国土全体の生物多様性の保全再生を着実に進め、自然共生社会づくりを推進するため、地域における生物多様性の保全再生に資する活動経費を助成　助成内容：活動等に必要な経費の一部を国が交付　助成割合：1/2　ほか 地域生物多様性協議会等 環境省 環境森林部景観・自然環境課エコツーリズム地域活性化支援事業 エコツーリズムの普及・定着・推進を図り、魅力的な地域づくりを支援するため、地域協議会のエコツーリズムに関するルールづくりや人材育成などの活動経費に対し交付　助成内容：活動等に必要な経費の一部を国が交付　助成割合：1/2 地域協議会 環境省 環境森林部景観・自然環境課廃棄物処理施設整備交付金 大規模災害発生に対する平時からの備えとして、循環型社会形成推進地域計画及び災害廃棄物処理計画に基づき行う事業に対し交付金を交付　助成割合:1/2、1/3 市町村等 環境省 環境森林部廃棄物対策課二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（廃棄物処理施設を核とした地域循環共生圏構築促進事業） 廃棄物処理施設における、高効率な廃熱利用と大幅な省エネが可能な設備の導入により得られるエネルギーの有効活用により、当該施設を中心とした自立・分散型の「地域エネルギーセンター」の整備経費の一部を補助する事業に対する助成　助成割合:1/2、1/3 市町村等 環境省 環境森林部廃棄物対策課⑤公的団体からの助成 環境保全促進助成事業 地域環境及び地球環境にかかる保全活動・教育啓発の推進を図るための事業に対する助成　助成金額：2,000千円（上限）（市町村の事業）   　　　　 1,000千円（上限）（コミュニティ組織の事業）　助成割合：10/10 市町村、コミュニティ組織 （一財）自治総合センター 知事公室市町村振興課緑地公園等の整備計画事業 住宅・生活環境の向上を目的とし、市町村が行う緑地公園等の整備計画事業に対する助成　助成金額：3,000千円（上限）　助成割合：10/10以内 市町村 （公財）地域社会振興財団 知事公室市町村振興課「働き方改革実行計画」に基づく取組推進事業 市町村が行う「働き方改革実行計画」に基づく取組推進事業に対する助成　助成金額：3,000千円（上限）　助成割合：10/10以内 市町村 （公財）地域社会振興財団 知事公室市町村振興課「第５次男女共同参画基本計画」に基づく取組推進事業 市町村が行う「第５次男女共同参画基本計画」に基づく取組推進事業に対する助成　助成金額：3,000千円（上限）　助成割合：10/10以内 市町村 （公財）地域社会振興財団 知事公室市町村振興課地球環境基金助成金 民間団体（ＮＧＯ・ＮＰＯ等）による環境保全活動への資金の助成  助成内容：活動に必要な経費の一部を助成　助成金額：500～12,000千円 民間の発意に基づき活動を行う営利を目的としない法人その他の団体 （独）環境再生保全機構 環境森林部水・大気環境課宝くじ桜寄贈事業 新しいさくらの名所の創設を通じ、国民へ潤い、安らぎ、豊かな環境を提供  助成内容：桜の苗木の配付 市町村等 （公財）日本さくらの会 環境森林部水・大気環境課⑥アドバイス・相談 地域における男女共同参画促進を支援するためのアドバイザー派遣事業 地域における男女共同参画促進を推進するため、会議等へのアドバイザーの派遣に係る経費の一部を助成　支援内容：謝金と旅費を講師に直接支給 － 内閣府 こども・女性局こども・女性課
35 地地地地域域域域ででででくくくくららららすすすすたたたためめめめののののササササポポポポーーーートトトト



３．地域の商工業・消費・雇用へのサポート３．地域の商工業・消費・雇用へのサポート３．地域の商工業・消費・雇用へのサポート３．地域の商工業・消費・雇用へのサポート区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当①県から市町村に対する直接助成 統計調査委託 経済センサス調査区管理2025年農林業センサス令和６年全国家計構造調査令和７年国勢調査統計調査員確保対策　スキーム：国10/10　委託対象：調査該当市町村　県予算額：118,597千円 市町村 奈良県 知事公室政策推進課
宇陀市下水前処理施設維持管理費補助 奈良県毛皮革工場団地内の下水前処理施設維持管理費に対する助成　スキーム：県1/2　市町村1/2　助成内容：下水前処理施設維持管理費　助成箇所：宇陀市 　県予算額：21,500千円 市町村 奈良県 産業部経営支援課
御所市産業振興センター事業費補助 御所市産業振興センターが実施する産業振興に向けた各種事業に対する助成　スキーム：県9/10　市町村1/10　助成内容：人材育成事業・需要開拓事業等　助成箇所：御所市　　県予算額：10,000千円 市町村 奈良県 産業部経営支援課
産業用地創出調査補助事業 産業用地の創出に向けた、実現可能性調査に要する経費に対する助成　スキーム：県1/2　市町村1/2　県予算額：5,000千円 市町村 奈良県 産業部産業創造課産業用地創出促進補助事業 事業の具体化に必要な基本計画等の策定に対する助成　スキーム：県1/2　市町村1/2　県予算額：20,000千円 市町村 奈良県 産業部産業創造課③県庁力によるサポート 商店街活性化の新たな仕組み創設事業 商店街の活性化に向け、新たな仕組み（商店街ＤＸ化、資金調達方法等）を導入するためのセミナー、研究会等を実施　支援対象：商店街組織会員、まちづくり団体等　県予算額：950千円 地域団体等 奈良県 産業部経営支援課若年者雇用対策強化事業 市町村と連携し、若年者等の就労のための相談支援等の充実を図ることを目的として、市町村が実施する就業支援事業（就職相談会、企業説明会等）に県の就業相談員を派遣　県予算額：817千円 市町村 奈良県 産業部しごとｉセンター④国からの助成 地域経済循環創造事業交付金 「ローカル10,000プロジェクト」の推進により、地域の雇用創出と消費拡大を更に促進　助成要件：融資比率が公費補助金：地域金融機関＝１：１以上　　　　　　地方公共団体負担は原則1/2　助成金額：25,000千円　　　　　（上限は国交付金と地方公共団体負担の合計額）　　　　　　融資比率１：２以上の場合は50,000千円 市町村 総務省 知事公室市町村振興課
市町村地域女性活躍推進補助事業 地域のニーズに対応した女性の活躍推進の取組を行う市町村に対する助成　スキーム：（１）活躍推進型：　国1/2　市町村1/2（２）デジタル人材・起業家育成支援型： 国3/4　市町村1/4（３）寄り添い支援・つながりサポート型    （A）寄り添い支援型プラス： 国1/2　市町村1/2    （B）つながりサポート型： 国3/4　市町村1/4    （C）男性相談支援型：国1/2　市町村1/2 市町村 内閣府 こども・女性局こども・女性課

36 地地地地域域域域のののの商商商商工工工工業業業業・・・・消消消消費費費費・・・・雇雇雇雇用用用用へへへへののののササササポポポポーーーートトトト



区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当④国からの助成 成長型中小企業等研究開発支援事業 中小企業等が、大学・公設試等の研究機関等と連携して行う研究開発、試作品開発等に係る取組を最大３年間支援採択された事業者を対象に、研究開発成果の販路開拓等についても支援　助成事業期間：２～３年　助成上限額：（通常枠）単年4,500万円、３年間9,750万円　　　　　　　（出資獲得枠）単年１億円、３年間３億円　助成割合：中小企業者等2/3以内　大学・公設試等定額　※一部定額上限あり、課税所得15億円超の中小企業等は1/2以内
共同体（中小企業者等を中心とした２者以上）、民間団体等 中小企業庁 産業部産業振興総合センター

事業承継・引継ぎ支援事業 ①経営革新　事業承継・引継ぎを契機とする新たな取組に係る費用を支援　　助成割合：1/2～2/3（上限600～800万円）②専門家活用　経営資源引継ぎ時の士業専門家の活用に係る経費を支援　　助成割合：1/2～2/3（上限600万円）③廃業・再チャレンジ　事業引継ぎ時や事業承継・引継ぎ後の新たな取組に伴う廃業に　係る経費等を支援　　助成割合：1/2～2/3（上限150万円）
中小企業・小規模事業者等 中小企業庁 産業部経営支援課

37 地地地地域域域域のののの商商商商工工工工業業業業・・・・消消消消費費費費・・・・雇雇雇雇用用用用へへへへののののササササポポポポーーーートトトト



区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当

中小企業省力化投資補助事業 中小企業等の売上拡大や生産性向上を後押しするため、人手不足に悩む中小企業等に対して、省力化投資を支援　助成上限額：従業員数5名以下　200万円（300万円）　　　　　　　従業員数6～20名　500万円（750万円）　　　　　　　従業員数21名以上  1,000万円（1,500万円）　　※賃上げ要件を達成した場合、（）内の値に上限額を引き上げ　助成割合：1/2 中小企業・小規模事業者 中小企業庁 産業部経営支援課⑤公的団体からの助成 ふるさとものづくり支援事業 企業等の地域資源を活用した新商品開発等の取組に対し市町村が行う支援（経費の規模に応じてＡ～Ｃタイプ）及び既に完成した試作品の商品化に向けた事業に対して市町村が行う支援（Ｄタイプ）に補助金を交付　助成金額：Ａタイプ　10,000千円（上限）　　　　　　Ｂタイプ　 5,000千円（上限）　　　　　　Ｃタイプ　 1,000千円（上限）　　　　　　Ｄタイプ　 2,000千円（上限）　助成割合：2/3以内          （過疎地域・みなし過疎地域・離島地域・特別豪雪地域            は9/10以内） 市町村 （一財）ふるさと財団 知事公室市町村振興課

産業部産業創造課経営支援課

④国からの助成

中小企業生産性革命推進事業

①ものづくり・商業・サービス生産性向上促進事業（ものづくり補助金）　革新的製品・サービスの開発又は生産プロセス等の改善に必要な　設備投資等を支援。特に、大幅な賃上げに取り組む事業者への　インセンティブを強化するとともに、海外でのブランド確立など　の取組への支援を強化　　助成割合：通常枠　中小1/2、小規模等2/3　　　　　　　　　　（上限750万円～1,250万円）      　　　　回復型賃上げ・雇用拡大枠、デジタル枠　　　　　　　　　　　中小・小規模2/3　　　　　　　　　　（上限750万円～1,250万円）　　　　　　　グリーン枠　　　　　　　　　　　中小・小規模2/3　　　　　　　　　　（上限750万円～4,000万円）　　　　　　　グローバル市場開拓枠　　　　　　　　　　　中小1/2、小規模等2/3　　　　　　　　　　（上限3,000万円）　※回復型賃上げ・雇用拡大枠以外において、大幅な賃上げに　　取り組む事業者に補助上限を最大1,000万円上乗せ②小規模事業者持続的発展支援事業（持続化補助金）　小規模事業者が自ら経営計画を作成して取り組む販路開拓等を　支援　　助成割合：通常枠2/3（上限50万円）      　　　　賃金引上げ枠2/3～3/4（上限200万円）　　　　　　　卒業枠2/3（上限200万円）　　　　　　　後継者支援枠2/3（上限200万円）　　　　　　　創業枠2/3（上限200万円）　※免税事業者からインボイス発行事業者に転換する小規模　　事業者は一律50万円上乗せ③サービス等生産性向上ＩＴ導入支援事業（ＩＴ導入補助金）　中小企業・小規模事業者等の労働生産性の向上を目的として、業　務効率化やＤＸ、サイバーセキュリティ対策等のためのＩＴツー　ル（ソフトウェア、アプリ、サービス等）の導入を支援　　助成割合：通常枠　　　　　　　　Ａ類型1/2（5万円超～150万円未満）　　　　　　　　Ｂ類型1/2（150万円～450万円以下）　　　　　　　デジタル化基板導入枠　　　　　　　　デジタル化基板導入類型　　　　　　　　　ＩＴツール3/4（50万円以下の場合）、　　　　　　　　　　　　　　2/3（50万円～350万円の場合）　　　　　　　　　ＰＣ、タブレット等1/2（上限10万円）      　　　　　　レジ1/2（上限20万円）　　　　　　　　複数社連携基板導入類型　　　　　　　　　デジタル化基板導入類型の対象経費と消費動向　　　　　　　　　分析経費の合計額の2/3（上限3,000万円）　　　　　　　　　事務費・専門家費2/3（200万円）　　　　　　　　商流一括インボイス対応類型　　　　　　　　　中小・小規模2/3（上限350万円）　　　　　　　　　大企業1/2（上限350万円）　　　　　　　セキュリティ対策推進枠1/2（5～100万円）④事業承継・引継ぎ支援事業（事業承継・引継ぎ補助金）　事業承継・引継ぎ後の設備投資等の新たな取組や事業引継ぎ時の　専門家活用費用等を支援　　助成割合：1/2～2/3（上限150万円～800万円）

中小企業・小規模事業者等※商流一括インボイス対応類型は大企業を含む 中小企業庁経済産業省

38 地地地地域域域域のののの商商商商工工工工業業業業・・・・消消消消費費費費・・・・雇雇雇雇用用用用へへへへののののササササポポポポーーーートトトト



区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当⑤公的団体からの助成 地域再生マネージャー事業（ふるさと再生事業・まちなか再生事業）
ふるさと再生事業　地域再生に取り組む市町村等が、各分野の専門的知識や実務的ノ　ウハウを有する外部専門家を活用する費用を助成　助成金額：7,000千円以内（市町村単独）　　　　　　10,000千円以内（複数市町村共同）　助成割合：2/3以内まちなか再生事業　市町村等がまちなかにおいて生じている居住者・来訪者の減少等　の課題に取り組むため、具体的かつ実務的なノウハウを有する外　部専門家に業務を委託する場合にその費用の一部を助成　助成金額：7,000千円以内（市町村単独）　　　　　　10,000千円以内（複数市町村共同）　助成割合：2/3以内

市町村、広域連合、一部事務組合、法定協議会等 （一財）ふるさと財団 知事公室市町村振興課
雇用・就業対策事業 市町村が行う雇用・就業対策事業（中高年齢者の雇用促進事業、現役勤労世代の活力向上推進事業、高齢者の雇用・就業の場の維持、拡大推進事業、高齢者の能力活用事業、シルバー人材センター事業、起業支援事業等）に対する助成　助成金額：3,000千円（上限）　助成割合：10/10以内 市町村 （公財）地域社会振興財団 知事公室市町村振興課研究開発助成金 設立または創業後もしくは新規事業進出後５年以内の中小企業または個人事業者に対する新技術、新製品等の研究開発資金及びその成果の事業化に必要な資金に対する助成　助成金額：1/2以内（上限300万円）　※令和５年度の実施状況は実施主体に要確認 中小企業、個人事業者 （公財）三菱ＵＦＪ技術育成財団 産業部経営支援課発明研究奨励金 科学技術の振興、産業の発展に資する中小企業及び発明研究者の発明考案を奨励するため、発明考案を実施化するための試作、試験、調査研究に要する経費に対し、奨励金を交付　助成金額：上限100万円　※令和５年度の実施状況は実施主体に要確認 中小企業、個人事業者 （公財）日本発明振興協会 産業部経営支援課ちゅうしん地域中小企業振興助成（グッドサポート） 県内の中小企業を育成支援し、地域経済、地域社会の活性化に貢献することを目的に、起業、新事業、新技術等で地域の活性化を目指す、新規性・独創性に富んだ意欲的な事業者に助成金を交付　※令和５年度の実施状況は実施主体に要確認 民間事業者 奈良中央信用金庫 産業部経営支援課ビジネスプラン事業化支援プロジェクト「＜ナント＞サクセスロード」 創業・新事業展開を目指す事業者からビジネスプランを募集し、受賞者に対して賞金を授与するとともに、専属担当者が事業化を支援　※令和５年度の実施状況は実施主体に要確認 民間事業者 （株）南都銀行 産業部経営支援課⑥アドバイス・相談 地域再生マネージャー事業（外部専門家短期派遣事業） 地域再生に取り組もうとする市町村に対し、地域課題の抽出や課題解決に向けた方向性の提言を行う外部専門家を派遣  支援内容：１回/年（１回２泊３日、１人） 市町村、広域連合、一部事務組合、法定協議会等 （一財）ふるさと財団 知事公室市町村振興課地域における男女共同参画促進を支援するためのアドバイザー派遣事業 地域における男女共同参画促進を推進するため、会議等へのアドバイザーを派遣　支援内容：謝金と旅費を講師に直接支給 － 内閣府 こども・女性局こども・女性課女性就業支援全国展開事業 女性の就業促進と健康保持増進のための支援施策の全国展開を図るため、相談対応や講師派遣等を行い、女性関連施設等を支援　支援内容：相談員、講師派遣 － 厚生労働省 こども・女性局こども・女性課中小企業・小規模事業者ワンストップ総合支援事業 中小企業・小規模事業者が抱える様々な経営課題に対応するワンストップ相談窓口としてよろず支援拠点を設置 中小企業・小規模事業者 中小企業庁 産業部経営支援課

39 地地地地域域域域のののの商商商商工工工工業業業業・・・・消消消消費費費費・・・・雇雇雇雇用用用用へへへへののののササササポポポポーーーートトトト



区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当⑥アドバイス・相談 中小企業活性化・事業承継総合支援事業 財務上の問題を抱える中小企業者等の再生計画策定を支援中小企業者等の円滑な事業承継や引継ぎを促進するため、支援ニーズの掘り起こしからニーズに応じた支援までをワンストップで実施 中小企業・小規模事業者 中小企業庁 産業部経営支援課創業支援等事業計画の策定 産業競争力強化法に基づく市町村による創業支援等事業計画の策定を助言等 市町村 経済産業省 産業部経営支援課

40 地地地地域域域域のののの商商商商工工工工業業業業・・・・消消消消費費費費・・・・雇雇雇雇用用用用へへへへののののササササポポポポーーーートトトト



４．地域をつくるための教育と学校へのサポート４．地域をつくるための教育と学校へのサポート４．地域をつくるための教育と学校へのサポート４．地域をつくるための教育と学校へのサポート区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当①県から市町村に対する直接助成 難聴児補聴器購入助成事業 障害者総合支援法の補装具費支給制度の対象外となっている軽度・中等度難聴児のための補聴器購入費用に対する助成　新　デジタル式補聴援助システム　スキーム：県1/3　市町村1/3　本人負担1/3　助成対象：市町村　県予算額：1,300千円 市町村 奈良県 福祉医療部障害福祉課
南部地域におけるへき地教育振興事業 複数校を併任する常勤専科教員の設置をへき地の複数の市町村が共同で行う事業に対する助成　スキーム：県1/2　市町村1/2　助成対象：へき地学校が所在する市町村　県予算額：2,891千円 市町村 奈良県 教育委員会教職員課
教員業務支援員配置促進事業 教員の負担軽減を図るため、公立小中学校及び義務教育学校に教員業務支援員を配置する市町村に対する助成　スキーム：国1/3　県2/3　助成対象：市町村、式下中組合　県予算額：178,330千円 市町村 奈良県 教育委員会教職員課
遠距離児童生徒通学費補助金 学校統合等による通学費の保護者負担を軽減するため、市町村の遠距離児童生徒通学費補助に対する助成  スキーム：県1/4　市町村3/4  助成内容：対象額＝｛（通学費－特別交付税）×1/4｝－国庫  助成対象：町村及び過疎地域持続的発展の支援に関する特別措置　　　　　　法第２条の規定により指定を受けた市　県予算額：11,464千円 市町村 奈良県 教育委員会高校教育課
学力向上を目的とした学校教育活動支援事業 児童生徒へのきめ細かな対応や教員の働き方改革を実現するため、公立小中学校等へ学校教育活動を支援する多様な地域人材を学習支援員等として配置する市町村に対する助成　スキーム：国1/3　県2/3、国2/9　県4/9　市町村3/9　助成対象：市町村・一部事務組合　県予算額：101,802千円 市町村、一部事務組合 奈良県 教育委員会高校教育課
被災児童生徒就学等支援事業 東日本大震災、その他大規模災害等により被災した児童・生徒を対象に修学旅行費・学用品費・給食費・医療費の支援を行う市町村に対する助成　スキーム：国10/10、国2/3　市町村1/3　助成対象：市町村　県予算額：204千円（学用品費等）　　　　　　146千円（学校給食費等） 市町村 奈良県 教育委員会高校教育課体育健康課
地域クラブ活動体制整備事業 休日の部活動の段階的な地域移行と地域スポーツ・文化芸術環境の一体的な整備に向け、関係スポーツ団体等の整備拡充、指導者の確保、参加費用負担軽減の実証事業を実施する市町村に対する助成　スキーム：国10/10　助成対象：市町村　県予算額：35,980千円 市町村 奈良県 教育委員会義務教育課体育健康課学校・地域パートナーシップ事業 地域で子どもを育てるため、学校が地域住民等と協働し、子どもの課題解決に向けた取組を推進する市町村事業に対する助成　スキーム：国1/3　県1/3　市町村1/3  助成対象：大和高田市外31市町村、式下中組合 　県予算額：49,033千円 市町村（奈良市除く）、式下中組合 奈良県 教育委員会人権・地域教育課部活動指導員配置促進事業 部活動の質向上及び教員の負担軽減を図るため、中学校に部活動指導員を配置する市町村に対する助成　スキーム：国1/3　県1/3　市町村1/3　助成対象：奈良市外26市町村　県予算額：59,248千円 市町村 奈良県 教育委員会義務教育課体育健康課41 地地地地域域域域ををををつつつつくくくくるるるるたたたためめめめのののの教教教教育育育育とととと学学学学校校校校へへへへののののササササポポポポーーーートトトト



区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当①県から市町村に対する直接助成 児童福祉施設等ＩＣＴ環境整備事業 幼稚園における幼児教育の質の向上等のため、ＩＣＴ環境整備を行う市町村に対する助成　スキーム：国1/2　市町村1/2　県予算額：26,000千円[５年度２月補正] 市町村 奈良県 教育委員会義務教育課②県から地域づくり団体に対する直接助成 青少年育成指導者養成事業 地域の青少年を指導育成する指導員の活動経費及び研修等費用を助成  助成対象：奈良県青少年指導員連絡協議会  県予算額：1,337千円 奈良県青少年指導員連絡協議会 奈良県 こども・女性局教育振興課③県庁力によるサポート 児童生徒のいじめ相談員の配置 児童相談員として教職員経験者等を県内公立小学校20校に配置　支援対象：市町村　県予算額：21,721千円 市町村 奈良県 教育委員会教育研究所不登校・いじめ等対策支援事業（スクールカウンセラー活用事業） スクールカウンセラーを公立義務教育学校・中学校の全校及び公立小学校77校に配置するとともに、全ての小学校で児童見守り会議にスクールカウンセラーが参画できるよう配置　支援対象：市町村　県予算額：139,100千円 市町村 奈良県 教育委員会教育研究所不登校・いじめ等対策支援事業（スクールソーシャルワーカー派遣事業） 社会福祉士等の資格を有するスクールソーシャルワーカーを県教育委員会に配置し、要請に応じて学校や市町村教育委員会に派遣  支援対象：市町村　県予算額：81,586千円 市町村 奈良県 教育委員会教育研究所児童生徒の支援体制推進事業 不登校・いじめ等、生徒指導上の課題解決に向け、保護者・教員等を支援するため、要請に応じて医師・大学教員等の専門家を県内公立学校（園）等に派遣　支援対象：市町村　県予算額：2,575千円 市町村 奈良県 教育委員会教育研究所奈良県域教育情報化推進事業 県域の統合型校務支援システムを導入する市町村に対する支援　支援対象：市町村　県予算額：500千円 市町村 奈良県 教育委員会教育研究所ＧＩＧＡスクール運営支援センター整備事業 市町村立学校のＩＣＴ活用に係る相談窓口として、ＧＩＧＡスクール運営支援センターを設置・運営　支援対象：市町村　県予算額：124,371千円[５年度２月補正] 市町村 奈良県 教育委員会教育研究所新　副校長・教頭マネジメント支援員配置事業 学校現場における副校長・教頭の厳しい勤務実態を踏まえ、その学校マネジメント等に係る業務を専門的に支援するための人材を配置　スキーム：国1/3・県2/3　支援対象：市町村　県予算額：11,993千円 市町村 奈良県 教育委員会教職員課④国からの助成 学校施設環境改善交付金 公立の義務教育学校等施設に係る改築や補強、長寿命化改良等の施設整備事業に対する国庫交付金　スキーム：危険改築　原則1/3、過疎5.5/10　　　　　　不適格改築　原則1/3、過疎5.5/10、　　　　　　　　　　　　地震特措法1/2（特）地震改築　　　      　　　　　　（Is値0.3未満かつ、やむを得ない場合）　　　　　　地震補強　原則1/3　　　　　　　　　　　地震特措法1/2（Is値0.3以上）　　　　　　　　　　　地震特措法2/3（Is値0.3未満）      　　　長寿命化改良事業　1/3 市町村 文部科学省 教育委員会学校支援課体育健康課
42 地地地地域域域域ををををつつつつくくくくるるるるたたたためめめめのののの教教教教育育育育とととと学学学学校校校校へへへへののののササササポポポポーーーートトトト



区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当④国からの助成 要保護児童生徒援助費補助金及び特別支援教育就学奨励費補助金 要保護児童生徒援助費補助金  経済的理由により就学困難と認められる児童生徒の保護者を支援　する市町村に対する助成　スキーム：修学旅行費、学用品費、給食費、医療費等に対し　　　　　　国1/2　市町村1/2特別支援教育就学奨励費補助金　特別支援学級に就学する児童生徒の保護者を支援する市町村に対　する助成　スキーム：給食費、修学旅行費、学用品購入費等に対し　　　　　　国1/2　市町村1/2 市町村 文部科学省 教育委員会高校教育課体育健康課
理科教育設備整備費等補助金 理科、算数及び数学に関する教育を実施するために設備の整備等の事業を行った市町村に対する助成　スキーム：国1/2　市町村1/2 市町村 文部科学省 教育委員会高校教育課学校保健特別対策事業費補助金（換気対策支援事業） 各学校が実施する効果的な換気対策としてＣＯ２モニター、サーキュレーター、ＨＥＰＡフィルタ付空気清浄機の換気用備品購入にかかる経費を助成　スキーム：国1/2　市町村1/2 市町村 文部科学省 教育委員会体育健康課⑤公的団体からの助成 コミュニティ助成事業（青少年健全育成助成事業） 青少年の健全育成に資するため、主として親子で参加するイベント等ソフト事業に対する助成　助成金額：300千円～1,000千円　助成割合：10/10 市町村、コミュニティ組織 （一財）自治総合センター 知事公室市町村振興課
子どもゆめ基金 未来を担う夢を持った子どもの健全育成を進めるため、民間団体が実施する体験活動や読書活動等に対する助成  助成対象：子どもの体験活動　　　　　　子どもの読書活動　　　　　　子ども向けの教材開発・普及活動  助成金額：500千円～6,000千円 社団法人､財団法人、ＮＰＯ法人等、青少年の教育に関する活動を行う民間団体 （独）国立青少年教育振興機構 教育委員会教育研究所
グラウンド芝生化事業（地域スポーツ施設整備助成） 地域住民の身近なスポーツ活動の場となる公立学校等の屋外グラウンドを芝生化（天然芝生または人工芝生）する事業に対する助成  芝生化新設事業 　 助成金額：48,000千円（上限） 　 助成割合：4/5　芝生化改設事業 　 助成金額：30,000千円（上限） 　 助成割合：3/4  天然芝維持活動事業　　助成金額：1,333千円（上限）　　助成割合：2/3 市町村等 （独）日本スポーツ振興センター 教育委員会体育健康課

⑤公的団体からの助成 スポーツ施設等整備事業 学校開放事業によるスポーツ活動に供する施設の整備　屋外グラウンドに設置する屋外夜間照明施設の整備に対する助成　スポーツ活動に供するシャワー室、更衣室、トイレ等諸室の新築　又は改築に対する助成　　助成対象：学校開放に関する規程を整備し、利用条件が広く地　　　　　　　域に周知され、地域のスポーツ活動の拠点として活　　　　　　　用されている経費　　　　　　　対象経費の合計額30,000千円（限度額）　　助成金額：20,000千円（上限）　　助成割合：2/3 市町村等 （独）日本スポーツ振興センター 教育委員会体育健康課⑥アドバイス・相談 不登校・いじめ等対策支援事業（スクールソーシャルワーカー派遣事業） 社会福祉士等の資格を有するスクールソーシャルワーカーを県教育委員会に配置し、要請に応じて学校や市町村教育委員会に派遣  支援対象：市町村　県予算額：81,586千円 市町村 奈良県 教育委員会教育研究所生徒指導支援アドバイザーの派遣 困難な問題行動等が発生した学校に、生徒指導に精通した経験豊富な校長経験者等からなる「生徒指導支援アドバイザー」を派遣 市町村 奈良県 教育委員会教育研究所43 地地地地域域域域ををををつつつつくくくくるるるるたたたためめめめのののの教教教教育育育育とととと学学学学校校校校へへへへののののササササポポポポーーーートトトト



区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当⑥アドバイス・相談 児童生徒の支援体制推進事業 不登校・いじめ等、生徒指導上の課題解決に向け、保護者・教員等を支援するため、要請に応じて医師・大学教員等の専門家を県内公立学校（園）等に派遣　支援対象：市町村　県予算額：2,575千円 市町村 奈良県 教育委員会教育研究所

44 地地地地域域域域ををををつつつつくくくくるるるるたたたためめめめのののの教教教教育育育育とととと学学学学校校校校へへへへののののササササポポポポーーーートトトト



５．地域の農林業へのサポート５．地域の農林業へのサポート５．地域の農林業へのサポート５．地域の農林業へのサポート

（１）地域の農業へのサポート（１）地域の農業へのサポート（１）地域の農業へのサポート（１）地域の農業へのサポート区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当①県から市町村に対する直接助成 環境保全型農業直接支払事業
地球温暖化防止や生物多様性保全に効果の高い営農活動経費及び有機農業の取組の拡大（加算措置）に対する助成　スキーム：国1/2　県1/4　市町村1/4　助成対象：11市町村 　県予算額：8,413千円環境保全型農業直接支払事業の履行確認等に要する事務経費に対する助成  スキーム：国10/10  助成対象：３市町村  県予算額：150千円 市町村 奈良県 食農部農業水産振興課

農業委員会等連絡調整事業 農地台帳の管理や遊休農地の所有者の利用意向調査、農業委員及び農地利用最適化推進委員の手当等に対する助成　スキーム：国10/10　助成対象：市町村　県予算額：175,830千円 市町村 奈良県 食農部担い手・農地マネジメント課国有農地等管理処分事業事務取扱交付金 国有農地等の管理、処分及び貸付料等徴収事務に要する経費に対する交付金  スキーム：国10/10  助成対象：奈良市、大和郡山市、天理市、桜井市、五條市、　　　　　　御所市、生駒市、香芝市、葛城市、宇陀市、三郷町、　　　　　　斑鳩町、川西町、田原本町、上牧町、広陵町、河合町  県予算額：90千円 市町村 奈良県 食農部農村振興課
農業経営基盤強化資金利子助成事業 平成23年度までに貸付を行った農業経営基盤強化資金（認定農業者に対し、（株）日本政策金融公庫が長期設備資金を融資）の借入者への利子助成事業に対する助成  スキーム：県1/2　市町村1/2  助成対象：市町村  県予算額：170千円 市町村 奈良県 食農部担い手・農地マネジメント課
地籍調査事業 国土調査法に基づき一筆ごとの土地を調査・測量し、地籍図・地籍簿を作成する事業に対する助成  スキーム：国1/2　県1/4　市町村1/4  助成内容：地籍調査に伴う一筆地調査、測量等  助成対象：奈良市、大和郡山市、天理市、桜井市、橿原市、　　　　　　五條市、御所市、生駒市、香芝市、宇陀市、            山添村、平群町、斑鳩町、安堵町、川西町、            三宅町、田原本町、曽爾村、御杖村、高取町、            上牧町、河合町、下市町、天川村、十津川村、　　　　　　川上村、東吉野村  県予算額：396,094千円［一部５年度２月補正］ 市町村 奈良県 食農部農村振興課
地域農業担い手確保支援事業 地域における協議、目標地図の作成等、地域の中心経営体への農地集積等を記した「地域計画」の作成等に対する支援　スキーム：国10/10（定額）　助成対象：市町村　県予算額：12,234千円 市町村 奈良県 食農部担い手・農地マネジメント課経営体育成支援事業 目標地図に位置付けられた者が、その実現に向けた経営改善に取り組むのに必要な農業用機械・施設等の導入に対する助成　スキーム：国10/10（上限融資残（事業費の30％以内））　助成対象：市町村　県予算額：33,441千円 市町村 奈良県 食農部担い手・農地マネジメント課

45 地地地地域域域域のののの農農農農林林林林業業業業へへへへののののササササポポポポーーーートトトト



区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当①県から市町村に対する直接助成 農地マネジメント推進事業 地域計画の実現に向け、地域のまとまった農地を農地バンクへ貸付け、農地の集積・集約化に取り組む地域に対して協力金を交付　スキーム：国10/10  助成対象：市町村  県予算額：20,100千円 市町村 奈良県 食農部担い手・農地マネジメント課
新規就農者確保事業

新規就農者に対し、就農直後（３年以内）の所得を確保する経営開始資金の交付及び農業用施設・機械等の導入に対する助成　スキーム：資金交付　　　　国10/10　　　　　　施設等導入助成　国1/2　県1/4　実施主体1/4　助成対象：市町村新規就農者のサポート体制構築及び農業教育高度化の取組に対する助成　スキーム：サポート体制構築　国1/2　市町村等1/2　　　　　　農業教育高度化　　国10/10　国1/2　市町村等1/2  助成対象：市町村現役農業者向けにスマート農業、有機農業に関するリカレント教育の取組に対する助成　スキーム：キャリアアップ　　国10/10  助成対象：協議会  県予算額：214,925千円
市町村等 奈良県 食農部担い手・農地マネジメント課

集落営農活性化プロジェクト促進事業 集落営農組織の活性化に向けた取組に対する助成　スキーム：人材確保、収益力向上、法人化　国10/10　　　　　　共同利用機械導入　国1/2　事業主体1/2　助成対象：市町村　県予算額：19,000千円 市町村 奈良県 食農部担い手・農地マネジメント課
多面的機能支払事業 農地や水路・農道等の農村資源の基礎的な保全管理、多面的機能の維持管理、農業生産資源や農村環境の質的向上、多面的機能の増進に寄与する活動を行う活動組織に対する支援  スキーム：国1/2　県1/4　市町村1/4  助成内容：基本単価　　　　　　　農地維持支払　田3,000円/10a　　　　　　　　　　　　　　畑（含樹園）2,000円/10a　　　　　　　資源向上支払　田2,400円・4,400円/10a                 　　　　　 畑（含樹園）1,440円・2,000円/10a  助成対象：市町村　県予算額：270,000千円 市町村 奈良県 食農部農村振興課
多面的機能支払事業 多面的機能支払事業を行う市町村に対する事務経費に対する助成  スキーム：国10/10  助成対象：市町村   県予算額：7,783千円 市町村 奈良県 食農部農村振興課
中山間・棚田地域の農村振興事業 中山間・棚田地域において、地域の保全、振興活動や複数集落が組織する農村地域活動の活性化の取組に対する助成  スキーム：国10/10　助成対象：市町村、地域団体等　県予算額：5,000千円 市町村、地域団体等 奈良県 食農部農村振興課
中山間地域等直接支払事業 農業の生産条件が不利な中山間地域で農業生産活動を行う農業者に対する助成  スキーム：通常地域　国1/2　県1/4　市町村1/4 　　 　　　特認地域　国1/3　県1/3　市町村1/3  助成内容：田21,000円/10a（急傾斜）　8,000円/10a（緩傾斜等） 　　 　　　畑11,500円/10a（急傾斜）　3,500円/10a（緩傾斜等）  助成対象：奈良市、天理市、桜井市、五條市、御所市、葛城市、　　　　　　宇陀市、山添村、曽爾村、御杖村、明日香村、　　　　　　吉野町、大淀町、下市町  県予算額：258,350千円 市町村 奈良県 食農部農村振興課

46 地地地地域域域域のののの農農農農林林林林業業業業へへへへののののササササポポポポーーーートトトト



区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当①県から市町村に対する直接助成 中山間地域等直接支払事業 中山間地域等直接支払事業を実施する市町村に事務経費を助成　スキーム：国10/10　助成対象：奈良市、天理市、桜井市、五條市、御所市、葛城市、　　　　　　宇陀市、山添村、曽爾村、御杖村、明日香村、　　　　　　吉野町、大淀町、下市町　県予算額：3,327千円 市町村 奈良県 食農部農村振興課
基幹水利施設管理事業 国営事業で造成された基幹水利施設の維持管理を行う市町村への助成  スキーム：国33.3%　県30%　市町村・地元36.7%  助成対象：奈良市、天理市、五條市、宇陀市、山添村、下市町  県予算額：45,567千円 市町村 奈良県 食農部農村振興課
農業集落排水特別対策事業 農業集落排水事業実施による過年度下水道事業債等の償還に対する助成　スキーム：県1/10～1.5/10（10ヶ年分割交付） 国5/10（交付済）　　　　　　市町村4/10～3.5/10　助成対象：奈良市　県予算額：1,100千円 市町村 奈良県 食農部農村振興課
農地及び農業施設災害復旧事業 農地及び農業用施設災害復旧事業を行う市町村への助成　スキーム：基本補助率　農地　国5/10　市町村・地元5/10　　　　　　　　　　　　施設　国6.5/10　市町村・地元3.5/10　助成対象：市町村　県予算額：110,100千円 市町村 奈良県 食農部農村振興課
県単独農業農村整備事業 国庫補助事業の対象とならない小規模な農業基盤整備事業を実施する市町村への助成　スキーム：県3/10　市町村7/10　　　　　　（過疎関連は県5/10　市町村5/10）　助成対象：市町村　県予算額：1,200千円 市町村 奈良県 食農部農村振興課
基盤整備促進事業 農山漁村活性化計画や地域の農業振興計画等に基づき農業基盤整備を実施する市町村への助成　スキーム：国5/10　県0.5/10　市町村4.5/10　　　　　　（９法指定地域は国5.5/10　県0.5/10　市町村2/5）  助成対象：市町村、土地改良区等　県予算額：16,725千円 市町村等 奈良県 食農部農村振興課農業水利施設アセットマネジメント事業（農業水利施設整備・診断事業） 井堰等農業水利施設の機能診断・整備、長寿命化計画の策定を支援　スキーム：ソフト事業　国10/10　　　　　　ハード事業　国5/10～5.5/10　県0.5/10　　　　　　　　　　　　市町村4.5/10～4/10　助成対象：市町村、土地改良区等　県予算額：142,975千円［一部５年度12月補正］ 市町村等 奈良県 食農部農村振興課
ため池等防災対策推進事業（団体営防災対策事業） ため池に係る点検調査、耐震調査及び対策を行う市町村への助成　スキーム：ソフト事業　国10/10　　　　　　ハード事業　国5/10～5.5/10　県1/10～4.2/10　　　　　　　　　　　　市町村0.8/10～43.5/10　　　　　　　　　　　　（ため池廃止については、国10/10）　助成対象：市町村　県予算額：755,623千円［一部５年度12月補正］ 市町村 奈良県 食農部農村振興課
新　品種育成強化事業 奈良県郡山金魚漁業協同組合が行う観賞魚の品種の育成を支援する取組に対する助成　スキーム：県1/3　大和郡山市1/3　実施主体1/3　助成対象：大和郡山市　　県予算額：300千円 市町村 奈良県 食農部農業水産振興課

47 地地地地域域域域のののの農農農農林林林林業業業業へへへへののののササササポポポポーーーートトトト



区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当③県庁力によるサポート 農村資源を活用した地域づくり事業 農村資源を活用した地域づくりを推進するため、研修会、情報交換会、地域づくり実践活動等を実施　県予算額：2,754千円 奈良県農村地域づくり協議会、市町村、地域団体、個人等 奈良県 食農部農村振興課⑤公的団体からの助成 雇用就農資金 農業法人等が新規雇用者に対して実施する基礎的な技術・ノウハウを習得するための実践研修等の経費を助成　助成割合：10/10（上限あり） 農業法人等 全国農業会議所 食農部担い手・農地マネジメント課経営継承・発展等支援事業 地域の中心経営体等の後継者が、経営継承後の経営発展に関する計画を策定し、同計画に基づく取組を行う場合に必要となる経費を助成　助成割合：1/2（上限あり） 市町村 民間団体等 食農部担い手・農地マネジメント課⑥アドバイス・相談 中山間地域活力アップ事業 中山間地域等において、市町村の農村資源を活用した地域づくりの実現に向けた取組等に対する相談 － 奈良県 食農部農村振興課

48 地地地地域域域域のののの農農農農林林林林業業業業へへへへののののササササポポポポーーーートトトト



５．地域の農林業へのサポート５．地域の農林業へのサポート５．地域の農林業へのサポート５．地域の農林業へのサポート

（２）地域の林業へのサポート（２）地域の林業へのサポート（２）地域の林業へのサポート（２）地域の林業へのサポート区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当①県から市町村に対する直接助成 森林整備地域活動支援事業 適切に経営管理されていない森林の所有者等が行う森林経営計画作成及び境界明確化等の実施に必要な経費に対する助成　スキーム：交付単価　5,000円/ha～45,000円/ha            国1/2　県1/4　市町村1/4            市町村推進費　国1/2　市町村1/2　助成対象：宇陀市外８市町村　県予算額：33,943千円 市町村 奈良県 環境森林部森林環境課
森林資源適正管理推進事業 計画的に実施する森林整備に対する助成　スキーム：国51%  県17%　市町村等32%　助成対象：市町村、森林組合等  県予算額：243,019千円［一部５年度12月補正］ 市町村、森林組合等 奈良県 環境森林部県産材利用推進課森林の多面的機能強化促進事業 計画的に実施する間伐に対する助成　スキーム：国51%  県17%　市町村等32%　助成対象：市町村、森林組合等  県予算額：97,500千円 市町村、森林組合等 奈良県 環境森林部県産材利用推進課
県産材生産促進事業 搬出コストの不採算により伐り捨てられている未利用間伐材の出材に対する助成  助成内容：県2,000円/m3　市町村1,500円/m3以上  助成対象：奈良市、桜井市、五條市、宇陀市、曽爾村、御杖村、　　　　　　明日香村、吉野町、大淀町、下市町、黒滝村、　　　　　　天川村、野迫川村、十津川村、上北山村、川上村、　　　　　　東吉野村　  県予算額：40,000千円 市町村 奈良県 環境森林部県産材利用推進課
林業労働者退職金共済制度推進事業 退職金共済制度の掛金に対する助成  スキーム：県15/100  市町村15～35/100　事業者70～50/100  助成内容：10,000円～26,000円/月  対象加入者　158人  助成対象：五條市、宇陀市、曽爾村、吉野町、黒滝村、天川村、　　　　　　野迫川村、十津川村、下北山村、            上北山村、川上村、東吉野村  県予算額：7,118千円 市町村 奈良県 環境森林部県産材利用推進課
林道整備事業（補助林道開設事業） 市町村等が実施する林道の開設事業に対する助成　スキーム：国5/10　県1/10　市町村4/10　助成対象：市町村、森林組合等　県予算額：57,000千円 市町村、森林組合等 奈良県 環境森林部県産材利用推進課
林道整備事業（林道改良事業） 市町村等が実施する林道の改良事業（既存の林道の路側施設や路盤等の局所改良及び橋梁の点検診断・補修工事）に対する助成  スキーム：国1/2　県7/100　市町村等43/100　　　　　　国30/100　県5/100　市町村等65/100            国30/100　県7/100　市町村等63/100  助成対象：市町村、森林組合等  県予算額：133,006千円 市町村、森林組合等 奈良県 環境森林部県産材利用推進課
林道整備事業（県単独林道事業） 市町村等が実施する林道整備等（開設、改良、舗装及び知事が特に認める事業）のうち、主に国庫補助対象外の事業に対する助成  スキーム：県1/2　市町村等1/2、県1/3　市町村等2/3  助成対象：市町村、森林組合等  県予算額：39,474千円 市町村、森林組合等 奈良県 環境森林部県産材利用推進課

49 地地地地域域域域のののの農農農農林林林林業業業業へへへへののののササササポポポポーーーートトトト



区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当①県から市町村に対する直接助成 県単独治山事業（市町村治山事業） 市町村が実施する災害に伴う林地の小規模崩壊の復旧等に対する助成  スキーム：県1/2　市町村1/2  助成対象：市町村  県予算額：40,400千円 市町村 奈良県 環境森林部県産材利用推進課林道災害復旧事業（補助） 市町村・森林組合管理林道の災害復旧事業に対する助成  スキーム：国1/2～6.5/10　市町村等1/2～3.5/10（基本補助率）  助成対象：市町村、森林組合  県予算額：273,540千円 市町村、森林組合 奈良県 環境森林部県産材利用推進課森林病害虫等防除事業（予防事業・駆除事業） 松くい虫被害から森林を保護するための樹幹注入、伐倒駆除事業に対する助成　スキーム：県1/2　市町村1/2  助成対象：市町村  県予算額：2,032千円 市町村 奈良県 環境森林部森林環境課
混交林誘導整備事業 施業が放置された森林に対する、防災機能が高い森林への誘導整備に対する助成　スキーム：県10/10　助成対象：市町村　県予算額：487,927千円（一部県直営） 市町村 奈良県 環境森林部森林環境課②県から地域づくり団体に対する直接助成 奈良県木材生産推進事業（奈良型作業道重点開設事業） 木材安定供給団地における作業道開設に対する助成　スキーム：国51%  県30%～37%　 事業主体19～12%  助成対象：林業事業体、森林組合、林業経営体等　県予算額：225,000千円［一部５年度12月補正］ 林業事業体等 奈良県 環境森林部県産材利用推進課奈良県木材生産推進事業（木材生産強化事業） 木材安定供給団地における利用間伐に対する助成　スキーム：国51%  県17%　事業主体32%　助成対象：林業事業体、森林組合、林業経営体等　県予算額：112,000千円［一部５年度12月補正］ 林業事業体等 奈良県 環境森林部県産材利用推進課花粉発生源対策促進事業 花粉の少ない森林への転換に対する助成　スキーム：国54%　県18%　事業主体28%　助成対象：林業事業体、森林組合、林業経営体等　県予算額：18,552千円 林業事業体等 奈良県 環境森林部県産材利用推進課林業機械導入支援事業（林業機械レンタル事業） 木材生産を実施する際に使用する林業機械のレンタルに対する助成　スキーム：県1/2　事業主体1/2　助成対象：林業事業体、森林組合、林業経営体等　県予算額：16,800千円 林業事業体等 奈良県 環境森林部県産材利用推進課林業機械導入支援事業（林業機械購入支援事業） 木材生産を実施する際に使用する林業機械の購入に対する助成　スキーム：国1/3～4/10　事業主体2/3～6/10　助成対象：林業事業体、森林組合、林業経営体等　県予算額：10,000千円 林業事業体等 奈良県 環境森林部県産材利用推進課新　林業機械導入支援事業（県単独林業機械購入支援事業） 木材生産を実施する際に使用する林業機械の導入に対する助成　スキーム：県1/3～4/10　事業主体2/3～6/10　助成対象：林業事業体、森林組合、林業経営体等　県予算額：12,000千円 林業事業体等 奈良県 環境森林部県産材利用推進課

50 地地地地域域域域のののの農農農農林林林林業業業業へへへへののののササササポポポポーーーートトトト



区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当②県から地域づくり団体に対する直接助成 林業機械導入支援事業（架線集材施設設置支援事業） 木材生産を実施する際に必要となる架線集材施設の設置に対する助成　スキーム：県1/2  事業主体1/2　助成対象：林業事業体、森林組合、林業経営体等　県予算額：800千円 林業事業体等 奈良県 環境森林部県産材利用推進課林業機械導入支援事業（林業機械リース導入支援事業） 木材生産を実施する際に使用する林業機械のリースに対する助成　スキーム：国1/3～4/10　事業主体2/3～6/10　助成対象：林業事業体、森林組合、林業経営体等　県予算額：4,970千円 林業事業体等 奈良県 環境森林部県産材利用推進課森林整備効率化促進事業（ＩＣＴ活用機器導入支援事業） ＩＣＴを活用した森林整備を行うために必要な機器の導入に対する助成　スキーム：県1/2　事業主体1/2　助成対象：林業事業体、森林組合、林業経営体等　県予算額：2,500千円 林業事業体等 奈良県 環境森林部県産材利用推進課③県庁力によるサポート 次世代型森林情報活用推進事業 航空レーザ測量により得られる精度の高い森林資源情報及び詳細な地形情報を市町村に提供し、市町村の森林整備を支援　県予算額：86,569千円 市町村 奈良県 環境森林部森林環境課森林経営管理制度推進事業 新たな森林経営管理制度の円滑な推進を図るため、森林整備や各種事務作業について助言・指導等を実施　県予算額：1,811千円 市町村 奈良県 環境森林部森林技術センター新　建築物木造木質化推進事業（市町村のための建築物木造化相談アドバイザー派遣事業） 公共建築物への県産材利用促進を図るため、建築物の木造化を検討する市町村へ建築物木造化相談アドバイザー（木造建築に精通した建築士）を派遣　県予算額：459千円 市町村 奈良県 環境森林部県産材利用推進課森林環境教育推進事業（指導者養成研修） 森林環境教育の指導者を養成するため研修会を実施  支援内容：基本的な指導者養成研修会の開催  支援対象：団体の指導者、ボランティアリーダー等  県予算額：975千円 地域団体、個人 奈良県 環境森林部森林環境課森林環境教育推進事業（人材・フィールド支援事業） 森林体験学習の指導者及び活動できるフィールドの登録、道具資材の配置を実施　支援内容：森林体験学習を実施する団体、個人に対して指導者等　　　　　　の紹介及び道具の貸出を実施　支援対象：森林体験学習を実施する団体、個人　県予算額：742千円 地域団体、個人 奈良県 環境森林部森林環境課森林環境教育推進事業（副読本等配付事業） 森林林業への理解を深めるため、副読本等を配付  支援内容：県内小学校５年生を対象に、学校を通じて配付  県予算額：2,006千円 地域団体、個人 奈良県 環境森林部森林環境課④国からの助成 美しい森林づくり基盤整備交付金 地域の自主性、裁量性を活かした森林整備に対して支援　スキーム：国1/2　市町村等1/2 市町村等 農林水産省 環境森林部県産材利用推進課山村活性化支援交付金 地域資源等の発掘・活用を通じた地域経済の活性化を支援　スキーム：定額（１地区当たり上限1,000万円） 市町村等 農林水産省 環境森林部県産材利用推進課51 地地地地域域域域のののの農農農農林林林林業業業業へへへへののののササササポポポポーーーートトトト



区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当④国からの助成 森林・山村多面的機能発揮対策交付金 森林所有者や地域住民等が協力して森林の有する多面的機能を発揮させるための保全活動に対して支援  助成割合：活動タイプ毎に12万円/ha、28.5万円/ha、0.8千円/m            資機材購入額の1/2または1/3　ほか 地域協議会活動団体 林野庁 環境森林部森林環境課⑥アドバイス・相談 林業普及指導事業 専門的な森林施業、生産技術、知識の提供 － 奈良県 環境森林部森林技術センター施業提案体制整備事業 市町村有林における木材生産量の拡大に向けた取組に対する相談・指導 － 奈良県 環境森林部森林技術センター新たな森林環境管理体制導入推進事業 新たな森林環境管理制度の実現に向け奈良県フォレスターの活用を推進 － 奈良県 環境森林部森林環境課林業普及指導事業 林業経営に必要な技術の普及指導及び森林の施業の指導 － 奈良県 食農部農林振興事務所

52 地地地地域域域域のののの農農農農林林林林業業業業へへへへののののササササポポポポーーーートトトト



５．地域の農林業へのサポート５．地域の農林業へのサポート５．地域の農林業へのサポート５．地域の農林業へのサポート

（３）鳥獣害対策等へのサポート（３）鳥獣害対策等へのサポート（３）鳥獣害対策等へのサポート（３）鳥獣害対策等へのサポート区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当①県から市町村に対する直接助成 カワウ食害防止対策事業 カワウによるあゆ等水産資源への被害を軽減するため、市町村が行うカワウ駆除事業に対する助成　スキーム：県1/2　市町村1/2　助成対象：市町村　県予算額：446千円 市町村 奈良県 食農部農業水産振興課鳥獣被害防除事業（有害獣捕獲・防護施設設置事業） 銃猟規制区域でのイノシシ等による農林産物被害対策に対する助成　スキーム：県1/2　市町村1/2  助成内容：捕獲柵等の設置  助成対象：市町村　県予算額：1,021千円 市町村 奈良県 食農部農業水産振興課鳥獣被害防除事業（有害鳥獣駆除事業） シカ、イノシシ、カラス等による農林作物被害対策に対する助成  スキーム：県1/3　市町村1/3　事業者1/3  助成内容：銃による駆除に要する経費  助成対象：市町村  県予算額：1,151千円 市町村 奈良県 食農部農業水産振興課
森林生態系保全事業（森林植生保全事業） ニホンジカ第二種特定鳥獣保護管理計画で目標としている県内適正生息数の達成に向けたメスジカの有害捕獲に対する助成　スキーム：県10/10　助成内容：10,000円/頭（通年特別捕獲強化期間　４月～６月）　　　　　　 7,000円/頭（通常期間　７月～３月）　助成対象：市町村  県予算額：32,335千円 市町村 奈良県 食農部農業水産振興課②県から地域づくり団体に対する直接助成 鳥獣被害防止対策事業（鳥獣被害防止活動支援・鳥獣被害防止整備事業） 有害鳥獣被害防止の取組に対する助成  スキーム：ソフト事業　原則      国1/2　　　　　　　　　　　　　　　　　市町村地域協議会等1/2　 　　　　 ハード事業　自力施工　国10/10　　　　　　　      　　請負施工　国1/2　　　　　　　　　　　　　　　　　市町村地域協議会等1/2  助成対象：市町村地域協議会等  県予算額：337,142千円 市町村地域協議会等 奈良県 食農部農業水産振興課

53 地地地地域域域域のののの農農農農林林林林業業業業へへへへののののササササポポポポーーーートトトト



６．地域の観光・文化へのサポート６．地域の観光・文化へのサポート６．地域の観光・文化へのサポート６．地域の観光・文化へのサポート

（１）地域の魅力づくりへのサポート（１）地域の魅力づくりへのサポート（１）地域の魅力づくりへのサポート（１）地域の魅力づくりへのサポート区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当①県から市町村に対する直接助成 文化財保存事業費補助金（埋蔵） 発掘調査補助　個人住宅の建設等に伴う発掘調査、出土遺物保存処理等に対する　助成    スキーム：国50%（直接助成）　県25%　市町村25%    助成対象：奈良市外15市町村　　県予算額：20,018千円 市町村 奈良県 地域創造部文化財課
文化財保存事業費補助金（有形）

伝統的建造物群保存修理補助　伝統的建造物群保存地区の保存のために行われる修理・修景・調　査等に対する助成    スキーム：国50%・65%（直接助成）　県10%　市町村40%・25%    助成対象：橿原市、五條市、宇陀市 　 県予算額：11,600千円美術工芸品史料調査への補助　市町村が事業主体となる史料調査事業に対する助成　　スキーム：65%（直接助成）　県３%　市町村32%    助成対象：吉野町 　 県予算額：200千円
市町村 奈良県 地域創造部文化財課

文化財保存事業費補助金（記念物）
史跡地公有化補助（国指定）　史跡・名勝等の保存と活用のために実施される買上げ等の公有化　事業に対する助成　　スキーム：国80%（直接助成）　県6.67%　市町村13.33%    助成対象：奈良市外６市町村 　 県予算額：14,965千円史跡地環境整備事業補助（国指定）　史跡・名勝等の保存と活用のために実施される環境整備事業に対　する助成    スキーム：国50%（直接助成）　県15%　市町村35%    助成対象：奈良市外11市町村 　 県予算額：30,718千円天然記念物保存整備事業補助（国指定）　天然記念物再生及び緊急調査に対する助成　　スキーム：国50%（直接助成）　県15%　市町村35%    助成対象：奈良市、宇陀市 　 県予算額：1,693千円

市町村 奈良県 地域創造部文化財課
文化資源活用補助金 国・県・市町村指定及び未指定文化財の活用等に対する助成　スキーム：県1/2　市町村等1/2　助成対象：市町村等　県予算額：16,000千円 市町村等 奈良県 地域創造部文化財課
史跡等整備活用補助金 市町村が文化観光戦略等を推進するために行う史跡等整備事業に対する助成　助成割合：史跡等整備事業15%、史跡公有化事業5.33%、　　　　　　学術発掘調査５%　助成内容：国庫補助対象事業　助成対象：市町村  県予算額：39,000千円 市町村 奈良県 地域創造部文化財課
奈良県観光総合戦略推進補助金 奈良県観光総合戦略における受入環境の整備、魅力の磨き上げ等に資する取組に対する助成　スキーム：県1/2　実施主体1/2、県1/3　実施主体2/3　県予算額：30,000千円 市町村等 奈良県 観光局観光力創造課

54 地地地地域域域域のののの観観観観光光光光・・・・文文文文化化化化へへへへののののササササポポポポーーーートトトト



区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当②県から地域づくり団体に対する直接助成 奈良中心市街地の交通対策事業 奈良市も参画している奈良中心市街地公共交通活性化協議会に対する支援　ぐるっとバスの運行（奈良公園ルート、若草山麓ルート、大宮通　りルート）　パーク＆ライド、交通対策調査等の実施　スキーム：県10/10　支援対象：奈良中心市街地公共交通活性化協議会　県予算額：220,300千円 市町村が参画する協議会 奈良県 県土マネジメント部道路建設課
奈良の鹿保護育成事業 天然記念物であり、奈良の重要な観光資源となっている「奈良のシカ」を保護するため、「奈良のシカ」の保護団体への補助や啓発等事業を実施（一般財団法人奈良の鹿愛護会への助成、鹿に関する啓発イベントの実施等）  支援内容：奈良の鹿保護育成事業実行委員会への負担金  スキーム：県1/2　奈良市1/3　春日大社1/6　県予算額：38,945千円 実行委員会 奈良県 観光局奈良公園室③県庁力によるサポート 刊行物等による県政広報事業 「県民だより奈良」の発行　県内全戸配布の県政広報誌で県の施策、イベント等を紹介　点字、音声版も作成　　支援内容：｢市町村ガイド｣のコーナーで市町村の情報を紹介　　　　　　　（１月あたり1.5ページ×12月）　　　県予算額：19,568千円 市町村 奈良県 知事公室広報広聴課
新 世界遺産普及啓発事業 「紀伊山地の霊場と参詣道」世界遺産登録20周年を契機に、文化財保護に関わる行政職員向け研修を実施　支援内容：世界遺産保存管理に関する研修会　支援対象：世界遺産「紀伊山地の霊場と参詣道」所在の９市町村　県予算額：71千円 市町村 奈良県 地域創造部世界遺産室観光ボランティアガイド育成強化事業 県内各地域で活躍中の観光ボランティアガイドに対して、資質向上、相互交流のための研修を実施  支援内容：観光ボランティアガイド研修会　支援対象：県内観光ボランティアガイド団体　県予算額：600千円 観光ボランティアガイド団体 奈良県 観光局観光戦略課観光振興の土台づくり推進事業 観光振興の土台づくりに向けた取組を推進　支援内容：地域の課題解決に向けた研修会の開催　県予算額：21,800千円 市町村等 奈良県 観光局観光力創造課新 奈良県観光データ活用促進事業 人流解析データと定点観測（県内観光地約600地点）データを取得・分析（観光客動態調査にも活用）　県予算額：50,000千円 市町村等 奈良県 観光局観光戦略課新 観光地域づくり推進事業 県内における実践的かつ効果的な観光地域づくりを推進　県予算額：131,500千円 市町村等 奈良県 観光局観光力創造課新 「奈良まほろば館」運営高度化事業 首都圏の情報発信拠点「奈良まほろば館」において、県産品の販売や飲食の提供を行うとともに、イベントや県内の観光案内等を実施することにより、本県の観光、食・特産品等の魅力を発信  支援内容：市町村のイベント等の企画・運営に係る助言、広報等  県予算額：23,867千円 市町村 奈良県 観光局観光力創造課

55 地地地地域域域域のののの観観観観光光光光・・・・文文文文化化化化へへへへののののササササポポポポーーーートトトト



区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当③県庁力によるサポート 奈良県観光キャンペーン事業 首都圏をはじめ全国からの誘客を図るため、歴史的な事跡や食・食文化等を活用した周遊促進プロモーションを実施　支援内容：観光見本市やＰＲイベント等での共同出展や市町村の　　　　　　ＰＲツールの配布、ＳＮＳ等での情報発信など　県予算額：160,500千円 市町村 奈良県 観光局観光力創造課奈良県観光情報サイト管理運営事業 奈良県ビジターズビューローが管理運営する観光公式ＨＰである「あをによしなら旅ネット」を活用し、市町村のイベントや観光情報の掲載及び市町村と協力した情報発信を実施　県予算額：6,217千円 市町村 奈良県 観光局観光力創造課④国からの助成 都市・農山漁村の地域連携による子ども農山漁村交流推進事業 子どもの農山漁村体験交流の取組の拡大、定着を図るため、送り側・受入側の地方公共団体双方が連携して行う実施体制の構築を支援する事業等を実施 市町村 総務省 知事公室市町村振興課日本遺産認定・支援事業 点在する有形・無形の文化財をストーリーとして認定した日本遺産の情報発信・普及啓発・活用整備事業に対する助成  助成対象：認定を受けた市町村　助成割合：情報発信・普及啓発10/10　　　　　　活用整備事業1/2～2/3 市町村等によって構成される協議会 文化庁 地域創造部文化財課
文化財保存事業費関係補助金

建造物・美術工芸品・記念物・埋蔵文化財・伝統的建造物群の保存・修理・調査、名勝・史跡・天然記念物等の保護、民俗文化財の伝承基盤整備、史跡地等の公有化、史跡地の環境整備等の文化財保護法に基づく文化財の保存・活用事業に対する助成　スキーム：有形文化財修理（建造物・美工）　　　　　　  国50%～85%　県3%～5%　所有者等47%～10%　　　　　  有形文化財修理（伝統的建造物群の保存修理・調査）　　　　　　　国50%・65%　県10%　市町村40%・25%　　　　　　伝承基盤整備（民俗文化財）　　　　　　　国50%　県25%　保護団体25%　　　　　　史跡地等公有化（記念物）　　　　　　　国80%　県6.67%　市町村13.33%　　　　　　史跡地等環境整備（記念物）　　　　　　　国50%　県15%　市町村等35%　　　　　　埋蔵文化財発掘調査　　　　　　　国50%　県25%　市町村25%　　　　　　埋蔵文化財公開活用　　　　　　　国50%　県3%　市町村47%
文化財所有者・管理団体・保持団体、市町村 文化庁 地域創造部文化財課

地域文化財総合活用推進事業（地域文化遺産・地域計画等） 我が国の「たから」である地域の多様で豊かな文化遺産を活用した、伝統芸能・伝統行事の公開・後継者養成、古典に親しむ活動等、各地域の実情に応じた特色ある総合的な取組に対する助成　助成割合：85％、100％ 実行委員会、市町村、協議会 文化庁 地域創造部文化財課地域文化財総合活用推進事業（文化財保存活用地域計画作成） 市町村が、地域に存在する文化財を指定・未指定にかかわらず幅広く把握し、その周辺環境を含めて総合的に保存・活用するための地域計画作成に必要となる経費に対する助成　助成割合：10/10以内 市町村 文化庁 地域創造部文化財課地域文化財総合活用推進事業（地域伝統行事・民俗芸能等継承振興事業） 担い手が減少し行事等の継承が困難になっている一方で、地域活性化等に資する役割が認識され、その積極的な活用が期待されている伝統行事や民俗芸能等の用具の修理・後継者養成などの取組に対する助成　助成割合：85％（継承枠の上限額10,000千円、振興枠の上限額50,000千円） 実行委員会 文化庁 地域創造部文化財課地域文化財総合活用推進事業（世界文化遺産） 文化振興と地域活性化を推進するため、「世界遺産」に登録された地域で行われる文化遺産の価値・魅力の発信や保存・活用の担い手の育成、遺産の公開やシンポジウムの開催等の取組に対する助成　助成割合：予算の範囲内において定額 実行委員会 文化庁 地域創造部世界遺産室
56 地地地地域域域域のののの観観観観光光光光・・・・文文文文化化化化へへへへののののササササポポポポーーーートトトト



区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当④国からの助成 訪日外国人旅行者受入環境整備緊急対策事業（交通サービス調査事業） 訪日外国人旅行者等が移動を円滑に行うための交通サービスに関する調査に係る事業等に対する助成　助成割合：調査事業1/2（上限額10,000千円）　　　　　　利用促進事業1/2 協議会、市町村 観光庁 県土マネジメント部リニア・地域交通課地方創生（整備）推進交付金 地方公共団体が行う自主的かつ自立的な取組による地域の活力の再生を総合的かつ効果的に推進するため、地域における交通の円滑化及び産業振興のための道整備や地域の人々の生活環境の改善のための汚水処理施設整備を支援　助成割合：通常の国庫補助事業における補助率と同じ　　　　　　（ただし５年間のパッケージで事業認定し、年度間融　　　　　　　通が可能） 市町村 内閣府 まちづくり推進局県土利用政策課⑤公的団体からの助成 研修派遣支援 奈良県広報協会による広報研修への市町村職員の派遣を支援　支援内容：派遣経費を協会で負担　支援対象：県広報協会会員市町村 会員市町村 奈良県広報協会 知事公室広報広聴課移住・定住・交流推進支援事業 地方が都市住民などを受け入れる移住や、交流人口の増加等につながる地域交流の推進により、地域を活性化することを目的として、地域団体もしくは市町村等が自主的･主体的に実施する移住・交流事業に対する助成　助成金額：2,000千円（上限）　助成割合：10/10以内 市町村、広域連合、一部事務組合、協議会 （一財）地域活性化センター 知事公室市町村振興課地域づくり団体が行う研修会等に対する助成 地域づくり団体全国協議会に登録している地域づくり団体が行う研修会等に対する助成　助成金額：150千円（上限） 地域づくり団体 （一財）地域活性化センター こども・女性局教育振興課地方移住・関係人口創出事業 市町村が行う地方移住・関係人口創出を目的とした事業（お試し移住支援事業、地域企業等人材マッチング支援事業、地方創生テレワーク促進事業、地域の魅力・情報発信支援事業等）に対する助成　助成金額：3,000千円（上限）　助成割合：10/10以内 市町村 （公財）地域社会振興財団 知事公室市町村振興課地方創生アドバイザー事業 地方創生に向けて適切な助言を行う各分野の専門家を招聘し、自主的・主体的・継続的に地域づくり活動に取り組む事業に対する助成　助成金額：200千円（上限）　助成割合：10/10以内 市町村、広域連合、一部事務組合、協議会 （一財）地域活性化センター 知事公室市町村振興課⑥アドバイス・相談 「地域活性化伝道師」派遣制度 内閣府に登録された地域興しのスペシャリスト（地域活性化伝道師）を派遣し、地域の活性化に向けた意欲的な取組に対して指導・助言を行うなど、地域からの相談に対する総合コンサルティング業務を実施 － 内閣府 まちづくり推進局県土利用政策課
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６．地域の観光・文化へのサポート６．地域の観光・文化へのサポート６．地域の観光・文化へのサポート６．地域の観光・文化へのサポート

（２）地域の文化芸術活動を推進するためのサポート（２）地域の文化芸術活動を推進するためのサポート（２）地域の文化芸術活動を推進するためのサポート（２）地域の文化芸術活動を推進するためのサポート区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当④国からの助成 文化芸術創造拠点形成事業 地域の文化芸術資源を活用して地方公共団体が主体的に実施する文化事業であり、文化芸術に携わる専門的人材を軸としながら地域住民の積極的な参加の下で文化芸術創造拠点の形成を志向し、人材育成・調査研究等の基盤的事業や多様な文化芸術事業等の企画を有機的に連動させることで地域の総合的な文化芸術振興を企図する事業に対する助成　助成割合：1/2以内　助成上限：80,000千円 地方公共団体 文化庁 地域創造部文化振興課
劇場 ・音楽堂等の子供鑑賞体験支援事業 子供たちが劇場・音楽堂等において本格的な実演芸術を鑑賞・体験等する機会を提供する取組を支援することにより、子供たちの豊かな人間性の涵養を図るとともに、将来の文化芸術の担い手や観客育成に資することを目的とし、劇場・音楽堂等で行われる実演芸術の公演であって、１８歳以下の子供が無料で鑑賞できる劇場・音楽堂等で行われる実演芸術の公演に要する経費に対する助成　助成割合：1/2又は子供無料とした座席料金総額の２倍のいずれか　          低い方　助成上限：30,000千円～40,000千円　　　　　　（子ども無料席の割合により異なる）

劇場・音楽堂等の設置者又は管理者、専門性を有する実演芸術団体 文化庁 地域創造部文化振興課
伝統文化親子教室事業（統括実施型） 次代を担う子供たちが親とともに、民俗芸能、工芸技術、邦楽、日本舞踊、華道、茶道、食文化、囲碁、将棋などの伝統文化等に関する活動を計画的・継続的に体験・修得できる機会を提供する取組に対する助成　助成金額：500千円（上限：教室の規模により異なる） 伝統文化等の振興等を目的とする複数の団体で構成する統括団体 文化庁 地域創造部文化振興課伝統文化親子教室事業（教室実施型） 次代を担う子供たちが親とともに、茶道、華道、和装、囲碁、将棋などの伝統文化等に関する活動を計画的・継続的に体験・修得できる機会を提供する取組に対する助成　助成金額：500千円（上限：教室の規模により異なる） 伝統文化等の振興等を目的とする団体 文化庁 地域創造部文化振興課伝統文化親子教室事業（地域展開型） 地方公共団体や伝統文化等の指導者等が一体となって、教室実施が困難な地域において伝統文化等の参加や体験機会を提供することにより、より多くの子供たちが伝統文化等に気軽に触れられる機会を提供し、幅広い参加を促進するとともに、伝統文化等への興味・関心を高める取組に対する助成　助成金額：上限15,000千円           （大規模に実施する事業については40,000千円を上限） 地方公共団体等 文化庁 地域創造部文化振興課⑤公的団体からの助成 優秀映画鑑賞推進事業 広く国民に優れた映画の鑑賞の機会を提供するため（独）国立美術館国立映画アーカイブが所蔵する映画フィルムの公開上映の実施を支援　助成内容：映画フィルムの提供等 公立文化施設 （独）国立美術館国立映画アーカイブ 地域創造部文化振興課
芸術文化振興基金助成金 １ 芸術文化振興基金による助成事業（１）芸術家及び芸術団体が行う芸術の創造・普及活動（２）地域の文化振興を目的として行う活動（３）文化に関する団体が行う文化の振興、普及活動２ 文化芸術振興費補助金による助成事業（１）舞台芸術等総合支援事業（創造団体支援）（２）舞台芸術等総合支援事業（国際芸術交流支援）（３）舞台芸術等総合支援事業（劇場・音楽堂等向け支援）（４）劇場・音楽堂等活性化・ネットワーク強化事業（５）映画製作への支援　　助成金額：活動の規模等に応じて定額ほか 地方公共団体、文化団体等 （独）日本芸術文化振興会 地域創造部文化振興課
地域住民のためのコンサート 各地の公共ホールへ著名な演奏家を派遣し、都道府県、当該市町村、財団の三者共同主催により、地域住民へ廉価で質の高いコンサートを提供　助成対象：演奏家に対する出演料、交通費、宿泊費、楽器運搬費　　　　　　等 市町村 （公財）三井住友海上文化財団 地域創造部文化振興課文化の国際交流活動に対する助成 音楽・郷土芸能の分野でアマチュア団体が行う国際交流活動に対する助成　助成金額：１事業企画につき500千円            但し、助成対象事業がより有意義で優れていると            判断した場合は、助成金額を最大100万円まで増額 アマチュア団体 （公財）三井住友海上文化財団 地域創造部文化振興課58 地地地地域域域域のののの観観観観光光光光・・・・文文文文化化化化へへへへののののササササポポポポーーーートトトト



区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当⑤公的団体からの助成 コミュニティ助成事業（地域の芸術環境づくり助成事業） 市町村等が自ら企画・制作する音楽、演劇、ダンス、古典芸能、美術分野などの文化・芸術事業のうち、「地域交流プログラム」を伴うソフト事業に対する助成　助成割合：助成対象経費から入場料等収入を控除した額の2/3以内　助成上限：5,000千円 市町村等 （一財）自治総合センター 地域創造部文化振興課

宝くじ文化公演事業 コミュニティ活動の充実・強化により、地域社会の健全な発展と住民福祉の向上を図ることを目的に、地域の人々に上質な音楽、演劇等を提供する取組に対する助成　助成対象：演奏会出演者にかかる経費等 市町村等 （一財）自治総合センター 地域創造部文化振興課文化財保存修復事業助成 国指定以外の美術工芸品のうち、屋内展示が可能で、社会的意義の高い保存・修復事業に対する助成　助成対象：上記美術工芸品の所有者　　　　　　ただし営利企業等及びその関係者は対象外　助成金額：１件につき500万円を上限 文化財所有者 （公財）三菱財団 地域創造部文化財課民俗芸能および民俗技術等地域の伝統文化の継承活動支援 古来より各地に伝わる「民俗芸能」ならびに「民俗技術」の保存・継承活動、特に後継者育成のための諸活動に対する助成　助成金額：「民俗芸能」は１件につき700千円を上限            「民俗技術」は１件につき400千円を上限　助成割合：10/10 団体・個人 （公財）明治安田クオリティオブライフ文化財団 地域創造部文化財課文化財保存修復助成 県指定文化財又は市指定文化財で修理等を行う有形文化財又は有形民俗文化財のうち、所有者の負担が大きい事業に対する助成　助成金額：定額 団体・個人 （公財）文化財保護・芸術研究助成財団 地域創造部文化財課文化財維持・修復事業助成 芸術的、学術的に価値のある後世に継承すべき美術工芸品の維持・修復事業に対する助成　助成対象：上記文化財の所有者　　　　　　ただし、①営利法人、②営利目的あるいは私的鑑賞を　　　　　　目的に所有又は管理する個人は対象外　助成金額：定額 団体・個人 （公財）住友財団 地域創造部文化財課

地域創造部文化振興課地域の文化・芸術活動助成事業
創造プログラム　地方公共団体等の自主事業の企画制作能力の向上及び公立文化施  設の利活用の推進等を図るため、地域の活性化に寄与する長期的  展望を有し、発展的・継続的に事業を実施するうえで他の地域の  参考となるような顕著な工夫が認められる公演、展覧会事業に助  成　　助成割合：助成対象経費から入場料等収入を控除した額の1/2以　　　　　　　内　　助成上限：10,000千円連携プログラム　新たに自ら企画し、３以上の地方公共団体等が連携して、共同で　制作する公演・展覧会のうち「地域交流プログラム」を伴う事業　に対する助成　　助成割合：助成対象経費から入場料等収入を控除した額の2/3以　　　　　　　内　　助成上限：連携を構成する１地方公共団体等につき5,000千円、   　　 　　　全体30,000千円研修プログラム　地域の文化・芸術活動を担う者のスキルの向上ノウハウの習得な　どを目指す、地方公共団体等が自ら主体的に企画・実施する実践　的な人材育成事業に対する助成　　助成割合：助成対象経費から入場料等収入を控除した額の2/3以              内　　助成上限：2,000千円公立文化施設活性化計画プログラム　地域において果たすべき公立文化施設の役割とそれを実現するた　めの方策を登載した計画を、地方公共団体等が自ら主体的に企画　し策定する事業に対する助成　　助成割合：助成対象経費から入場料等収入を控除した額の2/3以              内　　助成上限：2,000千円

地方公共団体等 （一財）地域創造
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区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当⑤公的団体からの助成 文化財保護活動への助成 国、都道府県及び市町村の指定文化財、歴史遺産やこれに準じる文化財、歴史遺産の保存・修復・公開活用及びこれらの環境保全等に関わる事業や活動に対する助成  助成対象：非営利法人またはそれに準ずる任意団体　助成金額：定額 団体等 （公財）朝日新聞文化財団 地域創造部文化財課地域文化活動事業助成 各地の民俗芸能の保存伝習事業、公演又は公開事業に対する助成　助成金額：200千円が上限　助成割合：10/10 地域の芸術文化団体 （一財）冲永文化振興財団 地域創造部文化財課地域伝統芸能等保存事業（映像記録保存事業） 市町村が実施する、各地域で失われつつあり、記録の少ない伝統芸能等を映像に記録・保存する事業に対する助成　助成金額：2,000千円（上限）　助成割合：2/3以内 市町村 （一財）地域創造 地域創造部文化財課地域伝統芸能等保存事業（地方フェスティバル事業） 地方公共団体が実施する、地域固有の伝統芸能を保存・継承するための公演事業に対する助成　助成金額：市町村500千円（上限）　助成割合：1/2以内 市町村等 （一財）地域創造 地域創造部文化財課地域伝統芸能等保存事業（保存・継承活動支援事業） 市町村が実施する、地域固有の伝統芸能を保存・継承するために活動している団体等の支援事業に対する助成　助成金額：300千円（上限）　助成割合：1/2以内 市町村 （一財）地域創造 地域創造部文化財課
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６．地域の観光・文化へのサポート６．地域の観光・文化へのサポート６．地域の観光・文化へのサポート６．地域の観光・文化へのサポート

（３）地域の国際化に向けたサポート（３）地域の国際化に向けたサポート（３）地域の国際化に向けたサポート（３）地域の国際化に向けたサポート区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当①県から市町村に対する直接助成 新　在住外国人コミュニティ活動支援補助金 県内における多文化共生施策の一環として、県内の在住外国人コミュニティの活性化に向けた活動に対する助成　スキーム：県10/10　助成内容：在住外国人コミュニティの活性化を図るとともに、日　　　　　　本人との交流により多文化共生にも資する事業のう　　　　　　ち、新たに取り組むもの  助成金額：1,000千円（上限）　助成割合：10/10  県予算額：5,000千円
市町村、在住外国人コミュニティ、上記コミュニティと連携する県内団体 奈良県 知事公室国際課④国からの助成 外国人受入環境整備交付金 在留外国人に対し、生活に係る適切な情報や相談場所に迅速に到達できるよう、情報提供及び相談を多言語で行うワンストップ型の相談窓口の設置・拡充又は運営を支援　助成割合：設置・拡充  交付金対象事業費の10/10　　        運営　　　　交付金対象事業費の1/2　上 限 額：設置・拡充、運営事業毎に以下の金額を限度に交付　　　　　　　外国人住民数　5,000人以上　10,000千円　　　　　  　　　　　 1,000人～4,999人　 5,000千円              　　　　 　　500人～999人　 3,000千円 　　　　　　　　　　　 　　　500人未満　 2,000千円 市町村 出入国在留管理庁 知事公室国際課⑤公的団体からの助成 経済活動助成事業 地方公共団体が企画するなど、事業に直接関与している海外販路開拓事業、海外観光客誘致事業で、将来的に経済効果が見込まれ、他の地方公共団体の取組の参考となる事業への助成※助成対象経費が2,000千円以下の事業は対象外　助成内容：①地方公共団体の地元産品等の海外販売促進のために　　　　　　　実施する事業、地方公共団体への海外観光客の誘致　　　　　　　促進のために実施する事業　　　　　　②新規事業又は継続事業で特色が示せる事業　助成金額：5,000千円（海外で活動を行う事業の上限）　　　　　　3,000千円（日本国内で活動を行う事業の上限）　助成割合：1/2以内 市町村 （一財）自治体国際化協会 知事公室国際課

自治体国際協力促進事業（モデル事業）
地方公共団体が行う国際協力活動の一層の推進を図るため、地方公共団体等が行う国際協力事業の中から先駆的な役割を果たす事業への助成※助成対象経費が1,000千円以下の事業は対象外　助成内容：①地方公共団体等が連携して実施する国際協力事業　　　　　　②他の地方公共団体等のモデルケースとなり得る先駆　　　　　　　的事業　助成金額：5,000千円　　　　　　（複数の地方公共団体等で実施する事業の上限）　　　　　　3,000千円　　　　　　（単独の地方公共団体等で実施する事業の上限）　助成割合：10/10

市町村、地域国際化協会、上記団体と連携するＮＧＯ （一財）自治体国際化協会 知事公室国際課
国際交流支援事業 地方公共団体等が実施する国際交流事業のうち、交流の拡大や発展により、地域住民等の幅広い参画が見込まれる新規事業または周年事業等の特色が示せる継続事業で、次のいずれかに該当する事業への助成※助成対象経費が2,000千円以下の事業は対象外　助成内容：①姉妹提携・友好提携に関する記念事業　　　　　　②文化・芸術・研究に関する交流事業　　　　　　③青少年交流に関する事業　　　　　　④国際会議に関する事業　　　　　　⑤その他地域の特色を活かした交流事業　助成金額：5,000千円（主として海外で行う事業の上限）　　　　　　3,000千円（主として日本国内で行う事業の上限）　助成割合：1/2以内

市町村、地域国際化協会 （一財）自治体国際化協会 知事公室国際課
コミュニティ助成事業（地域国際化推進助成事業） 市町村が認めるコミュニティ国際交流組織が実施する多文化共生、国際理解推進など地域レベルでの国際化の推進に資する先導的かつ他の団体の模範となるソフト事業への助成　助成内容：地域レベルでの国際化の推進に資する先導的かつ他の　　　　　　団体の模範となるソフト事業　助成金額：2,000千円（上限）　助成割合：10/10 市町村、広域連合等 （一財）自治総合センター 知事公室国際課

61 地地地地域域域域のののの観観観観光光光光・・・・文文文文化化化化へへへへののののササササポポポポーーーートトトト



区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当⑤公的団体からの助成 多文化共生のまちづくり促進事業
地方公共団体等が実施する多文化共生を推進する事業のうち、特に重要性、必要性が高く、他団体の範となる事業に対する助成　助成内容：①医療・保健・福祉支援事業　　　　　　②防災支援事業　　　　　　③教育支援事業　　　　　　④労働環境整備事業　　　　　　⑤居住支援事業　　　　　　⑥外国人住民の自立と社会参画支援事業　　　　　　⑦上記事業実施に係る情報の多言語化や日本語学習　　　　　　　支援事業　助成金額：4,000千円（複数の市町村等で実施する事業の上限）　　　　　　3,000千円（単独の市町村等で実施する事業の上限）　　　　　　※下限額：500千円　助成割合：10/10

市町村、地域国際化協会等 （一財）自治体国際化協会 知事公室国際課

62 地地地地域域域域のののの観観観観光光光光・・・・文文文文化化化化へへへへののののササササポポポポーーーートトトト



７．地域の基盤づくりのためのサポート７．地域の基盤づくりのためのサポート７．地域の基盤づくりのためのサポート７．地域の基盤づくりのためのサポート

（１）地域の道路・河川整備へのサポート（１）地域の道路・河川整備へのサポート（１）地域の道路・河川整備へのサポート（１）地域の道路・河川整備へのサポート区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当①県から市町村に対する直接助成 奈良県総合医療センターアクセス整備推進事業費補助 奈良県総合医療センターへのアクセスのための道路整備事業に対する助成　助成内容：道路整備事業に係る市の公債費のうち、地方交付税算　　　　　　入額を差し引いた額の1/2　助成対象：奈良市  県予算額：7,000千円 市町村 奈良県 県土マネジメント部道路建設課南奈良総合医療センターアクセス整備推進事業費補助 南奈良総合医療センターへのアクセスのための道路整備事業に対する助成　助成内容：道路整備事業に係る市の公債費のうち、地方交付税算　　　　　　入額を差し引いた額の1/2　助成対象：五條市  県予算額：339千円 市町村 奈良県 県土マネジメント部道路建設課うだ・アニマルパーク進入路整備推進事業費補助 うだ・アニマルパークへのアクセスのための道路整備事業に対する助成　助成内容：道路整備事業に係る市の公債費のうち、地方交付税算　　　　　　入額を差し引いた額の1/2　助成対象：宇陀市  県予算額：7,968千円 市町村 奈良県 県土マネジメント部道路建設課大和川流域総合治水対策費補助 大和川流域総合治水対策として保水機能を高める事業に対する助成  スキーム：国33.3％　県11.7％　市町村55.0％  助成内容：流域貯留浸透施設整備事業に係る経費の一部　県予算額：1,750千円 市町村 奈良県 県土マネジメント部河川整備課平成緊急内水対策事業費補助 奈良県平成緊急内水対策事業の促進を図るため、市町村が実施する内水対策に要する経費に対する助成  スキーム：国1/2　県1/5　市町村3/10  助成内容：国庫対象事業に係る市町村公債費のうち、地方交付税　　　　　　算入額を差し引いた額　県予算額：602,377千円 市町村 奈良県 県土マネジメント部河川整備課③県庁力によるサポート 平成緊急内水対策事業 奈良県平成緊急内水対策事業の促進を図るため、市町村が実施する内水対策等のうち、貯留施設整備に係る詳細設計業務及び工事を受託　県予算額：220,500千円 市町村 奈良県 県土マネジメント部河川整備課④国からの助成 社会資本整備総合交付金／防災・安全交付金（道路改良事業） 社会資本総合整備計画に基づき実施される道路事業に対する支援　助成割合：5.0/10または5.5/10（嵩上げの場合あり） 市町村 国土交通省 県土マネジメント部道路建設課地方創生道整備推進交付金事業 「地域再生計画」に基づき農・林道と一体となって整備する市町村道整備事業（改築、修繕）に対する交付金　助成割合：1/2　助成対象：地域再生法第５条第１項の認定を受けた地方公共団体 市町村 内閣府、国土交通省 県土マネジメント部道路建設課道路関係補助事業 地域高規格道路・重要物流道路、都道府県境道路整備、ＩＣアクセス道路、無電柱化推進計画事業、交通安全対策事業、踏切道改良計画事業として実施される道路事業に対する支援　助成割合：5.0/10または5.5/10（嵩上げの場合あり） 市町村 国土交通省 県土マネジメント部道路建設課社会資本整備総合交付金／防災・安全交付金（街路事業） 社会資本総合整備計画に基づき実施される街路事業に対する支援　助成割合：5.0/10または5.5/10（嵩上げの場合あり） 市町村 国土交通省 県土マネジメント部道路建設課街路関係補助事業 地域高規格道路、重要物流道路、都道府県境道路、ＩＣアクセス道路、無電柱化推進計画事業、踏切道改良計画事業として実施される街路事業に対する支援　助成割合：5.0/10または5.5/10（嵩上げの場合あり） 市町村 国土交通省 県土マネジメント部道路建設課63 地地地地域域域域のののの基基基基盤盤盤盤づづづづくくくくりりりりののののたたたためめめめののののササササポポポポーーーートトトト



区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当④国からの助成 街路交通調査費 都市・地域総合交通戦略策定調査、地域高規格道路調査に対する支援　助成割合：1/3 市町村 国土交通省 県土マネジメント部道路建設課都市・地域交通戦略推進事業 都市・地域総合交通戦略等に基づき実施される、徒歩、自転車、自動車、公共交通等多様なモードの連携が図られた、自由通路、駐車場等の公共的空間や公共交通等からなる都市交通システム整備全体に対する支援（社会資本整備総合交付金又は補助金）　助成割合：1/3または1/2 市町村 国土交通省 県土マネジメント部道路建設課防災・安全交付金（交通安全施設整備） 市町村が実施する通学路等の交通安全施設整備事業に対する助成　助成割合：5.0/10～6.71/10 市町村 国土交通省 県土マネジメント部道路マネジメント課防災・安全交付金（道路の保全整備） 市町村が実施する橋梁の耐震対策、道路の法面対策等の保全整備に対する助成　助成割合：5.0/10～6.71/10 市町村 国土交通省 県土マネジメント部道路マネジメント課道路メンテナンス事業補助（老朽化対策） 今後老朽化する道路施設の増加に対応し、道路施設の個別施設計画に基づき実施する設計・工事及び定期的に点検する費用を助成  助成割合：5.5/10～6.71/10 市町村 国土交通省 県土マネジメント部道路マネジメント課防災・安全交付金（流域貯留浸透事業） 市町村が実施する総合治水対策特定河川の流域においての貯留、浸透又は貯留浸透機能を持つ施設の整備等事業に対する助成　助成割合：1/3 市町村 国土交通省 県土マネジメント部河川整備課特定都市河川浸水被害対策推進事業費補助 市町村が実施する特定都市河川の流域においての貯留、浸透又は貯留浸透機能を持つ施設の整備等事業に対する助成　助成割合：1/2 市町村 国土交通省 県土マネジメント部河川整備課⑥アドバイス・相談 奈良県市町村道整備促進期成同盟会研修事業 県内市町村道路整備促進の財源確保を行うための団体において、道路整備に資する研修会等を開催 － 奈良県 県土マネジメント部道路建設課バリアフリー基本構想策定支援 市町村におけるバリアフリー基本構想策定を進めるため、未策定の市町村に対して、先進事例などの情報提供や講習会開催など技術的支援を実施 － 奈良県 県土マネジメント部道路マネジメント課

64 地地地地域域域域のののの基基基基盤盤盤盤づづづづくくくくりりりりののののたたたためめめめののののササササポポポポーーーートトトト



７．地域の基盤づくりのためのサポート７．地域の基盤づくりのためのサポート７．地域の基盤づくりのためのサポート７．地域の基盤づくりのためのサポート

（２）上・下水道整備へのサポート（２）上・下水道整備へのサポート（２）上・下水道整備へのサポート（２）上・下水道整備へのサポート区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当①県から市町村に対する直接助成
簡易水道等整備推進事業

簡易水道整備推進事業　市町村が整備する簡易水道事業の公債費に対する助成　助成割合：過疎、辺地　16％（10年分割補助）　　　　　　その他  　　20％（10年分割補助）　助成内容：国庫補助対象事業費　助成対象：13 市町村　県予算額：103,964千円簡易水道事業等災害復旧事業  紀伊半島大水害による簡易水道施設等の災害復旧事業の公債費に　対する助成　助成割合：災害復旧国庫補助　12.5～25％（10年分割補助） 　　　　　 単独災害補助　　　　20～50％（10年分割補助）　助成内容：国庫補助対象事業費、起債対象事業費　助成対象：３村　県予算額：504千円　県予算合計：104,468千円
市町村 奈良県 環境森林部水・大気環境課

水道施設等耐震化等事業 生活に密接に関係する水道施設及び保健衛生施設等の耐震化を推進するとともに水道事業の広域化を推進し、水道施設の効率化や人員体制の集約化を図り水道事業体の運営基盤を強化するための施設整備に必要な経費に対する交付金　助成割合：1/2、2/5、1/3、1/4　県予算額：1,335,491千円 市町村等 奈良県 環境森林部水・大気環境課流域下水道負荷軽減等推進事業 市町村が実施する流域下水道負荷軽減等に資する事業に対する助成　スキーム：県1/2　市町村1/2　助成対象：流域下水道関連市町村　県予算額：100,000千円 市町村 奈良県 県土マネジメント部下水道マネジメント課③県庁力によるサポート 新県域水道ビジョン推進事業 地方公営企業法の適用等、簡易水道事業にかかる国の制度改正への対応や共同管理体制の検討を支援　県予算額：1,653千円 市町村 奈良県 環境森林部水・大気環境課県域水道一体化推進事業 新県域水道ビジョンが示す「県域水道の一体化」に向けた取組を推進　新　県域水道一体化に係るIT基盤の構築　ほか  支援対象：県域水道一体化参加団体　  県予算額：2,224,174千円 市町村、一部事務組合 奈良県 水道局県域水道一体化準備室　 県域水道ファシリティマネジメント推進事業 県水転換及び連携に伴う送水施設等の整備　支援対象：宇陀市、三郷町、田原本町  県予算額：598,925千円 市町村 奈良県 水道局業務課④国からの助成 水道施設整備費補助 厚生労働省が定めるダム等の水源開発施設や簡易水道事業の用に供する水道施設の新設又は増設に必要な経費に対する助成　助成割合：2/5　ほか 市町村等 国土交通省 環境森林部水・大気環境課社会資本整備総合交付金（下水道事業） 快適な暮らしを実現し良好な環境を創造するための下水道の整備に関する事業に対する助成　助成割合：1/2 市町村 国土交通省 県土マネジメント部下水道マネジメント課防災・安全交付金（下水道事業） 安全・安心、快適な暮らしを実現し良好な環境を創造するための下水道の整備に関する事業に対する助成　助成割合：1/2 市町村 国土交通省 県土マネジメント部下水道マネジメント課65 地地地地域域域域のののの基基基基盤盤盤盤づづづづくくくくりりりりののののたたたためめめめののののササササポポポポーーーートトトト



７．地域の基盤づくりのためのサポート７．地域の基盤づくりのためのサポート７．地域の基盤づくりのためのサポート７．地域の基盤づくりのためのサポート

（３）公共工事の技術管理等へのサポート（３）公共工事の技術管理等へのサポート（３）公共工事の技術管理等へのサポート（３）公共工事の技術管理等へのサポート区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当③県庁力によるサポート 道路施設老朽化対策市町村支援事業 市町村管理橋梁等の予防保全を図るための点検業務及び修繕業務を受託　県予算額：301,800千円 市町村 奈良県 県土マネジメント部道路マネジメント課⑥アドバイス・相談 公民連携アドバイザー派遣事業 公民連携手法による公共施設等の整備・維持管理・運営等を推進する地方公共団体の要請に応じ、シンクタンク等の専門家又は財団の担当職員をアドバイザーとして派遣　事業内容：①ＰＰＰ／ＰＦＩ　　　　　　②公共施設マネジメント　支援内容：１回（アドバイザー派遣） 市町村 （一財）ふるさと財団 知事公室市町村振興課公共工事の品質確保に関する取組アドバイス 「総合評価落札方式」など公共工事の品質確保に関する取組について市町村からの様々な相談や質疑等について対応し、市町村の事務手続きをサポートする窓口の設置  ※総合評価落札方式、低入札価格調査制度、施工体制点検特別調　　査等 － 奈良県 県土マネジメント部技術管理課設計積算・技術基準に関するサポート 建設工事における設計積算及び技術基準に関して、市町村からの様々な相談や質疑等に対応 － 奈良県 県土マネジメント部技術管理課土木積算システム支援 土木工事等発注における予定価格算出について、県が使用している積算システムを希望する市町村に提供 － 奈良県 県土マネジメント部技術管理課公共事業再評価実施支援 再評価を実施する市町村の公共事業について、県が設置している「公共事業評価監視委員会」に諮れることとし、その審議の場を提供 － 奈良県 県土マネジメント部技術管理課市町村職員土木技術研修 県職員向けの土木技術に係る研修（橋梁下部工設計、監督員、検査員研修等）に対し、希望する市町村職員の受入を実施 － 奈良県 県土マネジメント部技術管理課建築・設備職員向け研修等 県職員向けの建築・設備職員向け研修（監督員研修、検査員研修）等に対し、希望する市町村職員の受入を実施 － 奈良県 県土マネジメント部技術管理課簡易水道技術支援 水道施設の維持管理マニュアルの作成、施設統合計画や施設設計に関するセカンドオピニオン、水質管理・施設運転管理に関する改善提案や漏水復旧の緊急支援等、簡易水道事業者からの相談や質疑等に対応 － 奈良県 水道局業務課施設管理者向け保全業務研修等 県職員の施設管理者向け保全業務研修に対し、希望する市町村職員の受入を実施 － 奈良県 まちづくり推進局営繕課営繕工事に関するサポート 建設工事及び委託業務に関する基準等の情報提供を実施 － 奈良県 まちづくり推進局営繕課
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７．地域の基盤づくりのためのサポート７．地域の基盤づくりのためのサポート７．地域の基盤づくりのためのサポート７．地域の基盤づくりのためのサポート

（４）地域の住まいづくりのためのサポート（４）地域の住まいづくりのためのサポート（４）地域の住まいづくりのためのサポート（４）地域の住まいづくりのためのサポート区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当③県庁力によるサポート 近鉄大福駅周辺地区拠点整備事業 桜井市の近鉄大福駅周辺地区において、まちづくり包括協定を踏まえ、市と協働して桜井県営住宅県有地を活用したまちづくりを推進　県予算額：10,436千円 市町村 奈良県 まちづくり推進局住宅課④国からの助成 社会資本整備総合交付金（地域住宅計画に基づく事業） 地域における多様な需要に応じた公的賃貸住宅等の整備を推進するため、市町村が地域住宅計画に基づいて行う事業に対する助成　助成割合：1/2 市町村 国土交通省 まちづくり推進局住宅課防災・安全交付金（地域住宅計画に基づく事業） 地域における多様な需要に応じた公的賃貸住宅等の耐震性の確保等、防災・安全に係る整備を推進するため、市町村が地域住宅計画に基づいて行う事業に対する助成　助成割合：1/2 市町村 国土交通省 まちづくり推進局住宅課空き家対策総合支援事業 空き家対策総合実施計画に基づき実施する空き家の活用や除却などを地域のまちづくりの柱として実施する市町村に対する助成　助成割合：1/2 市町村 国土交通省 まちづくり推進局住宅課スマートウェルネス住宅等推進事業（サービス付き高齢者向け住宅整備事業） サービス付き高齢者向け住宅の建設・改修費に対する助成　助成金額：70万円/戸（内容により異なる）　助成割合：新築1/10、改修1/3 民間事業者、医療法人、社会福祉法人、ＮＰＯ法人等 国土交通省 まちづくり推進局住宅課スマートウェルネス住宅等推進事業（住宅確保要配慮者専用賃貸住宅改修事業） 住宅確保要配慮者専用の民間賃貸住宅に係るバリアフリー改修や耐震改修、子育て世帯対応改修などの改修工事を実施する住宅所有者等に対する助成　助成金額：50万円/戸（内容により異なる）　助成割合：1/3 民間事業者、医療法人、社会福祉法人、ＮＰＯ法人等 国土交通省 まちづくり推進局住宅課共生社会実現に向けたセーフティネット機能強化・推進事業（居住支援協議会等活動支援事業） 住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への円滑な入居を促進するため、居住支援法人による賃貸住宅への入居に係る住宅情報の提供・相談、見守りなどの生活支援等を実施する活動費に対する助成　助成金額：1,000万円（内容により異なる）　助成割合：10/10 民間事業者 国土交通省 まちづくり推進局住宅課共生社会実現に向けたセーフティネット機能強化・推進事業（居住支援協議会等活動支援事業） 住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への円滑な入居を促進するため、市町村が設置する居住支援協議会による賃貸住宅への入居に係る住宅情報の提供・相談、見守りなどの生活支援等を実施する活動費に対する助成　助成金額：1,000万円（内容により異なる）　助成割合：10/10 市町村、法定協議会 国土交通省 まちづくり推進局住宅課社会資本整備総合交付金（住宅確保要配慮者専用賃貸住宅改修事業） 住宅確保要配慮者専用の民間賃貸住宅に係るバリアフリー改修や耐震改修、子育て世帯対応改修などの改修工事を実施する住宅所有者等に対し市町村が助成する場合、国が上乗せ助成　助成金額：50万円/戸（内容により異なる）　助成割合：1/3 市町村 国土交通省 まちづくり推進局住宅課公的賃貸住宅家賃対策補助（住宅確保要配慮者専用賃貸住宅の家賃低廉化に係る補助） 住宅確保要配慮者専用の民間賃貸住宅について、家賃の低廉化に係る費用を住宅所有者等に対し市町村が助成する場合、国が上乗せ助成　助成金額：２万円/戸・月（内容により異なる）　助成割合：1/2 市町村 国土交通省 まちづくり推進局住宅課公的賃貸住宅家賃対策補助（住宅確保要配慮者専用賃貸住宅の家賃債務保証料の低廉化に係る補助） 住宅確保要配慮者専用の民間賃貸住宅について、家賃債務保証料の低廉化に係る費用を家賃債務保証会社等に対し市町村が助成する場合、国が上乗せ助成　助成金額：３万円/戸・年　助成割合：1/2 市町村 国土交通省 まちづくり推進局住宅課68 地地地地域域域域のののの基基基基盤盤盤盤づづづづくくくくりりりりののののたたたためめめめののののササササポポポポーーーートトトト



区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当公的賃貸住宅家賃対策補助（セーフティネット登録住宅への住替えに係る補助） セーフティネット登録住宅への住替えに係る費用を居住支援法人、居住支援協議会等に対し市町村が助成する場合、国が上乗せ助成　助成金額：５万円/戸　助成割合：1/2 市町村 国土交通省 まちづくり推進局住宅課⑤公的団体からの助成 住宅・生活環境事業 住宅・生活環境の向上を目的とした事業（住宅の供給促進事業、高齢者用住宅システム開発事業等）に対する助成　助成金額：3,000千円（上限）　助成割合：10/10以内 市町村 （公財）地域社会振興財団 知事公室市町村振興課
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７．地域の基盤づくりのためのサポート７．地域の基盤づくりのためのサポート７．地域の基盤づくりのためのサポート７．地域の基盤づくりのためのサポート

（５）地域のまちづくりへのサポート（５）地域のまちづくりへのサポート（５）地域のまちづくりへのサポート（５）地域のまちづくりへのサポート区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当①県から市町村に対する直接助成
市町村とのまちづくり連携推進事業

まちづくりを進めている市町村と段階的に連携協定を締結し、協働してまちづくりを推進するための市町村の取組に対する助成　スキーム：包括協定又は基本協定段階　　　　　　　国負担分を除き県（基金）1/2　市町村1/2　          個別協定段階　　　　　　　拠点施設・公共インフラの整備等                国負担分を除き県（基金）1/4　市町村3/4　　　　　　　イベント開催等　　　　　　　　国負担分を除き県（基金）1/2　市町村1/2　助成内容：包括協定又は基本協定段階　　　　　　　協定を締結した地区に係るまちづくり基本構想や基　　　　　　　本計画等の策定業務に要する市町村負担額　　　　　　個別協定段階　　　　　　　協定を締結した地区に係るまちづくりの中心となる　　　　　　　拠点施設の整備、拠点施設周辺の公共インフラの整　　　　　　　備等に係る事業に要する市町村負担額　　　　　　　（原則、市町村の公債費のうち、地方交付税算入額　　　　　　　　を差し引いた額）　　　　　　　まちづくりを目的としたイベント開催等に要する市　　　　　　　町村負担額　助成対象：県とまちづくりに関する連携協定を締結した市町村　　県予算額：78,000千円
市町村 奈良県 まちづくり推進局まちづくり推進課

土地利用等地域計画策定事業 「土地の適正な管理、合理的な利用及びより効果的な利用により地域経済の発展及び生活の向上を図る条例」に基づき、土地の管理又は利用に起因する地域の課題の検討及び当該課題を解決するため土地利用等地域計画を策定する市町村に対する助成　スキーム：県1/2　市町村1/2　助成対象：市町村　県予算額：10,000千円 市町村 奈良県 まちづくり推進局県土利用政策課③県庁力によるサポート 脱炭素社会構築アドバイザー派遣事業 脱炭素社会の構築に向けた人材育成のため、省エネ等の専門家や環境教育の講師を派遣　県予算額：1,551千円 市町村、民間事業者等 奈良県 環境森林部脱炭素・水素社会推進課④国からの助成 ケーブルテレビ光化による耐災害性強化事業 在宅でも、放送により信頼できる災害情報を確実に得られるよう、過疎地域等の条件不利地域におけるケーブルテレビネットワークの耐災害性強化（ケーブルテレビネットワーク光化）を支援　助成割合：市町村1/2、第三セクター1/3 市町村・第三セクター 総務省 総務部デジタル戦略課クリーンエネルギー自動車導入促進補助金 導入初期段階にあるクリーンエネルギー自動車及び充電インフラの整備に対する助成　助成割合：1/2等　助成対象：民間団体等 民間団体等 資源エネルギー庁 環境森林部脱炭素・水素社会推進課官民連携まちなか再生推進事業 官民の様々な人材が集積するエリアプラットフォームの構築やエリアの将来像を明確にした未来ビジョンの策定、ビジョンを実現するための自立・自走型システムの構築を支援する事業等に対する助成　助成割合：定額、1/2、1/3　ほか 市町村等 国土交通省 まちづくり推進局まちづくり推進課災害時拠点強靱化緊急促進事業 学校、民間ビルや病院等の建築物において、帰宅困難者及び負傷者を受け入れるために必要となるスペース、備蓄倉庫及び設備等の整備に対する助成　助成割合：直接助成1/2（市町村等）　　　　　　間接助成2/3（民間事業者） 市町村等 国土交通省 まちづくり推進局まちづくり推進課都市構造再編集中支援事業 立地適正化計画に基づき、市町村や民間事業者等が行う一定期間内の都市機能や居住機能の向上に資する誘導施設、公共公益施設の整備等に対する助成　助成割合：1/2（都市機能誘導区域内等）　　　　　　4.5/10（居住誘導区域内等） 市町村等 国土交通省 まちづくり推進局まちづくり推進課
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区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当④国からの助成 社会資本整備総合交付金（都市再生整備計画事業） 地域の歴史・文化・自然環境等の特性を活かした個性あふれるまちづくりを実施するため、立地適正化計画策定に向けた具体的取組を開始・公表している市町村の策定した都市再生整備計画に位置づけられた事業に対する助成　助成割合：原則4/10 市町村等 国土交通省 まちづくり推進局まちづくり推進課社会資本整備総合交付金（都市再生土地区画整理事業） 防災上危険な密集市街地及び空洞化が進行する中心市街地等の都市基盤が脆弱であるため、整備の必要な既成市街地の再生を推進するために施行する土地区画整理事業に対する助成　助成割合：1/2または1/3 市町村等 国土交通省 まちづくり推進局まちづくり推進課社会資本整備総合交付金（土地区画整理事業補助金） 良好な宅地の造成と公共施設の整備改善を図り、健全な市街地の形成を促進するために実施される土地区画整理事業に対する助成　助成割合：1/2 市町村等 国土交通省 まちづくり推進局まちづくり推進課社会資本整備総合交付金（暮らし・にぎわい再生事業） 中心市街地の再生を図るため、国による中心市街地活性化基本計画の認定を受けた地区について、都市機能のまちなか立地及び空きビルの再生並びにこれらに関連する賑わい空間施設整備等に対する助成　助成割合：1/3 市町村等 国土交通省 まちづくり推進局まちづくり推進課まちなかウォーカブル推進事業 車中心から人中心の空間に転換するまちなかの歩ける範囲の区域における、街路・公園・広場等の既存ストックの改修や滞在環境向上に資する施設の整備等に対する助成　助成割合：1/2 市町村等 国土交通省 まちづくり推進局まちづくり推進課社会資本整備総合交付金（市街地再開発事業） 市街地内の都市機能が低下している地域において、土地の合理的かつ健全な高度利用と都市機能の更新を図ることを目的に建築物及び建築敷地の整備並びに公園、広場、街路等の公共施設の整備に対する助成　助成割合：国1/3　県1/6　市町村1/6（組合事業の場合）　　　　　　国1/3　市町村2/3（市町村事業の場合） 市町村等 国土交通省 まちづくり推進局まちづくり推進課スマートウェルネス住宅等推進事業（地域生活拠点型再開発事業） 子育て世帯等の暮らしを支える生活拠点の整備を進め、まちなかへの居住や生活環境の向上を図るため、子育て世帯等のための支援施設や住まいの整備を伴う市街地再開発事業等に対する助成　助成割合：国1/3　地方公共団体1/3　民間事業者1/3 市町村等 国土交通省 まちづくり推進局まちづくり推進課社会資本整備総合交付金（住宅市街地基盤整備事業） 住宅及び宅地の供給を特に促進する必要がある三大都市圏等における住宅宅地事業を促進するために、関連する道路、公園、下水道、河川等の公共施設及び生活関連施設の整備等に対する助成　助成割合：通常補助事業に準じる　ほか 市町村等 国土交通省 まちづくり推進局まちづくり推進課社会資本整備総合交付金（優良建築物等整備事業） 市街地の環境改善、良好な市街地住宅の供給等の促進を図るため、土地の利用の共同化、高度化等に寄与する優良建築物等の整備に対する助成　助成割合：1/3ほか 市町村等 国土交通省 まちづくり推進局まちづくり推進課防災・安全交付金（都市防災総合推進事業） 市街地の総合的な防災性の向上を図り、都市の防災構造化や住民の防災に対する意識向上を推進するための住民の防災まちづくり活動や防災のための公共施設整備等に対する助成　助成割合：1/2または1/3 市町村等 国土交通省 まちづくり推進局まちづくり推進課防災集団移転促進事業 住民の生命等を災害から保護するため、住民の居住に適当でないと認められる区域内にある住居の集団的移転を促進することを目的とし、市町村が行う住宅団地の整備等に対する助成　助成割合：3/4または1/2 市町村等 国土交通省 まちづくり推進局まちづくり推進課集約都市（コンパクトシティ）形成支援事業 コンパクトなまちづくりを推進するため、立地適正化計画の策定や医療、福祉施設等の集約地域への移転促進、移転跡地の都市的土地利用からの転換等に対する支援を行うために必要な費用を助成　助成割合：直接助成1/2（市町村等）　　　　　　間接助成1/3（民間事業者） 市町村等 国土交通省 まちづくり推進局県土利用政策課
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区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当④国からの助成 社会資本整備総合交付金（都市公園等事業） 安全で快適な緑豊かな都市環境の形成のための都市公園の整備に関する事業等に対する助成　助成割合：1/2または1/3 市町村 国土交通省 まちづくり推進局公園企画課防災・安全交付金（都市公園等事業） 安全で快適な緑豊かな都市環境の形成のための地域防災計画等に位置づけられた都市公園の整備に関する事業等に対する助成　助成割合：1/2または1/3 市町村 国土交通省 まちづくり推進局公園企画課社会資本整備総合交付金（街なみ環境整備事業） 住環境の整備改善を図るとともに歴史的な街なみ景観を活かしたまちづくりを推進する事業等に対する助成  助成割合：1/2 市町村 国土交通省 まちづくり推進局住宅課⑤公的団体からの助成 コミュニティ助成事業（活力ある地域づくり助成事業）
地域資源活用助成事業　地域の自然、文化、歴史、産業、生活習慣等の特性を地域資源と　して発見し、積極的な活用を図ることを目的として実施する特色　あるソフト事業に対する助成　　助成金額：2,000千円（上限）　　助成割合：10/10広域連携推進助成事業　複数の助成対象団体が共同して広域的な連携を目的として実施す　るソフト事業に対する助成　　助成金額：2,000千円（上限）　　助成割合：10/10

市町村、広域連合、一部事務組合、協議会、実行委員会等 （一財）自治総合センター 知事公室市町村振興課
地域イノベーション連携モデル事業 Ｓｏｃｉｅｔｙ5.0のうち地域イノベーション連携について、モデルとなる市町村におけるケーススタディを全国に発信するため、取組全体を総合的にマネジメントするイノベーションマネージャーを活用する費用の一部を助成　助成金額：7,000千円（上限）　助成割合：2/3以内 市町村 （一財）ふるさと財団 知事公室市町村振興課⑥アドバイス・相談 なら・まちづくりコンシェルジュ（まちなか魅力創出推進事業） 地域からの要請に応じ、まちづくりに精通した職員が歴史的町並み地区等の現場へ出向いて、まちづくりの情報提供・相談を継続的に行うことにより、県民によるまちづくりを発掘・支援　対象：地域住民、まちづくり活動組織等 － 奈良県 まちづくり推進局まちづくり推進課
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８．南部・東部地域のサポート８．南部・東部地域のサポート８．南部・東部地域のサポート８．南部・東部地域のサポート

（１）地域づくり・観光交流の促進のためのサポート（１）地域づくり・観光交流の促進のためのサポート（１）地域づくり・観光交流の促進のためのサポート（１）地域づくり・観光交流の促進のためのサポート区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当③県庁力によるサポート 美しい南部・東部地域振興推進事業 南部・東部サミットや課題ごとの検討会等を開催県と市町村が協働した課題の解決方法や具体的な取組等にかかる調査・検討　県予算額：5,900千円 市町村等（奥大和地域） 奈良県 知事公室美しい南部東部振興課南部・東部地域の市町村職員等人材確保・育成事業 南部・東部地域の市町村職員等の人材確保・育成に、県と市町村が協働して取り組むため、施策策定等のスキル向上や専門職員向けの研修会を開催　県予算額：5,000千円 市町村等（奥大和地域） 奈良県 知事公室美しい南部東部振興課
過疎法推進事業 過疎地域の持続的発展を図るため、過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法に基づき、過疎対策事業を推進　支援内容：関係市町村への連絡や情報提供等による情報共有  支援対象：過疎地域市町村　県予算額：861千円 市町村（過疎地域） 奈良県 知事公室美しい南部東部振興課半島地域振興対策の推進事業 半島振興法に基づく半島振興対策を推進するため、国、関係道府県、市町村との連携を図り、総合的な振興施策を推進　支援内容：関係市町村への連絡や情報提供等による情報共有　支援対象：半島地域（五條・吉野地域）  県予算額：629千円 市町村（五條・吉野地域） 奈良県 知事公室美しい南部東部振興課地域支援員活動事業 地域支援員が奥大和地域の地元ニーズを把握するため、奥大和地域に出張し情報収集、意見交換を行い、地域振興のための調整を実施　支援対象：奥大和地域　県予算額：803千円 市町村（奥大和地域） 奈良県 知事公室美しい南部東部振興課ふるさと創生協力隊設置事業 奥大和地域において、複数の市町村にまたがる広域的な地域振興活動に従事する人材をふるさと創生協力隊として採用し、配置　ふるさと創生協力隊　２人　県予算額：11,468千円 市町村（奥大和地域） 奈良県 知事公室奥大和地域活力推進課
奥大和移住・定住促進事業

奥大和地域の暮らしや人々との関わりを体感する移住体験プログラムの実施移住・定住、多地域居住を推進するための拠点施設整備に向けたモデルプランの作成移住・定住、多地域居住を促進するための拠点施設を整備する市町村に対する助成　スキーム：県1/2　市町村1/2　補助上限：改修　4,000千円　　新築　6,000千円地域受入協議会が行う移住・定住、多地域居住を促進するための取組に対する助成　スキーム：県1/2　市町村等1/2（上限250千円）県と奥大和地域19市町村で構成する「奥大和移住・定住連携協議会」において、移住情報の発信、各市町村の相談窓口の充実に向けた取組や移住体験プログラム等を実施　県予算額：33,629千円
市町村等（奥大和地域） 奈良県 知事公室奥大和地域活力推進課

新　ｅｎｇａｗａ運営プロジェクト 奥大和地域の地域活力の拠点として、奥大和移住定住交流センターｅｎｇａｗａを運営するとともに、地域の旗振り役として様々な取組を実施　県予算額：29,513千円 市町村等（奥大和地域） 奈良県 知事公室奥大和地域活力推進課
73 南南南南部部部部地地地地域域域域・・・・東東東東部部部部地地地地域域域域ののののササササポポポポーーーートトトト



区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当③県庁力によるサポート 紀伊半島移住プロモーション事業 奥大和地域への移住・定住を促進するため、三重県・和歌山県と協働して都市部でのイベントや現地体験ツアー等を実施　県予算額：3,500千円 実行委員会等 奈良県 知事公室奥大和地域活力推進課コミュニティナース育成事業 奥大和地域におけるコミュニティナースの育成　コミュニティナース基礎講座、ステップアップ講座及びフォロー　アップ研修の開催　県予算額：6,000千円 市町村（奥大和地域） 奈良県 知事公室奥大和地域活力推進課奥大和雇用創造促進事業 産地としての奥大和地域の魅力を向上させるデザイン提案プログラムを実施奥大和地域の生産者、加工・販売者等が異分野人材と協業し、新規事業開拓及び販路拡大を促進するためのセミナー等を開催　県予算額：10,676千円 市町村等（奥大和地域） 奈良県 知事公室奥大和地域活力推進課南部・東部地域デジタル化支援事業 奥大和が目指す姿の実現や持続的な発展に向け、デジタルサービスを活用した課題解決の手法を検討地域振興に必要なデジタル技術を体験できる場の提供　県予算額：5,000千円［５年度２月補正］ 市町村等（奥大和地域） 奈良県 知事公室美しい南部東部振興課新　産官学連携による魅力ある地域づくり支援事業 魅力ある地域づくりを進めるため、市町村、大学・研究室、民間事業者等が協力しながら取り組む事業に対する助成　スキーム：県1/2・実施主体1/2、県1/3・実施主体2/3　県予算額：50,000千円 市町村大学・教育研究機関民間事業者等 奈良県 知事公室美しい南部東部振興課奥大和ガストロノミーツーリズム事業 ガストロノミーをテーマに、奥大和地域のポテンシャルを活かしたツーリズムや関係人口創出イベント等を開催　県予算額：3,914千円 市町村等（奥大和地域） 奈良県 知事公室美しい南部東部振興課奥大和の特色を活かしたイベント開催事業 「弘法大師の道」を活用したトレイルランニングイベント「Ｋｏｂｏ　Ｔｒａｉｌ　2024」の開催　時期　令和６年５月18日・19日県内サッカークラブと連携したサッカーイベントの開催　県予算額：6,892千円 実行委員会 奈良県 知事公室奥大和地域活力推進課新　万博を契機とした奥大和への周遊型観光促進事業 2025年大阪・関西万博の来場者を奥大和へ誘客するため、奥大和固有の地域資源を活かしたコンテンツの造成やFAMトリップを実施　県予算額：13,615千円 市町村等（奥大和地域） 奈良県 知事公室奥大和地域活力推進課新　奥大和アウトドア・スポーツツーリズム推進事業 奥大和においてアウトドアアクティビティ等を組み合わせたスポーツツーリズムを推進するための施策を計画的に展開するためのロードマップの作成や、モデル事業の実施　県予算額：30,000千円 市町村等（奥大和地域） 奈良県 知事公室奥大和地域活力推進課うだ・アニマルパークを拠点とした東部地域魅力発信強化事業 東部地域の市村と連携し、うだ・アニマルパークで東部地域の魅力を発信　「食」のイベントの開催　東部地域１市４村のプロモーション　ほか  県予算額：2,114千円 市村（東部地域） 奈良県 知事公室うだ・アニマルパーク振興室
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区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当③県庁力によるサポート 過疎地域持続的発展支援交付金（過疎地域等集落ネットワーク圏形成支援事業） 基幹集落を中心に周辺の複数集落をひとつのまとまりとする「集落ネットワーク圏」（小さな拠点）において行われる生活支援の取組や「なりわい」を創出する活動を支援　助成内容：集落の維持・活性化プランに基づく取組　助成上限：1,500万円（定額）　　　　　　※下記事業については、限度額を上乗せ            ①専門人材を活用する事業（＋500万円）　　　　　　②ＩＣＴ等技術を活用する事業（＋1,000万円）　　　　　　上記（①＋②）を併用する事業（＋1,500万円）
集落ネットワーク圏を支える中心的な組織（地域運営組織等） 総務省 知事公室美しい南部東部振興課④国からの助成 過疎地域持続的発展支援交付金（過疎地域持続的発展支援事業） 過疎地域の地域課題解決を図り、持続的発展に資する取組として、過疎市町村が実施するＩＣＴ等技術活用事業、都道府県等が行う人材育成事業を支援　助成内容：人材育成事業　　　　　　ＩＣＴ等技術活用事業（過疎市町村のみ）　助成上限：2,000万円以内            （定額：過疎市町村）            （交付率6/10以内：県） 過疎地域市町村、都道府県 総務省 知事公室美しい南部東部振興課過疎地域持続的発展支援交付金（過疎地域集落再編整備事業） 過疎地域の集落再編を図る取組を支援　助成内容：定住促進団地整備事業　　　　　　定住促進空き家活用事業　　　　　　集落等移転事業　　　　　　季節居住団地整備事業　助成割合：1/2以内 過疎地域市町村 総務省 知事公室美しい南部東部振興課過疎地域持続的発展支援交付金（過疎地域遊休施設再整備事業） 過疎地域にある遊休施設を再活用して地域間交流及び地域振興、地域課題解決を図るための取組を支援　助成内容：テレワーク施設やサテライトオフィス等働く場の整備　　　　　　地域運営組織等のコミュニティ拠点施設の整備　　　　　　食肉、農産物等加工施設の整備　ほか　助成割合：1/3以内 過疎地域市町村等 総務省 知事公室美しい南部東部振興課
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８．南部地域・東部地域のサポート８．南部地域・東部地域のサポート８．南部地域・東部地域のサポート８．南部地域・東部地域のサポート

（２）生活環境の維持・向上のためのサポート（２）生活環境の維持・向上のためのサポート（２）生活環境の維持・向上のためのサポート（２）生活環境の維持・向上のためのサポート区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当①県から市町村に対する直接助成 携帯電話等エリア整備事業（携帯電話等エリア整備事業補助金） 携帯電話の不感地解消を目的とした携帯電話用基地局を整備する市町村に対する助成　スキーム：無線通信事業者が複数社参画の場合　　　　　　　国2/3　市町村1/3　　　　　　無線通信事業者が１社の場合　　　　　　　国1/2　市町村1/2 市町村 奈良県 総務部デジタル戦略課携帯電話等エリア整備事業（携帯電話等エリア整備事業助成交付金） 施設整備事業を実施した市町村に、起債償還金の一部を事業完了の翌年度から２カ年で分割交付　助成割合：過疎地域1/25、辺地2/75　県予算額：585千円 市町村 奈良県 総務部デジタル戦略課④国からの助成 へき地児童生徒援助費等補助金 へき地学校及び学校統合及び過疎地域等における遠距離通学児童・生徒の通学条件の緩和を図るため、スクールバスを購入する事業等に対する助成　助成割合：スクールバス・ボート購入費　　　　　　　１台（隻）3,750千円を限度として購入費の1/2の額　　　　　　遠距離通学費　1/2以内　　　　　　寄宿舎居住費　1/2以内　　　　　　医師等派遣事業（事業計画額　20万円以上）　　　　　　　算出した額　1/2　　　　　　心臓健診事業（対象経費 ６万円以上）　　　　　　　国が定める単価×人員×1/3または対象経費×1/3 市町村 文部科学省 教育委員会学校支援課体育健康課
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９．市町村の行財政運営等のサポート９．市町村の行財政運営等のサポート９．市町村の行財政運営等のサポート９．市町村の行財政運営等のサポート

（１）地域のＮＰＯ・自治会等との協働に向けたサポート（１）地域のＮＰＯ・自治会等との協働に向けたサポート（１）地域のＮＰＯ・自治会等との協働に向けたサポート（１）地域のＮＰＯ・自治会等との協働に向けたサポート区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当②県から地域づくり団体に対する直接助成 住民自治振興支援事業 地縁型住民自治組織の全県組織である奈良県自治連合会の実施する各種事業（研修事業、自治功労者表彰式、全国自治連合会参加等）に対する助成　助成割合：対象経費の1/2　県予算額：600千円 奈良県自治連合会 奈良県 知事公室市町村振興課自治会等連携補助事業 自治会等と他の地域団体が連携し、住民主体で行う地域課題の解決に向けた取組に対する助成　助成割合：対象経費の10/10　助成上限：500千円/団体　県予算額：5,000千円 市町村自治連合会、地域自治協議会等 奈良県 知事公室市町村振興課奈良県協働推進基金運営事業（ＮＰＯ活動等団体支援助成事業） 登録されたＮＰＯ等団体の公益的な活動に対し、県民・事業者等からの寄附を基に助成　スキーム：県（基金）10/10　助成対象：事前に登録されたＮＰＯ等　  県予算額：1,672千円 ＮＰＯ、ボランティア団体等 奈良県 地域創造部県民くらし課奈良県協働推進基金運営事業（寄附者テーマ設定型協働推進事業） 寄附者が設定したテーマによりＮＰＯ等から事業提案を受け、協働事業として実施　スキーム：県（基金）10/10  県予算額：3,900千円 ＮＰＯ、ボランティア団体等 奈良県 地域創造部県民くらし課
水田貯留推進事業 水田貯留対策推進のため、水田の貯留活用に係る排水口の改良や畦畔の嵩上げ等、必要な条件整備を助成　スキーム：国1/2　県1/4　地元農家等1/4　支援内容：水田貯留対策を推進するための協力農地に対する畦畔　　　　　　嵩上げ等の条件整備　県予算額：1,364千円 地元農家等 奈良県 県土マネジメント部河川整備課③県庁力によるサポート 自治会連携推進事業 県・市町村・奈良県自治連合会が連携し、自治会活動の活性化及び安全・安心なまちづくりを促進　自治会・地域コミュニティ政策研究会の開催　県予算額：530千円 市町村、自治会、地域団体 奈良県 知事公室市町村振興課自治会等連携支援モデル事業 自治会等と他の地域団体が連携し住民主体で地域課題の解決に取り組む地域自治協議会等の設立準備のサポートを実施　県予算額：1,397千円 市町村自治連合会、自治会等 奈良県 知事公室市町村振興課協働推進センター管理運営事業 「奈良県協働推進指針」に沿った協働社会の実現のため、民間団体が利用できる活動拠点の運営　支援内容：協働推進センターの管理運営　県予算額：90千円 ＮＰＯ等 奈良県 地域創造部県民くらし課地域の河川サポート事業 県管理河川において、地元自治会等が実施する花の植栽活動、草刈活動、清掃活動に対して県が支援を実施  支援内容：活動用物品支給、傷害・賠償保険加入等   県予算額：11,542千円 自治会、地域団体、ＮＰＯ団体 奈良県 環境森林部水・大気環境課みんなで・守ロード事業 県管理の道路において、地元自治会・ボランティア団体等が自主的に行う草刈、清掃、緑化等の活動に対する助成　支援内容：活動用物品支給、傷害・賠償保険加入等　県予算額：5,700千円 自治会、地域団体、ＮＰＯ団体 奈良県 県土マネジメント部道路マネジメント課77 市市市市町町町町村村村村のののの行行行行財財財財政政政政運運運運営営営営等等等等ののののササササポポポポーーーートトトト



区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当③県庁力によるサポート 花いっぱい推進事業 県管理の道路において、地元自治会・ボランティア団体等が行う花壇・フラワーポット等への花の植栽等の活動に対する助成　支援内容：花苗等の支給　県予算額：4,000千円 自治会、地域団体、ＮＰＯ団体 奈良県 県土マネジメント部道路マネジメント課大和川流域水害対策協議会 大和川流域の市町村と県及び国による協議会を設置し、大和川流域における雨水貯留浸透施設等の積極的な推進及び流域の持つ保水・貯留機能の適正な維持、水防災に対応したまちづくりとの連携、住まい方の工夫等、総合的な流域対策を効果的かつ円滑に実施　県予算額：175千円 市町村 奈良県 県土マネジメント部河川整備課⑤公的団体からの助成 コミュニティ助成事業（一般コミュニティ） コミュニティ活動に直接必要な設備の整備に対する助成　助成金額：1,000千円～2,500千円　助成割合：10/10 市町村、コミュニティ組織 （一財）自治総合センター 知事公室市町村振興課コミュニティ助成事業（コミュニティセンター） 住民の需要の実態に応じた機能を有する集会施設（コミュニティセンター・自治会集会所等）の建設整備に対する助成　助成金額：15,000千円（上限）　助成割合：3/5以内 市町村、コミュニティ組織 （一財）自治総合センター 知事公室市町村振興課学習・社会参加活動促進事業 市町村が行う学習・社会参加活動の推進を目的とした事業（ＩＣＴ利活用による地域コミュニティづくり支援事業、高齢者大学開設事業、人生100年時代社会参加活動促進事業、世代間交流の促進事業、健やかコミュニティモデル地区育成事業、各種ボランティア活動推進事業、生涯学習ふれあい事業、高齢者スポーツ振興事業等）に対する助成　助成金額：3,000千円（上限）　助成割合：10/10以内 市町村 （公財）地域社会振興財団 知事公室市町村振興課
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９．市町村の行財政運営等のサポート９．市町村の行財政運営等のサポート９．市町村の行財政運営等のサポート９．市町村の行財政運営等のサポート

（２）市町村の行財政問題の解決に向けたサポート（２）市町村の行財政問題の解決に向けたサポート（２）市町村の行財政問題の解決に向けたサポート（２）市町村の行財政問題の解決に向けたサポート区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当①県から市町村に対する直接助成 市町村振興資金貸付事業
市町村が住民福祉の増進等を図るために行う事業に対する貸付  貸付対象　一般地域振興事業、広域振興事業、過疎・辺地等振興　　　　　　事業、県重点施策支援事業、公債費適正化事業　貸付利率　一般地域振興事業　財政融資資金利率　　　　　　その他の事業　財政融資資金利率×1/2、無利子  貸付期間　15年以内（うち１年据置）　償還方法　元金均等年賦償還「重症警報」発令団体に対する財政支援のための貸付　貸付利率　無利子　貸付期間　15年以内（うち１年据置）　償還方法　元金均等年賦償還　県予算額：2,700,000千円

市町村 奈良県 知事公室市町村振興課
市町村事務処理交付金 市町村へ移譲を行った事務の執行に係る経費を交付  スキーム：県10/10  算定方法：交付金額＝基準額×前年度処理件数　　　　　　基準額＝１時間当り人件費×平均処理時間＋事務費 　県予算額：24,000千円 市町村 奈良県 知事公室市町村振興課県民税徴収取扱費交付金 助成内容：納税義務者数×3,000円　ほか　県予算額：2,101,000千円 市町村 奈良県 総務部税務課利子割交付金 助成内容：税収×59.4％　県予算額：87,000千円 市町村 奈良県 総務部税務課配当割交付金 助成内容：税収×59.4％　県予算額：2,221,000千円 市町村 奈良県 総務部税務課株式譲渡等所得割交付金 助成内容：税収×59.4％　県予算額：2,365,000千円 市町村 奈良県 総務部税務課法人事業税交付金 助成内容：税収×7.7/100　県予算額：1,642,000千円 市町村 奈良県 総務部税務課地方消費税市町村交付金 助成内容：清算後収入×1/2　県予算額：27,463,000千円 市町村 奈良県 総務部税務課ゴルフ場利用税交付金 助成内容：税収×7/10助成対象：ゴルフ場所在市町村　県予算額：569,000千円 市町村 奈良県 総務部税務課環境性能割交付金 助成内容：税収×95/100×43/100　県予算額：638,000千円 市町村 奈良県 総務部税務課
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区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当①県から市町村に対する直接助成 新　地域デジタルデバイド対策支援事業 市町村におけるデジタルデバイド対策に対する助成　　県予算額：7,500千円　助成割合：1/2 市町村 奈良県 総務部デジタル戦略課
県有財産所在市町村交付金 県有資産のうち貸付資産の所在する市町村等に交付金を交付　助成内容：固定資産税相当額　助成箇所：奈良市、大和高田市、大和郡山市、天理市、            橿原市、桜井市、五條市、御所市、生駒市、            宇陀市、三宅町、田原本町、曽爾村、吉野町            大淀町、野迫川村、十津川村、上北山村            天川村　県予算額：162,503千円 市町村 奈良県 総務部ファシリティマネジメント室
人口動態調査市町村交付金 人口動態調査に係る市町村への交付金　スキーム：国10/10　助成内容：旅費、庁費、需用費、データ安全対策経費　助成対象：市町村（奈良市を除く）　県予算額：1,337千円 市町村（奈良市除く） 奈良県 医療政策局地域医療連携課土地利用規制等対策事務費交付金 国土利用計画法に基づく市町村届出事務に要する経費を交付  スキーム：県10/10  算定方法：基準額×市町村届出処理件数  助成対象：届出実績のあった市町村   県予算額：1,636千円 市町村 奈良県 まちづくり推進局県土利用政策課
住宅新築資金等貸付助成事業 市町村が地域改善対策として実施した住宅新築資金等貸付金の償還に伴い生じる財政負担を軽減するための助成　償還推進助成事業　　住宅新築資金、宅地取得資金及び住宅改修資金の償還推進事　　務、訴訟等回収困難な債権の措置に要する経費　　　スキーム：国1/2　県1/4　市町村1/4 　 　助成対象：①債権を有する市町村で次の条件を満たすもの　　　　　　　　　財政力指数  0.8未満　　　　　　　　②市町村から債権を移管された一部事務組合　県予算額：141,314千円

市町村、市町村から債権を移管された一部事務組合 奈良県 まちづくり推進局住宅課②県から地域づくり団体に対する直接助成 地方自治振興事業（政策立案支援事業補助金） 奈良県市議会議長会が実施する、市議会議員、議会事務局職員への研修事業に対する助成　助成割合：対象経費の1/2  県予算額：327千円 奈良県市議会議長会 奈良県 知事公室市町村振興課地方自治振興事業（行政運営支援事業補助金） 奈良県市町村総合事務組合が実施する、市長会、町村会又は町村議長会の行う提案要望活動、研修事業等に対する助成  助成割合：対象経費の1/2  県予算額：4,530千円 奈良県市町村総合事務組合 奈良県 知事公室市町村振興課③県庁力によるサポート 地方創生実践研修 地方創生に係る国の支援策の積極的な獲得・活用と県内での広域連携事業の推進を図るための研修を実施　支援内容：職員の資質向上研修　県予算額：408千円 市町村 奈良県 知事公室政策推進課デジタル版奈良モデル推進事業 県・市町村による入札参加資格登録業務の標準化・共同化を検討　県予算額：20,000千円 市町村 奈良県 総務部デジタル戦略課
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区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当③県庁力によるサポート 新　情報連携基盤による行政サービスの変革推進事業 情報連携基盤（奈良スーパーアプリ）を各市町村と共同利用し、行政サービスを向上　各市町村が共同利用できる環境の整備　　市町村職員用ライセンスの確保等　各市町村で共通利用できる新機能の構築　　簡易に相談予約業務をシステム化できる画面の設定等　奈良スーパーアプリ上で施設予約サービスを提供する市町村に対　する技術支援　県予算額：127,312千円［５年度２月補正］ 市町村 奈良県 総務部デジタル戦略課
新　地域デジタル人材バンク運営事業 地域デジタル人材バンクを構築し、市町村等の求めに応じて、デジタル化に関する多様なニーズに対応した指導・助言ができるアドバイザーを派遣　県予算額：1,500千円 市町村、広域的な公益活動に従事する団体等 奈良県 総務部デジタル戦略課新　地域デジタルデバイド対策支援事業 市町村におけるデジタルデバイド対策を支援　　県予算額：7,500千円　助成割合：1/2 市町村 奈良県 総務部デジタル戦略課官庁データサイエンティスト育成事業 統計分析相談窓口の設置　県統計分析専門員等の専門家が統計分析手法等について助言する　相談窓口を設置市町村職員向け統計研修の実施　市町村職員を対象に統計研修を実施  県予算額：624千円 市町村 奈良県 知事公室政策推進課「奈良モデル」推進事業 奈良県・市町村長サミットを開催し、地域の課題について意見交換を実施　県予算額：3,641千円 市町村 奈良県 知事公室市町村振興課市町村税税収確保連携事業 県と市町村が協働・連携し、税収確保に向けた取組を推進他の税目に比べ徴収率が低い固定資産税について、市町村職員を対象とした納税義務の承継や評価手法等に関する研修を実施　県予算額：1,257千円 市町村 奈良県 知事公室市町村振興課市町村職員行政遂行能力向上支援事業 市町村職員実務研修の実施　支援内容：市町村からの実務研修員を受け入れ、研修を実施　  県予算額：792千円 市町村 奈良県 知事公室市町村振興課市町村地方創生支援事業 市町村が行う人口減少対策等への取組を支援市町村への情報発信の充実を図り、市町村の地方創生関連交付金の活用強化に向けた取組を推進県内市町村とともに、企業版ふるさと納税の獲得に向けた取組を推進地域おこし協力隊員等への支援に向けた取組を実施　県予算額：2,157千円 市町村 奈良県 知事公室市町村振興課職員研修事業（人権問題研修事業） 人権問題への正しい理解、積極的な問題解決への判断力と実践力の習得のため「人権問題研修」を開催し、市町村役付職員の参加を募集　支援内容：職員の資質向上研修  県予算額：330千円 市町村 奈良県 総務部キャリア・ワーク・サクセスセンター職員研修事業（県・市町村職員合同研修事業） 市町村職員研修センター及び県キャリア・ワーク・サクセスセンターにおいて研修を共同実施　支援内容：職員の資質向上研修、職員間の交流  県予算額：404千円（合同研修実施分） 市町村 奈良県 総務部キャリア・ワーク・サクセスセンター

81 市市市市町町町町村村村村のののの行行行行財財財財政政政政運運運運営営営営等等等等ののののササササポポポポーーーートトトト



区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当③県庁力によるサポート 市町村との採用共同試験実施事業（保健師） 県域での保健師確保のため、保健師の確保が困難な市町村と協定を締結し、採用試験（受験者の募集及び第１次試験）を共同実施 市町村 奈良県及び市町村 総務部人事課職員派遣型協働徴収 地方税（県税、市町村税）の税収確保と徴収率の向上を図るため、県職員を市町村に常駐派遣するとともに市町村職員を研修員として県税事務所に受け入れ、県と市町村で職員を相互併任し協働徴収を実施 市町村 奈良県 総務部税務課県民税等徴収対策強化事業 市町村と連携した個人住民税（県民税・市町村民税）等の徴収強化のため、経験豊富で高い技術を持つ国税徴収等の経歴を有する滞納徴収員を県税事務所に配置し、要請のあった市町村への随時派遣など徴収困難案件を中心に滞納整理を実施するとともに、職員に対して支援・助言指導を実施　県予算額：251千円 市町村 奈良県 総務部税務課
空き家対策推進事業 空き家対策について市町村と協働で検討するとともに、法律や不動産売買等の専門家による講習会等を開催して空き家対策に取り組む市町村を支援　支援内容：専門家による講習会の開催　　県予算額：236千円 市町村 奈良県 まちづくり推進局住宅課市町村との採用共同試験実施事業（土木職員） 県域での土木技術職員確保のため、土木技術職員の確保が困難な市町村と協定を締結し、採用試験（受験者の募集及び第１次試験）を共同実施　県予算額：196千円 市町村 奈良県及び市町村 人事委員会事務局④国からの助成 個人番号カード交付事務費補助金 個人番号カード交付のための人件費や個人番号カード交付促進のための端末等に係る経費等に対する助成　助成割合：10/10（上限あり） 市町村 総務省 総務部デジタル戦略課デジタル田園都市国家構想交付金（デジタル実装タイプ） デジタルを活用した地域の課題解決や魅力向上の実現に向けて、取組を行う地方公共団体に対し、事業の立ち上げに必要な経費を支援　助成割合：優良モデル導入支援型（ＴＹＰＥ１）　1/2　　　　　　データ連携基盤活用型（ＴＹＰＥ２）　1/2　　　　　　デジタル社会変革型（ＴＹＰＥ３）　2/3            デジタル行財政改革先行挑戦型（ＴＹＰＥ Ｓ）　3/4　交付上限額：優良モデル導入支援型（ＴＹＰＥ１）１億円　　　　　　 データ連携基盤活用型（ＴＹＰＥ２）２億円　　　　　　 デジタル社会変革型(ＴＹＰＥ３) ４億円             デジタル行財政改革先行挑戦型(ＴＹＰＥ Ｓ）５億円 市町村 内閣府 知事公室市町村振興課
デジタル田園都市国家構想交付金（地方創生推進タイプ） 「地方版総合戦略」に位置づけられ、地域再生法に基づく地域再生計画に認定される地方公共団体の自主的・主体的な取組で、先導的なものに対する支援　助成割合：1/2　交付上限額：先駆タイプ　２億円　　　　　　　Ｓｏｃｉｅｔｙ5.0タイプ　３億円　　　　　　　横展開型　0.7億円　　　　　　　※中枢中核都市（奈良市）は、先駆タイプ　2.5億円　　　　　　　　Ｓｏｃｉｅｔｙ5.0タイプ　３億円　　　　　　　　横展開型　0.85億円 市町村 内閣府 知事公室市町村振興課
デジタル田園都市国家構想交付金（地方創生拠点整備タイプ） 「地方版総合戦略」に位置づけられ、地域再生法に基づく地域再生計画に認定される地方公共団体の自主的・主体的な取組で、先導的な施設整備に対する支援　助成割合：1/2　交付上限額：５億円 市町村 内閣府 知事公室市町村振興課

82 市市市市町町町町村村村村のののの行行行行財財財財政政政政運運運運営営営営等等等等ののののササササポポポポーーーートトトト



区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当④国からの助成 デジタル田園都市国家構想推進交付金地方創生テレワーク型 「転職なき移住」を実現し、地方への新たなひとの流れを創出するため、サテライトオフィスの整備・利用促進等に取り組む地方公共団体を支援　助成金額：　　①サテライトオフィス等の整備・運営　　　90,000千円/施設（上限）　　②サテライトオフィス等の利用促進　12,000千円/団体（上限）　　③企業の進出支援　1,000千円/社（上限）　　④進出企業定着・地域活性化の支援　30,000千円/団体（上限）　助成割合：2/3または1/2 市町村 内閣府 産業部人材・雇用政策課⑤公的団体からの助成 シンポジウム助成事業 地域活性化のためのシンポジウム（パネルディスカッション、基調講演、事例発表、展示会等）開催に対する助成　助成金額：3,000千円（上限）　助成割合：10/10 市町村 （一財）自治総合センター 知事公室市町村振興課地方創生に向けて“がんばる地域”応援事業 将来的な地域の消滅可能性危機を回避することを目的に、地方公共団体や地域団体等が住民と共に実施する事業に対する助成　助成金額：地方創生人材育成伴走型支援事業　1,500千円（上限）            地域経済循環分析事業　　　　　　2,000千円（上限）　　　　　　一般事業　　　　　　　　　　　　1,500千円（上限）　助成割合：10/10以内 市町村、広域連合、一部事務組合、協議会 （一財）地域活性化センター 知事公室市町村振興課

83 市市市市町町町町村村村村のののの行行行行財財財財政政政政運運運運営営営営等等等等ののののササササポポポポーーーートトトト



　事務の概要事務の概要事務の概要事務の概要広報広聴課 相談窓口に関すること。政策推進課 統計に関すること。国際課 国際交流の推進に関すること。多文化共生の推進に関すること。外国人支援センター 在住外国人の生活相談等に関すること。市町村振興課 「奈良モデル」実現に向けた取り組みに関すること。市町村振興に関すること（（一財）自治総合センター助成等、各種財団による助成等）。市町村その他の地方公共団体の行政（人事・給与、法令、行革等）支援に関すること。市町村の人材養成への支援に関すること。市町村財政健全化への支援（地方交付税、地方債等）に関すること。市町村税税収確保への支援。市町村の行財政情報の分析・情報提供に関すること。地方創生に関すること。選挙事務に関すること（県選挙管理委員会）。市町村への権限移譲に関すること。美しい南部東部振興課 過疎対策に関すること。奥大和地域の振興に関すること。地方創生に関すること。奥大和地域活力推進課 奥大和地域の移住・交流の促進に関すること。うだ・アニマルパーク振興室 東部地域の振興に関すること。防災統括室 災害対策に関すること。国民保護に関すること。自主防災に関すること。消防救急課 消防に関すること。消防防災ヘリコプター（防災航空隊）に関すること。総 務 部 行政・人材マネジメント課 行政改革に関すること。税務課 県税（個人県民税）に関すること。市町村交付金等に関すること。税務職員の市町村派遣に関すること。ファシリティマネジメント室 市町村のファシリティマネジメント推進に関すること。デジタル戦略課 地域デジタル化の推進に関すること。公的個人認証サービスに関すること。マイナンバー制度に関すること。デジタル管理室 県下地域の情報基盤整備ネットワーク及び情報セキュリティに関すること。大和平野中央構想・スタートアップ推進課 大和平野中央構想及びスタートアップの推進に関すること。文化振興課 文化行政の総合企画及び調整に関すること。文化芸術の振興に関すること。奈良県みんなでたのしむ大芸術祭に関すること。文化財課 有形文化財・無形文化財・民俗文化財に関すること。埋蔵文化財・史跡名勝天然記念物に関すること。銃砲刀剣類の登録及び刀剣類の製作の承認に関すること。文化財の保存と活用に関すること。文化財保存事務所 文化財等の修理等の受託に関すること。世界遺産室 世界遺産の登録、保全及び活用に関すること。なら記紀・万葉プロジェクトの推進に関すること。県民くらし課 社会活動の推進の総合企画及び調整に関すること。ボランティア活動及びＮＰＯ活動への参加促進に関すること。ＮＰＯ等の社会貢献活動等を行う団体の活動支援に関すること。多様な主体による協働の推進に関すること（他課の所掌に属するものを除く）。その他の社会活動の推進に関すること（他課の所掌に属するものを除く）。消費者行政に関すること。消費者関係法令(消費者契約法、特定商取引に関する法律、不当景品類及び不当表示防止法、消費者安全法、割賦販売法、奈良県消費生活条例等)に関するこ自主防犯に関すること。交通安全対策に関すること。消費生活センター 消費生活相談に関すること。人権施策課 人権啓発活動地方委託（国庫事業）に関すること。人権啓発活動（啓発イベント、研修・講座等）の推進に関すること。人権相談に関すること。犯罪被害者等支援に関すること。隣保館、地方改善事業に関すること。スポーツ振興課 生涯スポーツ振興に関すること。競技スポーツ振興に関すること。総合型地域スポーツクラブの設立、運営支援に関すること。国民スポーツ大会・全国障害者スポーツ大会準備室 国民スポーツ大会・全国障害者スポーツ大会に関すること。

市町村相談窓口一覧（Ｒ６年度）市町村相談窓口一覧（Ｒ６年度）市町村相談窓口一覧（Ｒ６年度）市町村相談窓口一覧（Ｒ６年度）担当所属担当所属担当所属担当所属知 事 公 室
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　事務の概要事務の概要事務の概要事務の概要市町村相談窓口一覧（Ｒ６年度）市町村相談窓口一覧（Ｒ６年度）市町村相談窓口一覧（Ｒ６年度）市町村相談窓口一覧（Ｒ６年度）担当所属担当所属担当所属担当所属こ ど も ・ 女 性 局 こども・女性課 少子化対策・女性活躍推進行政の総合企画に関すること。次世代育成支援に関すること。男女共同参画行政に関すること。女性活躍推進行政の推進に関すること。女性の就労支援に関すること。女性センター 相談事業に関すること。男女共同参画推進啓発事業に関すること。働く女性の支援事業に関すること。女性の再就職支援事業に関すること。こども保育課 保育所に関すること。認定こども園に関すること。就学前教育に関すること。放課後児童対策に関すること。児童厚生施設（児童館・児童遊園）に関すること。児童手当等に関すること。こども家庭課 乳児院、児童養護施設、里親、助産施設に関すること。児童虐待防止施策に関すること。母子福祉及び父子福祉並びに寡婦福祉の施策に関すること。子どもの貧困対策に関すること。こども家庭相談センター、児童自立支援施設（精華学院）に関すること。児童家庭相談、児童家庭支援センターに関すること。児童委員・主任児童委員に関すること。女性の保護及び自立支援の施策に関すること。配偶者暴力対策に関すること。こども家庭相談センター 児童及び女性の各般の問題につき相談に応ずること。児童虐待に関する相談に応じ、個々の事案に対応すること。児童の心理判定等を行うこと。児童及び女性の一時保護を行うこと。要保護女性の相談等に関すること。配偶者暴力に関する相談に応じ、個々の事案に対応すること。精華学院 非行児童等の自立支援に関すること。教育振興課 教育振興大綱に係る教育振興の総合調整に関すること。私立学校に関すること。公立大学法人奈良県立大学に関すること。大学との連携に関すること。地域づくりの情報発信に関すること。青少年対策の総合企画及び調整に関すること。青少年健全育成の総合的推進に関すること。青少年の自立支援（ひきこもり）に関すること。生涯学習の振興に関すること（他課の所掌に属するものを除く）。その他の青少年対策に関すること（他課の所掌に属するものを除く）。野外活動センター 青少年の野外活動に関すること。福 祉 医 療 部 総務課 指定介護サービス事業者等及び指定障害福祉サービス事業者等並びに社会福祉法人等の指導監査に関すること。保健所 健康の保持及び増進に関すること。母子保健に関すること。感染症の予防に関すること。がん等の生活習慣病対策に関すること。精神保健福祉相談に関すること。難病対策に関すること。原子爆弾被爆者の援護に関すること。市町村健康増進計画の推進及び健康づくりに関すること。栄養改善及び栄養調査に関すること。たばこ対策推進に関すること。在宅医療・地域包括ケアシステムに関すること。医師、歯科医師、看護師等の医療従事者・製菓衛生師及び栄養士等免許の申請等に関すること。歯科口腔に関すること。食育に関すること。狂犬病の予防、動物愛護及び飼い犬の管理等に関すること。生活衛生相談に関すること。食品衛生関係営業許可申請等に関すること。食品衛生・食品表示に関すること。病院、診療所及び施術所等の開設、変更等に関すること。地域福祉課 地域福祉の推進に関すること民生委員の委嘱（解嘱）及び指揮監督（奈良市以外）に関すること。災害救助（災害救助法、避難行動要支援者対策）に関すること。85 



　事務の概要事務の概要事務の概要事務の概要市町村相談窓口一覧（Ｒ６年度）市町村相談窓口一覧（Ｒ６年度）市町村相談窓口一覧（Ｒ６年度）市町村相談窓口一覧（Ｒ６年度）担当所属担当所属担当所属担当所属福 祉 医 療 部 地域福祉課 遺家族等援護（中国帰国者援護を含む）に関すること。旧軍人及び旧軍属に関すること。生活保護に関すること（市村福祉事務所からの生活保護制度の適正実施に関する相談対応）。生活困窮者自立支援制度に関すること。福祉事務所 生活保護法による福祉の措置に関すること。児童福祉法による福祉の措置に関すること。知的障害者福祉法第11条の規定による連絡調整等（知的障害者の自立と社会経済活動への参加を促進するための援助と必要な保護の実施に関し市町村相互間の連絡調整等）の業務に関すること。母子及び父子並びに寡婦福祉法による福祉の措置に関すること。老人福祉法第６条の２の規定による連絡調整等（65歳以上の者等に対する居宅介護等の福祉の措置の実施に関し、市町村相互間の連絡調整等）の業務に関すること。身体障害者福祉法第10条の規定による連絡調整等（身体障害者の自立と社会経済活動への参加を促進するための援助と必要な保護の実施に関し市町村相互間の連絡調整等）の業務に関すること。民生委員（管内町村）の指導に関すること。その他生活困窮者の更生及び援護事務に関すること。障害福祉課 身体障害者福祉に関すること。知的障害者福祉に関すること。心身障害者扶養共済に関すること。その他心身障害者福祉に関すること（発達障害、高次脳機能障害等）。障害者総合支援センター 児童発達支援センターとして、児童発達支援、保育所等訪問支援及び障害児相談支援を行うこと。障害者支援施設及び障害福祉サービス事業を行う事業所として、障害者に対し、施設入所支援、自立訓練及び短期入所を行うこと。指定特定相談支援事業者として、計画相談支援及び基本相談支援を行うこと。重症心身障害児に対し、児童発達支援、放課後等デイサービス及び居宅訪問型児童発達支援を行うとともに、障害福祉サービス事業所として、重症心身障害者に対し、生活介護を行うこと。重症心身障害児者、高次脳機能障害を有する者、発達障害児者等に対して、専門的な相談に応じるとともに、支援に関して関係機関との連絡及び調整を行うこと。障害者等に包括的かつ継続的な支援を行う伴走型支援者のための研修、伴走型支援者相互間及び伴走型支援者と関係機関との間の連絡及び調整を行うこと。心身障害者福祉センター 福祉センターの設置目的を達成するために必要なこと（障害者スポーツ教室、文化教室）。点字・録音図書の製作及び貸出しを行うこと。点字・録音図書の製作ボランティアの養成に関すること。視覚障害者に関する諸相談に応ずること。聴覚障害者支援センター 聴覚障害者用の録画物の製作及び貸出しを行うこと。手話通訳又は要約筆記を行う者の養成又は派遣を行うこと。インターネットの利用その他の情報通信の技術を利用する方法により各種の情報を提供すること。聴覚障害に関する各種の相談に応ずること。身体障害者更生相談所 身体障害者福祉法第11条の規定による障害者等の福祉に関する業務を行うこと（身体障害者に係る専門的知識及び技術を要する相談指導、補装具の要否判定、自立支援医療の給付判定）。知的障害者更生相談所 知的障害者福祉法第12条の規定による知的障害者の福祉に関する業務を行うこと（知的障害者に係る専門的知識及び技術を要する相談指導、医学的心理学的判定）。藤の木学園 障害のある児童（主として視覚障害、聴覚障害及び知的障害）を入所させ、保護するとともに独立自活に必要な指導及び援助を行うこと。医療・介護保険局 医療保険課 国民健康保険に関すること。後期高齢者医療制度に関すること。子ども、心身障害者、ひとり親家庭等の医療費の助成に関すること。国民健康保険特定健康診査・特定保健指導に関すること。介護保険課 介護保険制度（被保険者、保険料、保険給付、要介護・要支援認定、サービス事業者等）に関すること。老人福祉法（特別養護老人ホーム、社会福祉法人の設立等）、老人保健施設等に関すること。介護支援専門員の試験・研修・登録に関すること。福祉用具専門相談員に関すること。地域包括支援課 地域包括ケアの推進に関すること。地域支援事業に関すること｡認知症施策に関すること。介護予防に関すること。ヘルパーに関すること。高齢者の権利擁護（高齢者虐待、成年後見制度利用促進）に関すること。高齢者の生きがい対策（老人クラブ等）に関すること。
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　事務の概要事務の概要事務の概要事務の概要市町村相談窓口一覧（Ｒ６年度）市町村相談窓口一覧（Ｒ６年度）市町村相談窓口一覧（Ｒ６年度）市町村相談窓口一覧（Ｒ６年度）担当所属担当所属担当所属担当所属医療・介護保険局 地域包括支援課 その他高齢福祉（敬老事業等）に関すること。医 療 政 策 局 地域医療連携課 保健医療計画、地域医療構想に関すること。奈良県医療審議会に関すること。救急医療、周産期医療、小児医療、災害医療並びに脳卒中、急性心筋梗塞、在宅医療及び糖尿病の対策に関すること。医師・看護師確保対策室 医師・看護師確保対策に関すること。医師・看護師等医療従事者の免許に関すること。医師・看護師等修学資金貸与に関すること。自治医科大学に関すること。へき地医療に関すること。健康推進課 健康長寿の推進に関すること。健康増進事業に関すること（補助金の申請・助成に関すること）。母子保健に関すること（補助金の申請、助成に関すること）。難病対策に関すること（補助金の申請、助成に関すること）。疾病対策課 感染症の予防に関すること（補助金の申請、助成に関すること）。がん対策に関すること。精神保健及び精神障害者の福祉に関すること（補助金の申請、助成に関すること）。自殺対策に関すること（補助金の申請、助成に関すること）。アスベストに関連する健康問題に関すること。精神保健福祉センター 精神保健及び精神障害者の福祉に関する知識の普及を図ること。障害者自立支援法に基づく支給要否決定その他の事務における市町村への技術援助に関すること。自殺対策に関すること（市町村支援、対応困難事例、研修に関すること）。依存症対策事業に関すること。水・大気環境課 環境政策の総合企画及び調整(環境総合計画の策定・進捗管理等)に関すること。環境保全意識の高揚に関すること（こどもエコクラブ、表彰関連）。環境保全活動の推進に関すること（奈良県環境県民フォーラム）。水資源対策に関すること。水源地域対策特別措置法の施行に関すること。水道法に関すること。水道事業に関すること。河川の環境美化啓発活動に関すること。水力発電施設周辺地域交付金に関すること。環境影響評価に関すること（アセスメント手続き、環境配慮指針等）。水、大気、土壌環境の監視に関すること。公害の防止に関する法令の施行に関すること（水質汚濁防止法、浄化槽法、ダイオキシン類対策特別措置法、特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律、大気汚染防止法、土壌汚染対策法、騒音・振動規制法、悪臭防止法）。脱炭素・水素社会推進課 地球温暖化対策の推進に関すること（地域協議会・実行計画・推進計画）。再生可能エネルギーの普及促進に関すること。省エネ・節電の取り組みに関すること。廃棄物対策課 一般廃棄物の適正処理に関すること。一般廃棄物処理施設に関すること。循環型社会形成推進交付金事業に関すること。容器包装リサイクルに関すること。一般廃棄物処理業等についての合理化事業計画に関すること（下水道の整備等に伴う一般廃棄物処理業等の合理化に関する特別措置法における計画の承認）。景観・自然環境課 近郊緑地保全区域（行為規制）に関すること。景観法に関すること。屋外広告物（条例、屋外広告業登録）に関すること。採石及び砂利採取の業の登録、採取の認可（河川砂利を除く）、業務管理者（主任者）試験に関すること。国定公園及び県立自然公園（行為規制）に関すること。自然公園及び長距離自然歩道の整備・利用に関すること。景観保全地区、環境保全地区（行為の届出）に関すること。生物多様性（希少野生動植物、外来種）に関すること。森林環境課 地域森林計画及び森林経営計画に関すること。入会林野整備促進事業に関すること。林地台帳整備に関すること。森林整備地域活動支援交付金に関すること。新たな森林環境管理制度推進に関すること。林業技術の改善普及に関すること。森林経営管理法に関すること。森林環境税に関すること。森林保護に関すること。森林保険に関すること。
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　事務の概要事務の概要事務の概要事務の概要市町村相談窓口一覧（Ｒ６年度）市町村相談窓口一覧（Ｒ６年度）市町村相談窓口一覧（Ｒ６年度）市町村相談窓口一覧（Ｒ６年度）担当所属担当所属担当所属担当所属環 境 森 林 部 森林環境課 緑化推進に関すること（緑の募金等（公財）奈良県緑化推進協会関連）。森林法に基づく林地開発行為の許可申請全般に関すること。保安林の指定・解除及び保安施設地区の指定に関すること。森林技術センター 林業経営、造林、木材の加工、木材化学、その他林業に関する試験研究、分析及び指導に関すること。県営林の管理経営及び施業提案に関すること。森林経営管理制度の実行・指導に関すること。フォレスターアカデミー 林業者の養成に関すること。県産材利用推進課 森林の整備に関すること（植栽、間伐等）。林業用種苗に関すること。森林組合等に関すること。林業後継者及び林業の担い手の育成に関すること。特用林産物に関すること。治山事業に関すること。林道事業に関すること。山村振興に関すること。木質バイオマスの利用に関すること。公共建築物における県産材利用に関すること。県産材の利用促進に関すること。産業創造課 産業政策の企画、立案及び推進に関すること。新産業の創出に関すること。中小企業の経営革新に関すること。産業関連統計の調査及び分析に関すること（他課の所掌に属するものを除く）。万博への中小企業の参画、情報発信等に関すること（産業観光を含む）。工場及び研究所の立地促進に関すること（産業用地創出のための調査・企業立地意向調査・企業立地優遇制度）。工場立地法に関すること。工業団地における脱炭素化に関すること。宿泊施設の立地促進に関すること。産業振興総合センター 技術の交流、技術情報の提供等に関すること。工業製品、工業材料等の試験及び研究開発に関すること。工業の生産技術の試験、研究開発及び指導に関すること。発明考案の奨励に関すること。計量器に関すること。産学官連携に関すること。経営支援課 中小企業協同組合等に関すること（他課の所掌に属するものを除く）。商工会等に関すること。企業内における人権啓発に関すること。鉱業に関すること。小規模地場産業の振興に関すること。商工業の金融に関すること。信用保証協会に関すること。貸金業者に関すること。創業支援に関すること。企業の経営支援に関すること。商業の振興に関すること。物産及び工芸品の振興に関すること。大規模小売店舗の進出による周辺の生活環境の調整（市町村への意見聴取等）に関すること。人材・雇用政策課 労働福祉、労働情報に関すること。職業能力開発に関すること。雇用政策に関すること。外国人労働者の雇用促進及び定着に関すること。人材活用の推進に関すること。しごとｉセンター 職業・就業の相談に関すること。職業・就業の情報提供に関すること。就業に必要な技術講習に関すること。内職のあっせんに関すること。観 光 局 観光戦略課 外国人観光客交流館（猿沢イン）に関すること。通訳案内士に関すること。「歩く・なら」の推進に関すること。観光ボランティアガイドに関すること。観光統計調査に関すること。旅行業登録に関すること。旅館業、住宅宿泊事業に関すること。観光戦略に関すること。せんとくんに関すること。観光力創造課 観光情報発信に関すること。奈良まほろば館に関すること。観光客の受入体制の推進に関すること。奈良県ビジターズビューローに関すること。外国人誘客の促進に関すること。
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　事務の概要事務の概要事務の概要事務の概要市町村相談窓口一覧（Ｒ６年度）市町村相談窓口一覧（Ｒ６年度）市町村相談窓口一覧（Ｒ６年度）市町村相談窓口一覧（Ｒ６年度）担当所属担当所属担当所属担当所属観 光 局 観光力創造課 ＭＩＣＥの誘致に関すること。食 農 部 総務課 農業協同組合及び農事組合法人に関すること。農業共済組合に関すること。農林振興事務所 農業生産、農業経営又は農村生活の改善に係る技術及び普及指導に関すること。林業経営に必要な技術の普及指導及び森林の施業の指導に関すること。農業農村整備、林道及び治山工事の調査、設計、施行及び監督に関すること。豊かな食と農の振興課 農産物の新たな商品開発及び販路拡大に関すること。食の振興・情報発信に関すること。農産物の輸出に関すること。食品ロスの削減に関すること。なら食と農の魅力創造国際大学校　 飲食サービス業・農業の担い手育成に関すること。農業水産振興課 農業技術の改良及び普及に関すること。農産物の生産及び流通に関すること。園芸農産物の生産及び流通に関すること。地域特産物の生産及び流通に関すること。青果物の価格安定に関すること。肥料、農薬及び生産資材に関すること。農作物鳥獣害対策に関すること。農業機械等に関すること。農業気象に関すること。水産業に関すること。鳥獣保護管理及び狩猟に関すること（鳥獣保護区、狩猟免許・免許更新・狩猟者登録、有害鳥獣駆除）。農業研究開発センター 農業技術、農産物、農業経営及び農村振興に関する調査及び試験研究に関すること。土壌・肥料・水・農産物等の分析に関すること。病害虫防除所 植物の検疫及び病害虫の防除に関すること。畜産課 畜産の振興に関すること。家畜の改良増殖に関すること。家畜及び畜産物の流通対策に関すること。自給飼料及び流通飼料に関すること。牧野及び草地改良に関すること。家畜の衛生及び環境改善に関すること。獣医事及び動物薬事に関すること。畜産技術センター 家畜に関する調査及び試験研究に関すること。家畜の飼養管理及び改良増殖に関すること。畜産の環境保全に関すること。飼料の生産及び試験研究に関すること。家畜保健衛生所 家畜の伝染病の予防及び家畜衛生の向上に関すること。家畜の改良、増殖及び奨励に関すること。獣医事及び動物薬事に関すること。担い手・農地マネジメント課 農業金融（貸付金）に関すること。農業経営基盤強化促進に関すること（担い手育成、農地利用集積等）。農業後継者及び農業担い手の育成に関すること。農業振興地域制度に関すること（県基本方針、計画変更県協議・同意、関係機関との調整等）。農地活用推進に関すること。農業会議及び農業委員会に関すること（農業委員会法、交付金・補助金に関すること）。農地法の施行に関すること（農地の権利移動、農地の転用許可等）。農村振興課 農業農村整備事業に関すること。土地改良区に関すること。換地事務に関すること。農村の地域活性化、賑わいづくりに関すること。農地及び農業用施設の災害復旧事業に関すること。国有農地及び開拓財産の管理・処分に関すること。地籍整備に関すること。県土マネジメント部 土木事務所 事務所管内の道路、河川、建築確認等に関すること。建設業・契約管理課 建設業に関すること。用地対策課 補償基準等の整備及び運用に関すること。土地収用（事業の認定（他の機関が認定庁となる事業を除く）及び代執行）に関すること。公有地の拡大の推進に関する法律に関すること。技術管理課 建設工事の設計積算に関すること。建設工事の品質管理に関すること。建設工事の検査に関すること。建設副産物対策に関すること。道路建設課 道路整備の企画及び調査に関すること。道路の新設及び改良に関すること。市町村道に関すること（交通安全施設を除く）。街路事業に関すること。連続立体交差事業に関すること。89 



　事務の概要事務の概要事務の概要事務の概要市町村相談窓口一覧（Ｒ６年度）市町村相談窓口一覧（Ｒ６年度）市町村相談窓口一覧（Ｒ６年度）市町村相談窓口一覧（Ｒ６年度）担当所属担当所属担当所属担当所属県土マネジメント部 土木事務所 事務所管内の道路、河川、建築確認等に関すること。建設産業課 建設業に関すること。総務課 補償基準等の整備及び運用に関すること。土地収用（事業の認定（他の機関が認定庁となる事業を除く）及び代執行）に関すること。公有地の拡大の推進に関する法律に関すること。技術管理課 建設工事の設計積算に関すること。建設工事の品質管理に関すること。建設工事の検査に関すること。建設副産物対策に関すること。道路建設課 道路整備の企画及び調査に関すること。道路の新設及び改良に関すること。市町村道に関すること（交通安全施設を除く）。街路事業に関すること。連続立体交差事業に関すること。京奈和自動車道等の幹線道路に関すること。その他道路に関すること（他課の所掌に属するものを除く）。道路マネジメント課 道路の管理及び維持補修に関すること。道路の災害防除及び災害復旧に関すること。道路の交通安全対策に関すること。自転車道及び自転車利用施策に関すること。リニア・地域交通課 地域公共交通（地域交通に係るアドバイス、公共交通の利用促進及び支援制度の情報提供等）に関すること。鉄道及び航空等交通網に関すること。リニア中央新幹線の建設促進に関すること。河川整備課 河川整備（ダムを含む）の企画、調査及び計画に関すること。河川整備（ダムを含む）及びその施設等の維持管理に関すること。水防及び洪水情報等の伝達に関すること。河川の管理に関すること。河川の砂利に関すること。河川の災害復旧に関すること。特定都市河川浸水被害対策法の施行に関すること。砂防・災害対策課 砂防に関すること。地すべり防止に関すること。急傾斜地の崩壊による災害の防止に関すること。土砂災害防止法に関すること。土砂災害の監視警戒避難に関すること。深層崩壊に関すること。直轄砂防事業等に関すること。災害復旧に関すること（他課の所掌に属するものを除く）。下水道マネジメント課 公共下水道及び都市下水路に関すること（全体計画、実施計画、補助事業の交付申請、事業認可等）。まちづくり推進課 都市の景観形成に関すること。土地区画整理事業に関すること。市街地再開発事業に関すること。都市再生整備計画事業に関すること。県と市町村との連携・協働のまちづくりに関すること。その他まちづくりに関すること（他課の所掌に属するものを除く）。県土利用政策課 土地の管理と利用に係る施策に関する企画、調整及び推進に関すること。土地利用の調整（各種開発事業に係る事前協議）に関すること。国土利用計画・土地利用基本計画に関すること。土地取引の規制に関すること。土地に係る情報の収集等に関すること。地価調査に関すること。地域の活性化に関すること。関西文化学術研究都市の建設計画、都市運営の企画及び調整に関すること。都市計画決定に関すること。都市計画制限の許可に関すること。都市計画区域に関すること。市街化区域及び市街化調整区域に関すること。地域地区に関すること（用途地域、高度地区、生産緑地地区等）。建築基準法第51条関連都市施設等に関すること（汚物処理場、ごみ焼却場、火葬場、市場等）。駐車場法に関すること。公園企画課 都市公園の整備及び管理に関すること（他課の所掌に係るものを除く）。都市緑化の推進に関すること（他課の所掌に係るものを除く）。中和公園事務所 花き等の栽培展示に関すること。花き等の栽培の指導に関すること。住宅課 公営住宅に関すること。居住支援に関すること。住環境整備事業に関すること。新住宅市街地開発法の施行に関すること。

まちづくり推進局
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　事務の概要事務の概要事務の概要事務の概要市町村相談窓口一覧（Ｒ６年度）市町村相談窓口一覧（Ｒ６年度）市町村相談窓口一覧（Ｒ６年度）市町村相談窓口一覧（Ｒ６年度）担当所属担当所属担当所属担当所属まちづくり推進局 住宅課 住宅相談窓口の設置・運営に関すること。住生活基本計画に関すること。空家等対策の推進に関する特別措置法に関すること。その他住宅に関すること。建築安全課 建築基準法の施行に関すること。都市計画法に基づく開発行為に関すること。宅地造成及び特定盛土等規制に関すること。建築士及び不動産鑑定士に関すること。宅地建物取引業法に関すること。住宅金融支援機構との契約業務（災害関連融資業務）に関すること。福祉のまちづくり、建築物の耐震改修に関すること。その他建築に関すること。営繕課 市町村の公共建築物の営繕業務及び保全に関すること。水 道 局 総務課 県営水道の給水料金に関すること。県域水道一体化準備室 県域水道の一体化の推進に関すること。業務課 各市町村への県営水道の給水に関すること。県営水道施設の維持管理に関すること。応急給水栓の整備等に関すること。水道管理の内、技術的な事項に関すること。教育委員会事務局 総務課 教育委員会の会議に関すること。学校支援課 学校施設並びに設備等の管理及び整備に関すること。教職員課 教職員の任免、給与その他人事に関すること。教職員の定数並びに学級編制に関すること。教育職員の免許及び認定講習に関すること。市町村教育委員会に関すること。教職員の労働安全衛生に関すること。高校教育課 公立高等学校等の入学に関すること。高校教育に関すること。義務教育課 市町村立学校等の設置及び廃止に関すること。幼児教育に関すること。小学校・中学校教育に関すること。特別支援教育推進室 特別支援教育に関すること。人権・地域教育課 地域教育推進のための事業に関すること。人権教育の推進に係る企画調整及び事業に関すること。同和問題関係史料センターに関すること。体育健康課 学校体育に関すること。学校保健・学校安全・学校給食に関すること。教育研究所 教育関係職員の研修に関すること。市町村立小・中学校等の学校経営及び教育活動に関すること。教育に関する専門的、技術的事項の調査研究に関すること。学校支援に関すること。家庭教育推進のための事業に関すること。情報教育に関する学校の指導に関すること。教育相談に関すること。社会教育推進のための事業に関すること。人事委員会事務局 任用給与課 県・市町村土木職員採用共同試験の実施に関すること。収用委員会事務局 土地収用法に基づく裁決申請手続に関すること。警 察 本 部 各警察署 遺失・拾得物に関すること。犯罪被害に関すること。犯罪、事故その他の事案に係る市民生活の安全と平穏に関すること（風俗営業、古物営業、質屋営業、警備業、銃砲刀剣類所持、火薬類、危険物、公害関係、保健衛生、雇用、麻薬、覚せい剤、けん銃）。地域安全情報の提供、防犯教室、防犯訓練の実施に関すること。酩酊者、行方不明者、迷い子その他応急の救護を要する者の保護に関すること。ストーカー行為等の規制及び被害者の保護に関すること。配偶者からの暴力防止及び被害者の保護に関すること。少年の非行防止・被害少年の保護対策と少年を取り巻く有害環境の浄化に関すること。サイバー犯罪に関すること。暴力団による不当行為の防止に関すること。交番･駐在所の運用に関すること。雑踏警備及び水難、山岳遭難等の救助の実施に関すること。交通指導取締りに関すること。交通安全教育（教室）及び交通安全運動の実施に関すること。交通事故発生状況等の情報に関すること。交通事故統計に関すること。特定自動運行の許可に関すること。交通信号機・標識等の設置、交通規制及び道路使用許可に関すること。運転免許に関すること。災害警備活動に関すること。91 


